
議案第29号　練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則 （資料１）

議案第30号　練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を

改正する規則 （資料２）

議案第31号　練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を

改正する規則 （資料３）

令和6年陳情第4号

旭丘・小竹地区における新たな小中一貫教育校の設置について〔継続審議〕

令和７年度教育に関する事務の管理および執行の状況の点検・評価

について〔継続審議〕

　

教育長報告

① 令和６年度歳入歳出決算について （資料４）

② 区立学校適正配置第二次実施計画（素案）に寄せられた意見と区の考え方 （資料５）

について

③ 区立学校適正配置第二次実施計画（案）について （資料６－１～２）

④ その他
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議案第２９号 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和７年９月２日 

 

    提出者 教育長  三 浦 康 彰 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 

 

 

 このことについて、別紙のとおり改正するものとする。 
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   練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平

成12年３月練馬区教育委員会規則第１号）の一部をつぎのように改正する。 

 第14条第４項第２号中「および第18条」を「、第18条および第18条の３」に改

め、同項につぎの１号を加える。 

 ⑼ 育児休業法第19条第１項の規定により部分休業を承認されて勤務しなかっ

た期間 

 第30条第12項中「、正規の勤務時間の始めまたは終わりにおいて」を削り、同

項ただし書を削る。 

 第30条の２第２項中「、正規の勤務時間の始めまたは終わりに」を削り、同条

第３項中「による部分休業」のつぎに「（以下「第１号部分休業」という。）」

を加え、「条例第18条の３第１項」を「次条第５項」に、「子育て部分休暇」を

「第１号子育て部分休暇」に、「当該部分休業」を「当該第１号部分休業」に改

める。 

 第30条の３第２項をつぎのように改める。 

２ 条例第18条の３第１項に規定する子育て部分休暇（以下「子育て部分休暇」

という。）の申請をしようとする職員は、毎年４月１日から翌年３月31日ま

での期間ごとに、あらかじめ、つぎの各号に掲げる範囲内のうちいずれかの

範囲内で当該期間における子育て部分休暇を申請するかを委員会に申し出る

ものとする。 

 ⑴ １日につき２時間を超えない範囲内 

 ⑵ １年につき77時間30分を超えない範囲内 

 第30条の３第10項中「養育状況変更届（様式第14号）」を「養育状況変更届

（別記様式第14号）」に改め、同項を同条第16項とし、同条第９項第２号をつぎ

のように改める。 

 ⑵ 職員が第３項変更をしたとき。 
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 第30条の３第９項中第３号を削り、同条中第９項を第15項とし、同条第８項中

「子育て部分休暇承認取消申請書（様式第13号）」を「子育て部分休暇承認取消

申請書（別記様式第13号）」に改め、同項を同条第14項とし、同条中第７項を第

13項とし、第６項を第11項とし、同項のつぎにつぎの１項を加える。 

12 前項本文の規定にかかわらず、委員会は、つぎの各号のいずれかに該当する

場合については、子育て部分休暇を承認することができない。 

 ⑴ 第２号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）をして

いる職員について、第１号子育て部分休暇の申請があった場合 

 ⑵ 第１号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）をして

いる職員について、第２号子育て部分休暇の申請があった場合 

 第30条の３第５項中「申請は」を「申請、第２項申出および第３項変更は」

に、「子育て部分休暇承認申請書（様式第12号）」を「子育て部分休暇簿（別記

様式第12号）」に改め、同項を同条第10項とし、同条第４項中「その事由を確認

する必要があると認めるときは、」を「つぎの各号に掲げる場合にあっては、当

該各号に係る」に改め、同項につぎの各号を加える。 

 ⑴ 養育を必要とする事由を確認する必要があると認める場合 

 ⑵ 第２項申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより第３

項変更をしなければ当該子育て部分休暇に係る子の養育に著しい支障が生

じるか否かを判断するため必要があると認める場合 

 第30条の３中第４項を第９項とし、同条第３項中「育児休業条例第14条第１項

の規定による部分休業」を「第１号部分休業」に、「子育て部分休暇」を「第１

号子育て部分休暇」に、「当該部分休業」を「当該第１号部分休業」に改め、同

項を同条第６項とし、同項のつぎにつぎの２項を加える。 

７ 第２項第２号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第２号子育

て部分休暇」という。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。た

だし、つぎの各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める時間数の第２

号子育て部分休暇を承認することができる。 

 ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であ
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って、当該勤務時間の全てについて申請があったとき 当該勤務時間の時

間数 

 ⑵ 第２号子育て部分休暇の残時間数に１時間未満の端数がある場合であっ

て、当該残時間数の全てについて申請があったとき 当該残時間数 

８ 育児休業条例第14条の２第１項の規定による部分休業（以下「第２号部分休

業」という。）の承認を受けて勤務しない時間がある職員に対する第２号子

育て部分休暇の承認については、第２項第２号に掲げる時間から、当該第２

号部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。 

 第30条の３第２項のつぎにつぎの３項を加える。 

３ 前項の規定による申出（以下「第２項申出」という。）をした職員は、配偶

者またはパートナーシップ関係の相手方が負傷または疾病により入院したこ

と、配偶者またはパートナーシップ関係の相手方と別居したことその他の当

該申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該申出内

容の変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ当該職員の子の養育

に著しい支障が生じると委員会が認める場合に限り、当該申出の内容を変更

することができる。 

４ 第２項申出をした職員は、当該申出をした範囲内（第３項変更をした場合に

あっては、その変更後の範囲内）において、子育て部分休暇を申請すること

ができる。 

５ 第２項第１号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第１号子育

て部分休暇」という。）の承認は、30分を単位として行うものとする。 

 第30条の７のつぎにつぎの見出しおよび７条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員に対する意向確認等） 

第30条の８ 条例第18条の６第１項第１号の規則で定める制度または措置（以下

「出生時両立支援制度等」という。）は、つぎに掲げる制度または措置とす

る。 

 ⑴ 育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間勤務 
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 ⑵ 育児休業法第19条第１項に規定する部分休業 

 ⑶ 条例第11条第１項の規定による深夜勤務の制限 

 ⑷ 条例第11条の２第１項の規定による超過勤務の制限 

 ⑸ 条例第11条の３第１項の規定による超過勤務の制限 

 ⑹ 条例第17条第１項に規定する育児時間 

 ⑺ 条例第17条第１項に規定する出産支援休暇 

 ⑻ 条例第17条第１項に規定する子の看護等のための休暇 

 ⑼ 条例第18条の３に規定する子育て部分休暇 

第30条の９ 条例第18条の６第１項第１号の規則で定める事項は、つぎに掲げる

事項とする。 

 ⑴ 出生時両立支援制度等 

 ⑵ 出生時両立支援制度等の請求先、申告先または申請先 

 ⑶ 地方公務員等共済組合法第70条の５第１項に規定する育児時短勤務手当金

その他これに相当する給付に関する必要な事項 

第30条の10 条例第18条の６第１項または第２項の規定により、職員に対してこ

れらの項の各号に掲げる措置を講じる場合は、つぎの各号に掲げるいずれか

の方法（第３号に掲げる方法については、当該職員が希望する場合に限

る。）によって行わなければならない。 

 ⑴ 面談による方法 

 ⑵ 書面を交付する方法 

 ⑶ 電子メール等の送信による方法（当該職員が当該電子メール等の記録を出

力することにより書面を作成することができるものに限る。） 

第30条の11 条例第18条の６第１項第３号および第２項第３号の規則で定める事

項は、つぎに掲げる事項とする。 

 ⑴ 始業または終業の時刻 

 ⑵ 勤務の場所 

 ⑶ 業務量の調整 

 ⑷ 前３号に掲げる事項のほか、委員会が別に定める事項 
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第30条の12 条例第18条の６第２項の規則で定める期間は、３歳に満たない子を

養育する職員の子が、１歳11月に達する日の翌々日から２歳11月に達する日

の翌日までの１年間とする。 

第30条の13 条例第18条の６第２項第１号の規則で定める制度または措置（以下

「育児期両立支援制度等」という。）は、つぎに掲げる制度または措置とす

る。 

 ⑴ 育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間勤務 

 ⑵ 育児休業法第19条第１項に規定する部分休業 

 ⑶ 条例第11条第１項の規定による深夜勤務の制限 

 ⑷ 条例第11条の２第１項の規定による超過勤務の制限 

 ⑸ 条例第11条の３第１項の規定による超過勤務の制限 

 ⑹ 条例第17条第１項に規定する子の看護等のための休暇 

 ⑺ 条例第18条の３に規定する子育て部分休暇 

第30条の14 条例第18条の６第２項第１号の規則で定める事項は、つぎに掲げる

事項とする。 

 ⑴ 育児期両立支援制度等 

 ⑵ 育児期両立支援制度等の請求先、申告先または申請先 

 様式第12号をつぎのように改める。 
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 様式第13号中「様式第13号」を「別記様式第13号」に改める。 

 様式第14号中「様式第14号」を「別記様式第14号」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年10月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布

の日から施行する。 

（施行前の準備） 

２ この規則による改正後の練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第30条の３の規定

による子育て部分休暇の申出および当該申出内容の変更ならびに申請は、こ

の規則の施行の日前においても行うことができる。 

（経過措置） 

３ 改正後の規則第30条の３第２項第２号に掲げる範囲内において、この規則の

施行の日から令和８年３月31日までの間における練馬区立幼稚園教育職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成12年３月練馬区条例第72号）第

18条の３第１項に規定する子育て部分休暇の申請をする場合における同号の

規定の適用については、同号中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と

する。 

４ この規則の施行の際、この規則による改正前の練馬区立幼稚園教育職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則様式第13号および様式第14号に

よる用紙で現に残存するものは、所要の修正を加えて、なお使用することが

できる。 
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令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 

教育振興部教育指導課 

 

練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則に

関する規則の一部を改正する規則 

 

１ 改正の理由および内容 

⑴ 人事院規則（平成４年人事院規則19－０）の一部改正により、介護休暇

または介護時間を請求した場合において、勤務時間のはじめまたは終わり

に限り承認可能とする取扱いを廃止したため、所定の改正を行う。 

⑵ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）の一部

改正により、子育て部分休暇および育児部分休業に関する項目を追加する

等所要の改正を行う。 

⑶ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律（平成３年法律第76号）の一部改正により、妊娠、出産等についての申

出をした職員に対する意向確認に関する項目を追加するため、所要の改正

を行う。 

 

２ 施行期日 
  令和７年10月１日 

 

３ 新旧対照表 

  別紙のとおり 
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練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則新旧対照表 

現 行 改正案 

（年次有給休暇の繰越し） （年次有給休暇の繰越し） 

第14条 ［略］ 第14条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 勤務実績を算定する場合において、つ

ぎに掲げる期間は、勤務した日数とみな

す。 

４ 勤務実績を算定する場合において、つ

ぎに掲げる期間は、勤務した日数とみな

す。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

⑵ 条例第15条、第16条（日を単位とす

る場合を除く。）、第17条および第18

条の規定による休暇により勤務しなか

った期間 

⑵ 条例第15条、第16条（日を単位とす

る場合を除く。）、第17条、第18条お

よび第18条の３の規定による休暇によ

り勤務しなかった期間 

⑶～⑻ ［略］ ⑶～⑻ ［略］ 

［新設］ ⑼ 育児休業法第19条第１項の規定によ

り部分休業を承認されて勤務しなかっ

た期間 

  

（介護休暇） （介護休暇） 

第30条 ［略］ 第30条 ［略］ 

２～11 ［略］ ２～11 ［略］ 

12 時間を単位とする介護休暇は、正規の

勤務時間の始めまたは終わりにおいて、

１日を通じ４時間（当該介護休暇と要介

護者を異にする介護時間の承認を受けて

勤務しない時間がある日については、当

該４時間から当該介護時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間）を限度

として利用することができる。ただし、

当該日の他の休暇、職務専念義務の免除

等および当該介護休暇によりその日のす

べての正規の勤務時間について勤務しな

いこととなる場合には、当該日の当該介

護休暇は承認しない。 

12 時間を単位とする介護休暇は、１日を

通じ４時間（当該介護休暇と要介護者を

異にする介護時間の承認を受けて勤務し

ない時間がある日については、当該４時

間から当該介護時間の承認を受けて勤務

しない時間を減じた時間）を限度として

利用することができる。 

13～17 ［略］ 13～17 ［略］ 

（介護時間） 

第30条の２ ［略］ 

（介護時間） 

第30条の２ ［略］ 
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２ 介護時間の承認は、正規の勤務時間の

始めまたは終わりに、１日につき２時間

を超えない範囲内で、30分を単位として

行うものとする。 

２ 介護時間の承認は、１日につき２時間

を超えない範囲内で、30分を単位として

行うものとする。 

３ 練馬区職員の育児休業等に関する条例

（平成４年３月練馬区条例第23号。以下

「育児休業条例」という。）第14条第１

項の規定による部分休業、条例第17条第

１項の規定による育児時間、条例第18条

の３第１項の規定による子育て部分休暇

または練馬区職員の高齢者部分休業に関

する条例（令和５年６月練馬区条例第22

号。以下「高齢者部分休業条例」とい

う。）第２条第１項の規定による高齢者

部分休業の承認を受けて勤務しない時間

がある職員に対する介護時間の承認につ

いては、１日につき２時間から当該部分

休業、当該育児時間、当該子育て部分休

暇または当該高齢者部分休業の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間を超え

ない範囲内で行うものとする。 

３ 練馬区職員の育児休業等に関する条例

（平成４年３月練馬区条例第23号。以下

「育児休業条例」という。）第14条第１

項の規定による部分休業（以下「第１号

部分休業」という。）、条例第17条第１

項の規定による育児時間、次条第５項の

規定による第１号子育て部分休暇または

練馬区職員の高齢者部分休業に関する条

例（令和５年６月練馬区条例第22号。以

下「高齢者部分休業条例」という。）第

２条第１項の規定による高齢者部分休業

の承認を受けて勤務しない時間がある職

員に対する介護時間の承認については、

１日につき２時間から当該第１号部分休

業、当該育児時間、当該第１号子育て部

分休暇または当該高齢者部分休業の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を

超えない範囲内で行うものとする。 

４～７ ［略］ ４～７ ［略］ 

（子育て部分休暇） （子育て部分休暇） 

第30条の３ ［略］ 第30条の３ ［略］ 

２ 子育て部分休暇は、正規の勤務時間の

始めまたは終わりに、１日につき２時間

を超えない範囲内で、30分を単位として

承認する。 

２ 条例第18条の３第１項に規定する子育

て部分休暇（以下「子育て部分休暇」と

いう。）の申請をしようとする職員は、

毎年４月１日から翌年３月31日までの期

間ごとに、あらかじめ、つぎの各号に掲

げる範囲内のうちいずれかの範囲内で当

該期間における子育て部分休暇を申請す

るかを委員会に申し出るものとする。 

 ⑴ １日につき２時間を超えない範囲内 

 ⑵ １年につき77時間30分を超えない範

囲内 

［新設］ ３ 前項の規定による申出（以下「第２項

申出」という。）をした職員は、配偶者
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またはパートナーシップ関係の相手方が

負傷または疾病により入院したこと、配

偶者またはパートナーシップ関係の相手

方と別居したことその他の当該申出時に

予測することができなかった事実が生じ

たことにより当該申出内容の変更（以下

「第３項変更」という。）をしなければ

当該職員の子の養育に著しい支障が生じ

ると委員会が認める場合に限り、当該申

出の内容を変更することができる。 

［新設］ ４ 第２項申出をした職員は、当該申出を

した範囲内（第３項変更をした場合にあ

っては、その変更後の範囲内）におい

て、子育て部分休暇を申請することがで

きる。 

［新設］ ５ 第２項第１号に掲げる範囲内で申請す

る子育て部分休暇（以下「第１号子育て

部分休暇」という。）の承認は、30分を

単位として行うものとする。 

３ 育児休業条例第14条第１項の規定によ

る部分休業、条例第17条第１項の規定に

よる育児時間、条例第18条の２第１項の

規定による介護時間または高齢者部分休

業条例第２条第１項の規定による高齢者

部分休業の承認を受けて勤務しない時間

がある職員に対する子育て部分休暇の承

認については、１日につき２時間から当

該部分休業、当該育児時間、当該介護時

間または当該高齢者部分休業の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間を超え

ない範囲内で行うものとする。 

６ 第１号部分休業、条例第17条第１項の

規定による育児時間、条例第18条の２第

１項の規定による介護時間または高齢者

部分休業条例第２条第１項の規定による

高齢者部分休業の承認を受けて勤務しな

い時間がある職員に対する第１号子育て

部分休暇の承認については、１日につき

２時間から当該第１号部分休業、当該育

児時間、当該介護時間または当該高齢者

部分休業の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で行うも

のとする。 

［新設］ ７ 第２項第２号に掲げる範囲内で申請す

る子育て部分休暇（以下「第２号子育て

部分休暇」という。）の承認は、１時間

を単位として行うものとする。ただし、

つぎの各号に掲げる場合にあっては、当

該各号に定める時間数の第２号子育て部

分休暇を承認することができる。 
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 ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間

に分を単位とした時間がある場合であ

って、当該勤務時間の全てについて申

請があったとき 当該勤務時間の時間

数 

 ⑵ 第２号子育て部分休暇の残時間数に

１時間未満の端数がある場合であっ

て、当該残時間数の全てについて申請

があったとき 当該残時間数 

［新設］ ８ 育児休業条例第14条の２第１項の規定

による部分休業（以下「第２号部分休

業」という。）の承認を受けて勤務しな

い時間がある職員に対する第２号子育て

部分休暇の承認については、第２項第２

号に掲げる時間から、当該第２号部分休

業の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 

４ 委員会は、子育て部分休暇について、

その事由を確認する必要があると認める

ときは、証明書等の提出を求めることが

できる。 

９ 委員会は、子育て部分休暇について、

つぎの各号に掲げる場合にあっては、当

該各号に係る証明書等の提出を求めるこ

とができる。 

［新設］ ⑴ 養育を必要とする事由を確認する必

要があると認める場合 

［新設］ ⑵ 第２項申出時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより第３

項変更をしなければ当該子育て部分休

暇に係る子の養育に著しい支障が生じ

るか否かを判断するため必要があると

認める場合 

５ 子育て部分休暇の申請は、これを利用

する日の前日までにシステムに必要な事

項を入力することにより行うものとす

る。ただし、これにより難い場合は、子

育て部分休暇承認申請書（様式第12号）

により行うことができる。 

10 子育て部分休暇の申請、第２項申出お

よび第３項変更は、これを利用する日の

前日までにシステムに必要な事項を入力

することにより行うものとする。ただ

し、これにより難い場合は、子育て部分

休暇簿（別記様式第12号）により行うこ

とができる。 

６ 委員会は、子育て部分休暇の申請につ 11 委員会は、子育て部分休暇の申請につ
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いて、条例第18条の３第１項に定める場

合に該当すると認めるときは、これを承

認しなければならない。ただし、当該申

請に係る期間のうち公務の運営に支障が

ある日または時間については、この限り

でない。 

［新設］ 

いて、条例第18条の３第１項に定める場

合に該当すると認めるときは、これを承

認しなければならない。ただし、当該申

請に係る期間のうち公務の運営に支障が

ある日または時間については、この限り

でない。 

12 前項本文の規定にかかわらず、委員会

は、つぎの各号のいずれかに該当する場

合については、子育て部分休暇を承認す

ることができない。 

 ⑴ 第２号部分休業に係る申出（申出内

容の変更による場合を含む。）をして

いる職員について、第１号子育て部分

休暇の申請があった場合 

 ⑵ 第１号部分休業に係る申出（申出内

容の変更による場合を含む。）をして

いる職員について、第２号子育て部分

休暇の申請があった場合 

７ ［略］ 13 ［略］ 

８ 子育て部分休暇の承認取消しの申請

は、システムに必要な事項を入力するこ

とにより行うものとする。ただし、これ

により難い場合は、子育て部分休暇承認

取消申請書（様式第13号）により行うこ

とができる。 

14 子育て部分休暇の承認取消しの申請

は、システムに必要な事項を入力するこ

とにより行うものとする。ただし、これ

により難い場合は、子育て部分休暇承認

取消申請書（別記様式第13号）により行

うことができる。 

９ 委員会は、つぎに掲げる事由に該当す

ると認めるときは、子育て部分休暇の承

認を取り消すものとする。 

15 委員会は、つぎに掲げる事由に該当す

ると認めるときは、子育て部分休暇の承

認を取り消すものとする。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 子育て部分休暇を取得している職員

について当該子育て部分休暇に係る子

以外の子に係る子育て部分休暇を承認

しようとするとき。 

⑵ 職員が第３項変更をしたとき。 

 ⑶ 子育て部分休暇を取得している職員

について当該子育て部分休暇の内容と

異なる内容の子育て部分休暇を承認し

ようとするとき。 

 ［削る］ 
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10 職員は、子育て部分休暇に係る子の養

育状況に変更が生じた場合には、システ

ムに必要な事項を入力することにより任

命権者に届け出なければならない。ただ

し、これにより難い場合は、養育状況変

更届（様式第14号）により行うことがで

きる。 

16 職員は、子育て部分休暇に係る子の養

育状況に変更が生じた場合には、システ

ムに必要な事項を入力することにより任

命権者に届け出なければならない。ただ

し、これにより難い場合は、養育状況変

更届（別記様式第14号）により行うこと

ができる。 

  

 （妊娠、出産等についての申出をした職員

に対する意向確認等） 

［新設］ 第30条の８ 条例第18条の６第１項第１号

の規則で定める制度または措置（以下

「出生時両立支援制度等」という。）

は、つぎに掲げる制度または措置とす

る。 

 ⑴ 育児休業法第10条第１項に規定する

育児短時間勤務 

 ⑵ 育児休業法第19条第１項に規定する

部分休業 

 ⑶ 条例第11条第１項の規定による深夜

勤務の制限 

 ⑷ 条例第11条の２第１項の規定による

超過勤務の制限 

 ⑸ 条例第11条の３第１項の規定による

超過勤務の制限 

 ⑹ 条例第17条第１項に規定する育児時

間 

 ⑺ 条例第17条第１項に規定する出産支

援休暇 

 ⑻ 条例第17条第１項に規定する子の看

護等のための休暇 

 ⑼ 条例第18条の３に規定する子育て部

分休暇 

［新設］ 第30条の９ 条例第18条の６第１項第１号

の規則で定める事項は、つぎに掲げる事

項とする。 

 ⑴ 出生時両立支援制度等 
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 ⑵ 出生時両立支援制度等の請求先、申

告先または申請先 

 ⑶ 地方公務員等共済組合法第70条の５

第１項に規定する育児時短勤務手当金

その他これに相当する給付に関する必

要な事項 

［新設］ 第30条の10 条例第18条の６第１項または

第２項の規定により、職員に対してこれ

らの項の各号に掲げる措置を講じる場合

は、つぎの各号に掲げるいずれかの方法

（第３号に掲げる方法については、当該

職員が希望する場合に限る。）によって

行わなければならない。 

 ⑴ 面談による方法 

 ⑵ 書面を交付する方法 

 ⑶ 電子メール等の送信による方法（当

該職員が当該電子メール等の記録を出

力することにより書面を作成すること

ができるものに限る。） 

［新設］ 第30条の11 条例第18条の６第１項第３号

および第２項第３号の規則で定める事項

は、つぎに掲げる事項とする。 

 ⑴ 始業または終業の時刻 

 ⑵ 勤務の場所 

 ⑶ 業務量の調整 

 ⑷ 前３号に掲げる事項のほか、委員会

が別に定める事項 

［新設］ 第30条の12 条例第18条の６第２項の規則

で定める期間は、３歳に満たない子を養

育する職員の子が、１歳11月に達する日

の翌々日から２歳11月に達する日の翌日

までの１年間とする。 

［新設］ 第30条の13 条例第18条の６第２項第１号

の規則で定める制度または措置（以下

「育児期両立支援制度等」という。）

は、つぎに掲げる制度または措置とす

る。 
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 ⑴ 育児休業法第10条第１項に規定する

育児短時間勤務 

 ⑵ 育児休業法第19条第１項に規定する

部分休業 

 ⑶ 条例第11条第１項の規定による深夜

勤務の制限 

 ⑷ 条例第11条の２第１項の規定による

超過勤務の制限 

 ⑸ 条例第11条の３第１項の規定による

超過勤務の制限 

 ⑹ 条例第17条第１項に規定する子の看

護等のための休暇 

 ⑺ 条例第18条の３に規定する子育て部

分休暇 

［新設］ 第30条の14 条例第18条の６第２項第１号

の規則で定める事項は、つぎに掲げる事

項とする。 

 ⑴ 育児期両立支援制度等 

 ⑵ 育児期両立支援制度等の請求先、申

告先または申請先 

  

付 則 ［略］ 付 則 ［略］ 

 付 則 

 （施行期日） 

 １ この規則は、令和７年10月１日から施

行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

 （施行前の準備） 

 ２ この規則による改正後の練馬区立幼稚

園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例施行規則（以下「改正後の規

則」という。）第30条の３の規定による

子育て部分休暇の申出および当該申出内

容の変更ならびに申請は、この規則の施

行の日前においても行うことができる。 
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 （経過措置） 

 ３ 改正後の規則第30条の３第２項第２号

に掲げる範囲内において、この規則の施

行の日から令和８年３月31日までの間に

おける練馬区立幼稚園教育職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例（平成12

年３月練馬区条例第72号）第18条の３第

１項に規定する子育て部分休暇の申請を

する場合における同号の規定の適用につ

いては、同号中「77時間30分」とあるの

は「38時間45分」とする。 

 ４ この規則の施行の際、この規則による

改正前の練馬区立幼稚園教育職員の勤務

時間、休日、休暇等に関する条例施行規

則様式第13号および様式第14号による用

紙で現に残存するものは、所要の修正を

加えて、なお使用することができる。 

  

様式第12号 別紙のとおり 別記様式第12号 別紙のとおり 

様式第13号 別紙のとおり 別記様式第13号 別紙のとおり 

様式第14号 別紙のとおり 別記様式第14号 別紙のとおり 
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別記様式第 12号（第 30 条の３関係） 

 

子育て部分休暇承認申請書 

 
年  月  日 

（任命権者） 
殿 

（申 請 者） 
所  属 
氏  名 

 
つぎのとおり子育て部分休暇の承認を申請します。 

１ 申請に係る子 

氏    名  

続  柄  等  

生 年 月 日  年   月   日 

２ 申 請 期 間  
およ び時 間 

期      間 時   間 

年  月  日から 
 
年  月  日まで 

□毎日 
 
□その他 

（    ） 

午前  時  分から 
時  分まで 

午後  時  分から 
時  分まで 

年  月  日から 
 
年  月  日まで 

□毎日 
 
□その他 

（    ） 

午前  時  分から 
時  分まで 

午後  時  分から 
時  分まで 

３ 備    考 
 

 

改正前 



別記様式第12号（第30条の３関係）                                           

年  月  日提出 

子 育 て 部 分 休 暇 簿 

申出対象期間     年度      
       

所  属 職  種 氏  名 職員番号    

       

       

１ 申請に係る子 

氏  名 続 柄 等 生年月日    

    年  月  日    

       

２ 申  出 

申出月日 
申出の内容 

（①または②を記入） 
※申出の内容 

（変更後の内容も共通) 

① 第１号子育て部分休暇 

② 第２号子育て部分休暇 

 

 

   月  日  

       

３ 変更（第１回目） 

変更月日 
変更後の内容 

（①または②を記入） 
変更が必要な事情 

特別の事情の有無 

（有または無を記入） 

承 認 

権者印 
係長印 

  月  日      

       

３ 変更（第２回目） 

変更月日 
変更後の内容 

（①または②を記入） 
変更が必要な事情 

特別の事情の有無  

（有または無を記入) 

承 認 

権者印 
係長印 

  月  日      

       

４ 備  考  

       

（注）第１号子育て部分休暇の申請は別紙１、第２号子育て部分休暇の申請は別紙２を用いること。 
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改正後 



第１号子育て部分休暇の申請の場合                                             別紙１ 

年度 

 

 

整理

番号 

 
子育て部分休暇の申請をする期間 

 
 

申 請 

月 日 

申請者

印 

承  認 
出勤簿

整 理 
備  考 

月  日 
毎日／

曜日等 
時  間 

承 認 

権者印 
係長印 

１ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

２ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

３ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

４ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

５ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

６ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

７ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

８ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

９ 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      

10 月 日 から 月 日 まで  時 分 から 時 分 まで 月 日      
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第２号子育て部分休暇の申請の場合                                             別紙２ 

年度                          第２号子育て部分休暇の時間数        時間       分 

 

 

整理

番号 

 
子育て部分休暇の申請をする期間 

 
 

申 請 

時間数 

 
 

 

残時間数 

 
 

申 請 

月 日 

申請者

印 

承  認 
出勤簿

整 理 
備  考 

月  日 時  間 
承 認 

権者印 
係長印 

１ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

２ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

３ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

４ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

５ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

６ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

７ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

８ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

９ 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      

10 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日      
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別記様式第 13号（第 30 条の３関係） 

 

子育て部分休暇承認取消申請書 
 

年  月  日 
（任命権者） 

殿 
（申 請 者） 

所  属 
氏  名 

 
つぎのとおり子育て部分休暇の承認の取消しを申請します。 

日

付 
休暇の取消し時間 

時間数 申請者 
印 

承認権者 
印 

担当者 
印 備考 

午  前 午  後 

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

月        間        計 時間 
分  

 

改正前 
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別記様式第13号（第30条の３関係） 

 

子育て部分休暇承認取消申請書 
 

年  月  日 
（任命権者） 

殿 
（申 請 者） 

所  属 
氏  名 

 
つぎのとおり子育て部分休暇の承認の取消しを申請します。 

日

付 
休暇の取消し時間 

時間数 申請者 
印 

承認権者 
印 

担当者 
印 備考 

午  前 午  後 

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

 時  分から 
時  分まで 

時  分から 
時  分まで 

時間 
分     

月        間        計 時間 
分  

 

改正後 
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別記様式第 14号（第 30 条の３関係） 

 

養育状況変更届 

 
 

（任命権者）                                 年  月  日 

殿 
（申 請 者）   

所 属 
氏 名 

 

つぎのとおり 子育て部分休暇 に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出ます。 
 

１ 届出の事由 
□ 子育て部分休暇に係る子を養育しなくなった。 

□ 同居しなくなった。   □ 負傷・疾病   □ その他（          ） 
□ 子育て部分休暇に係る子が死亡した。 
□ 子育て部分休暇に係る子と離縁した。 
□ 子育て部分休暇に係る子との養子縁組が取り消された。 
□ 子育て部分休暇に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 
□ 子育て部分休暇に係る子についての民法第817条の２第１項の規定による請求に係る家

事審判事件が終了した。 
□ 子育て部分休暇に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第27条第１項第３

号の規定による措置が解除された。 
□ 子育て部分休暇に係る子が練馬区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則

第30条の３第１項の規定に該当しなくなった。 
□ その他（                           ） 
 

２ 届出事由が発生した日 
年  月  日 

 
３ 子育て部分休暇の期間 
〔当初の承認期間〕    年  月  日から    年  月  日まで（  か月  日） 
〔変更後の期間〕     年  月  日から    年  月  日まで（  か月  日） 

 
 
（注）該当する□にはレ印を記入すること。 

改正前 
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別記様式第14号（第30条の３関係） 

 

養育状況変更届 

 
 

（任命権者）                                 年  月  日 

殿 
（申 請 者）   

所 属 
氏 名 

 

つぎのとおり 子育て部分休暇 に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出ます。 
 

１ 届出の事由 
□ 子育て部分休暇に係る子を養育しなくなった。 

□ 同居しなくなった。   □ 負傷・疾病   □ その他（          ） 
□ 子育て部分休暇に係る子が死亡した。 
□ 子育て部分休暇に係る子と離縁した。 
□ 子育て部分休暇に係る子との養子縁組が取り消された。 
□ 子育て部分休暇に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 
□ 子育て部分休暇に係る子についての民法第817条の２第１項の規定による請求に係る家

事審判事件が終了した。 
□ 子育て部分休暇に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第27条第１項第３

号の規定による措置が解除された。 
□ 子育て部分休暇に係る子が練馬区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則

第30条の３第１項の規定に該当しなくなった。 
□ その他（                           ） 
 

２ 届出事由が発生した日 
年  月  日 

 
３ 子育て部分休暇の期間 
〔当初の承認期間〕    年  月  日から    年  月  日まで（  か月  日） 
〔変更後の期間〕     年  月  日から    年  月  日まで（  か月  日） 

 
 
（注）該当する□にはレ印を記入すること。 

改正後 



 1 

議案第３０号 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和７年９月２日 

 

    提出者 教育長  三 浦 康 彰 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

 

 

 このことについて、別紙のとおり改正するものとする。 



 2  

 



 

3 

 

   練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則（平成12年３月練馬区教育委 

員会規則第８号）の一部をつぎのように改正する。 

 第５条第１項中「および第11号」を「から第13号まで」に改め、同項中第13号

を第15号とし、第12号を第14号とし、第11号のつぎにつぎの２号を加える。 

 ⑿ 育児休業法第19条第１項に規定する部分休業（以下「育児部分休業」とい

う。）をしている職員として在職した期間 

 ⒀ 勤務時間条例第18条の３第１項に規定する子育て部分休暇（以下「子育て

部分休暇」という。）により勤務しない期間 

 第５条第５項中「育児休業法第19条第１項に規定する部分休業」を「育児部分

休業」に改め、「勤務時間条例第18条の３に規定する」を削る。 

   付 則 

 この規則は、令和７年10月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

4 

 

 

 



 

5 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 

教育振興部教育指導課 

 

練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

１ 改正の理由および内容 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）の一部改

正により、欠勤等日数の規程に子育て部分休暇および育児部分休業に関する

項目を追加する等所要の改正を行う。 

 

２ 施行期日 
  令和７年10月１日 

 

３ 新旧対照表 

  別紙のとおり 
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練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則新旧対照表 

現 行 改正案 

（欠勤等日数） （欠勤等日数） 

第５条 前条の欠勤等日数は、在職期間中

のつぎに掲げる期間（第５項の規定の適

用を受けるものを除く。以下「欠勤等の

期間」という。）ごとに当該欠勤等の期間

から練馬区立幼稚園教育職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例（平成12年

３月練馬区条例第72号。以下「勤務時間

条例」という。）第５条および第６条の規

定による週休日、勤務時間条例第12条お

よび第13条の規定による休日ならびに勤

務時間条例第14条第１項の規定により指

定された代休日（以下「週休日等」とい

う。）を除いた日における勤務時間条例

の規定による１日の正規の勤務時間（以

下「１日の正規の勤務時間」という。）に

ついて勤務しない時間を合計した時間を

７時間45分をもって１日（第１号から第

３号までおよび第６号から第９号までに

掲げる期間にあっては２分の１日とし、

第10号および第11号に掲げる期間にあっ

ては３分の１日とする。）として換算し

た日数（１日（第１号から第３号までお

よび第６号から第９号までに掲げる期間

にあっては２分の１日とし、第10号およ

び第11号に掲げる期間にあっては３分の

１日とする。）未満の端数の時間がある

ときはこれを切り捨てた日数とする。）

を合計した日数とする。 

第５条 前条の欠勤等日数は、在職期間中

のつぎに掲げる期間（第５項の規定の適

用を受けるものを除く。以下「欠勤等の

期間」という。）ごとに当該欠勤等の期間

から練馬区立幼稚園教育職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例（平成12年

３月練馬区条例第72号。以下「勤務時間

条例」という。）第５条および第６条の規

定による週休日、勤務時間条例第12条お

よび第13条の規定による休日ならびに勤

務時間条例第14条第１項の規定により指

定された代休日（以下「週休日等」とい

う。）を除いた日における勤務時間条例

の規定による１日の正規の勤務時間（以

下「１日の正規の勤務時間」という。）に

ついて勤務しない時間を合計した時間を

７時間45分をもって１日（第１号から第

３号までおよび第６号から第９号までに

掲げる期間にあっては２分の１日とし、

第10号から第13号までに掲げる期間にあ

っては３分の１日とする。）として換算

した日数（１日（第１号から第３号まで

および第６号から第９号までに掲げる期

間にあっては２分の１日とし、第10号か

ら第13号までに掲げる期間にあっては３

分の１日とする。）未満の端数の時間が

あるときはこれを切り捨てた日数とす

る。）を合計した日数とする。 

 ⑴～⑾ ［略］  ⑴～⑾ ［略］ 

 ［新設］  ⑿ 育児休業法第19条第１項に規定する

部分休業（以下「育児部分休業」とい

う。）をしている職員として在職した

期間 

  ⒀ 勤務時間条例第18条の３第１項に規

定する子育て部分休暇（以下「子育て



8 

 

部分休暇」という。）により勤務しない

期間 

 ⑿・⒀ ［略］  ⒁・⒂ ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の

欠勤等日数の算定に当たっては、１日の

正規の勤務時間の一部について、私事欠

勤等の取扱いを受けた時間、修学部分休

業により勤務しない時間、高齢者部分休

業により勤務しない時間、育児休業法第

19条第１項に規定する部分休業により勤

務しない時間または勤務時間条例第18条

の３に規定する子育て部分休暇により勤

務しない時間（以下「部分休業等により

勤務しない時間」という。）があるとき

は、教育委員会が別に定めるところによ

り、日または時間に換算し、第１項の換

算した日数、合計した日数または勤務し

ない時間に加算する。 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の

欠勤等日数の算定に当たっては、１日の

正規の勤務時間の一部について、私事欠

勤等の取扱いを受けた時間、修学部分休

業により勤務しない時間、高齢者部分休

業により勤務しない時間、育児部分休業

により勤務しない時間または子育て部分

休暇により勤務しない時間（以下「部分

休業等により勤務しない時間」という。）

があるときは、教育委員会が別に定める

ところにより、日または時間に換算し、

第１項の換算した日数、合計した日数ま

たは勤務しない時間に加算する。 

 

  

付 則 ［略］ 付 則 ［略］ 

 付 則 

  この規則は、令和７年10月１日から施行

する。 

 



 

1 

 

議案第３１号 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和７年９月２日 

 

    提出者 教育長  三 浦 康 彰 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

 

 

 このことについて、別紙のとおり改正するものとする。 



 

2 

 

 



3 

 

   練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成12年３月練馬区教育委 

員会規則第９号）の一部をつぎのように改正する。 

 第５条第１項中「および第11号」を「から第13号まで」に、「第15号」を「第

17号」に改め、同項中第18号を第20号とし、第12号から第17号までを２号ずつ繰

り下げ、第11号のつぎにつぎの２号を加える。 

 ⑿ 育児休業法第19条第１項に規定する部分休業（以下「育児部分休業」とい

う。）をしている職員として在職した期間 

 ⒀ 勤務時間条例第18条の３第１項に規定する子育て部分休暇（以下「子育て

部分休暇」という。）により勤務しない期間 

 第５条第５項中「勤務時間条例第18条の２」を「勤務時間条例第18条の２第１

項」に、「勤務時間条例第18条の３に規定する子育て部分休暇（以下「子育て部

分休暇」という。）」を「子育て部分休暇」に、「育児休業法第19条第１項に規

定する部分休業（以下「部分休業」という。）」を「育児部分休業」に改め、同

条第６項中「介護休暇」のつぎに「、育児部分休業または子育て部分休暇」を、

「ついては、」のつぎに「それぞれ」を、「育児短時間勤務職員等として在職し

た期間」のつぎに「において介護休暇により勤務しない期間」を加え、「あって

は、」を「あっては」に改め、「定年前再任用短時間勤務職員として在職した期

間」のつぎに「において介護休暇、育児部分休業または子育て部分休暇により勤

務しない期間」を加え、「合計した時間を勤務時間条例」を「それぞれ合計した

時間を勤務時間条例」に改め、同条第７項中「、介護時間、子育て部分休暇また

は部分休業」を「、介護時間」に改め、「それぞれ」、「において介護時間によ

り勤務しない時間」および「において介護時間、子育て部分休暇または部分休業

により勤務しない時間」を削る。 

   付 則 

 この規則は、令和７年10月１日から施行する。 
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令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 

教育振興部教育指導課 

 

練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

１ 改正の理由および内容 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）の一部改

正により、欠勤等日数の規程に子育て部分休暇および育児部分休業に関する

項目を追加する等所要の改正を行う。 

 

２ 施行期日 
  令和７年10月１日 

 

３ 新旧対照表 

  別紙のとおり 
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練馬区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

現 行 改正案 

（欠勤等日数） （欠勤等日数） 

第５条 前条第１項および第３項の欠勤等

日数は、勤務期間中のつぎに掲げる期間

（第５項の規定の適用を受けるものを除

く。以下「欠勤等の期間」という。）ごと

に、当該欠勤等の期間から週休日等を除

いた日における勤務時間条例の規定によ

る１日の正規の勤務時間（以下「１日の

正規の勤務時間」という。）について勤務

しない時間を合計した時間を７時間45分

をもって１日（第10号および第11号に掲

げる期間にあっては３分の２日とし、第

15号に掲げる期間にあっては２日とす

る。）として換算した日数（１日（第10号

および第11号に掲げる期間にあっては３

分の２日）未満の端数の時間があるとき

はこれを切り捨てた日数）を合計した日

数とする。 

第５条 前条第１項および第３項の欠勤等

日数は、勤務期間中のつぎに掲げる期間

（第５項の規定の適用を受けるものを除

く。以下「欠勤等の期間」という。）ごと

に、当該欠勤等の期間から週休日等を除

いた日における勤務時間条例の規定によ

る１日の正規の勤務時間（以下「１日の

正規の勤務時間」という。）について勤務

しない時間を合計した時間を７時間45分

をもって１日（第10号から第13号までに

掲げる期間にあっては３分の２日とし、

第17号に掲げる期間にあっては２日とす

る。）として換算した日数（１日（第10号

から第13号までに掲げる期間にあっては

３分の２日）未満の端数の時間があると

きはこれを切り捨てた日数）を合計した

日数とする。 

 ⑴～⑾ ［略］  ⑴～⑾ ［略］ 

 ［新設］  ⑿ 育児休業法第19条第１項に規定する

部分休業（以下「育児部分休業」とい

う。）をしている職員として在職した

期間 

 ［新設］  ⒀ 勤務時間条例第18条の３第１項に規

定する子育て部分休暇（以下「子育て

部分休暇」という。）により勤務しない

期間 

 ⑿～⒅ ［略］  ⒁～⒇ ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の

欠勤等日数の算定に当たっては、１日の

正規の勤務時間の一部について、修学部

分休業により勤務しない時間、高齢者部

分休業により勤務しない時間、職免条例

第２条の規定により職務に専念する義務

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の

欠勤等日数の算定に当たっては、１日の

正規の勤務時間の一部について、修学部

分休業により勤務しない時間、高齢者部

分休業により勤務しない時間、職免条例

第２条の規定により職務に専念する義務
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を免除されたことにより勤務しない時間

（減免基準第２条に規定する承認を受け

ていない期間（団体派遣期間または講演

等を行った期間を除く。）に係るものに

限る。）、病気休暇、介護休暇、勤務時間

条例第18条の２に規定する介護時間（以

下「介護時間」という。）もしくは勤務

時間条例第18条の３に規定する子育て部

分休暇（以下「子育て部分休暇」という。）

により勤務しない時間、私事欠勤等の取

扱いを受けた時間または育児休業法第19

条第１項に規定する部分休業（以下「部

分休業」という。）により勤務しない時

間（以下「部分休業等により勤務しない

時間」という。）があるときは、委員会

が別に定めるところにより、日または時

間に換算し、第１項の換算した日数、合

計した日数または勤務しない時間に加算

する。 

を免除されたことにより勤務しない時間

（減免基準第２条に規定する承認を受け

ていない期間（団体派遣期間または講演

等を行った期間を除く。）に係るものに

限る。）、病気休暇、介護休暇、勤務時間

条例第18条の２第１項に規定する介護時

間（以下「介護時間」という。）もしくは

子育て部分休暇により勤務しない時間、

私事欠勤等の取扱いを受けた時間または

育児部分休業により勤務しない時間（以

下「部分休業等により勤務しない時間」

という。）があるときは、委員会が別に

定めるところにより、日または時間に換

算し、第１項の換算した日数、合計した

日数または勤務しない時間に加算する。 

６ 第１項および前２項の規定は、介護休

暇により勤務しない期間については、日

を単位として承認された場合における勤

務しない期間から週休日等を除いた日と

時間を単位として承認された場合におけ

る勤務しない時間を７時間45分をもって

１日として換算した日および１日未満の

端数の時間（育児短時間勤務職員等とし

て在職した期間にあっては、日を単位と

して承認された場合における勤務しない

期間から週休日等を除いた日における勤

務しない時間と時間を単位として承認さ

れた場合における勤務しない時間を合計

した時間を育児短時間勤務職員等に係る

算出率で除して得た時間を７時間45分を

もって１日として換算した日および１日

未満の端数の時間とし、定年前再任用短

時間勤務職員として在職した期間にあっ

ては、日を単位として承認された場合に

６ 第１項および前２項の規定は、介護休

暇、育児部分休業または子育て部分休暇

により勤務しない期間については、それ

ぞれ日を単位として承認された場合にお

ける勤務しない期間から週休日等を除い

た日と時間を単位として承認された場合

における勤務しない時間を７時間45分を

もって１日として換算した日および１日

未満の端数の時間（育児短時間勤務職員

等として在職した期間において介護休暇

により勤務しない期間にあっては日を単

位として承認された場合における勤務し

ない期間から週休日等を除いた日におけ

る勤務しない時間と時間を単位として承

認された場合における勤務しない時間を

合計した時間を育児短時間勤務職員等に

係る算出率で除して得た時間を７時間45

分をもって１日として換算した日および

１日未満の端数の時間とし、定年前再任
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おける勤務しない期間から週休日等を除

いた日における勤務しない時間と時間を

単位として承認された場合における勤務

しない時間を合計した時間を勤務時間条

例第３条第３項の規定により定められた

その者の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数（以下「定年

前再任用短時間勤務職員に係る算出率」

という。）で除して得た時間を７時間45

分をもって１日として換算した日および

１日未満の端数の時間とする。）を合計

した日および時間が30日を超えない場合

は、適用しない。 

用短時間勤務職員として在職した期間に

おいて介護休暇、育児部分休業または子

育て部分休暇により勤務しない期間にあ

っては日を単位として承認された場合に

おける勤務しない期間から週休日等を除

いた日における勤務しない時間と時間を

単位として承認された場合における勤務

しない時間をそれぞれ合計した時間を勤

務時間条例第３条第３項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第１項

に規定する勤務時間で除して得た数（以

下「定年前再任用短時間勤務職員に係る

算出率」という。）で除して得た時間を

７時間45分をもって１日として換算した

日および１日未満の端数の時間とする。）

を合計した日および時間が30日を超えな

い場合は、適用しない。 

７ 第５項の規定は、介護時間、子育て部

分休暇または部分休業により勤務しない

時間については、それぞれ７時間45分を

もって１日として換算した日および１日

未満の端数の時間（育児短時間勤務職員

等として在職した期間において介護時間

により勤務しない時間にあっては当該勤

務しない時間を合計した時間を育児短時

間勤務職員等に係る算出率で除して得た

時間を７時間45分をもって１日として換

算した日および１日未満の端数の時間と

し、定年前再任用短時間勤務職員として

在職した期間において介護時間、子育て

部分休暇または部分休業により勤務しな

い時間にあっては当該勤務しない時間を

それぞれ合計した時間を定年前再任用短

時間勤務職員に係る算出率で除して得た

時間を７時間45分をもって１日として換

算した日および１日未満の端数の時間と

する。）を合計した日および時間が30日

を超えない場合は、適用しない。 

７ 第５項の規定は、介護時間により勤務

しない時間については、７時間45分をも

って１日として換算した日および１日未

満の端数の時間（育児短時間勤務職員等

として在職した期間にあっては当該勤務

しない時間を合計した時間を育児短時間

勤務職員等に係る算出率で除して得た時

間を７時間45分をもって１日として換算

した日および１日未満の端数の時間と

し、定年前再任用短時間勤務職員として

在職した期間にあっては当該勤務しない

時間を合計した時間を定年前再任用短時

間勤務職員に係る算出率で除して得た時

間を７時間45分をもって１日として換算

した日および１日未満の端数の時間とす

る。）を合計した日および時間が30日を

超えない場合は、適用しない。 
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付 則 ［略］ 付 則 ［略］ 

  

 付 則 

 この規則は、令和７年10月１日から施行

する。 
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令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 

教育振興部教育施策課 

教 育 振 興 部 学 務 課 

教育振興部学校施設課 

 

 

区立学校適正配置第二次実施計画（素案）に寄せられた意見と区の考え方

について 

 

 

１ 区民意見反映制度による意見の受付状況 

 (1) 意見募集期間 

   令和６年12月11日（水）～令和７年１月21日（火）まで 

 

 (2) 周知方法 

  ア ねりま区報（12月11日号）への掲載 

  イ 区ホームページへの掲載 

  ウ 区民情報ひろば、区民事務所（練馬を除く）、図書館（南大泉図書館

分室を除く）、教育施策課での閲覧 

  エ 区立小中学校の児童・生徒用タブレットパソコンの「ブックマーク」

から閲覧 

  オ 児童館での閲覧 

 

 (3) 意見件数（区民意見反映制度、１回目の説明会） 

   366件（154名）うち子どもからの意見は21件（16名） 

 

２ 区民意見反映制度による意見募集後に寄せられた意見 

  意見件数（豊渓中学校での再度の説明会、保護者に対する個別面談、オー

プンハウス） 

  357件（85名）うち子どもからの意見は３件（１名） 
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３ 寄せられた意見の内訳 （ ）内の数値は子どもからの意見数 

 項目 件数 

はじめに 2（0） 

第１章 適正配置の基本的な考え方 78（3） 

第２章 第二次適正配置基本方針に基づく適正配置検討候補校の

抽出 
21（7） 

第３章 第二次実施計画における適正配置対象校の選定  

 光が丘第八小・田柄小の統合・再編 39（0） 

 豊渓中・光が丘第一中の統合・再編 331（8） 

 春日小・練馬小・高松小の学区域変更 2（0） 

 その他 11（0） 

第４章 「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の今後の対応方

針」に基づく進捗状況 
8（4） 

第５章 第二次実施計画を進めるにあたっての具体的な取り組み 152（1） 

資料編 2（0） 

その他 77（1） 

合計 723（24） 

 

４ 寄せられた意見に対する対応状況 （ ）内の数値は子どもからの意見数 

 対応区分 件数 

◎ 意見の趣旨を踏まえ計画に反映するもの 48（4） 

○ 素案に趣旨を掲載しているもの 127（9） 

□ 素案に記載はないが、他の施策・事業等ですでに実施しているもの 130（2） 

△ 事業実施等の際に検討するもの 145（5） 

※ 趣旨を反映できないもの 124（4） 

－ その他、上記以外のもの 149（0） 

合計 723（24） 
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５ 区民意見反映制度で寄せられた意見（要旨）と区の考え方 

NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

はじめに 

１ 

少子化で生徒数が年々減少傾向であ

る中、学校を存続するのが厳しいこと

は理解できる。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

○ 

２ 

少子化という理由だけで計画を進め

ないでほしい。 

集団活動や行事が活発に行われ、

児童・生徒が様々な人との関わりの

中で学び、成長していくために、学

校には一定の児童・生徒数と学級数

が必要です。学校教育の充実を図

り、児童・生徒に良好な教育環境を

確保するため、本計画の検討を進め

ています。 

○ 

第１章 適正配置の基本的な考え方 

３ 

国の基準があるにも関わらず、新た

に練馬区独自の学級数の基準を設ける

のはなぜか。 

 国では、学校教育法施行規則で、

学級数の標準規模を定めています。 

 区では、国の標準規模を踏まえ

て、適正配置の基準を定めました。

練馬区に限らず、各自治体におい

て、基準を定めています。 

□ 

４ 

少人数の学校で過ごしてきたが、と

ても楽しく縦割りの活動もたくさんあ

った。多様な人と触れ合う機会は学校

以外でも作れる。義務教育の間は安心・

安全、健全で質の高い教育を一番に、

生徒が生き生きと過ごせる環境の提供

をしてほしい。 

 

小規模であっても学校の創意工

夫や、保護者や地域の皆様のご協力

により、適正な学校運営を行ってい

ます。しかし、過小規模化が進行す

ると、交友関係が固定化しやすく、

多様なものの見方・考え方にふれる

機会が少なくなるなど、デメリット

の影響が大きくなり、学校の努力だ

けではカバーできずに学校運営に

大きな課題が生じることが危惧さ

れます。様々なご意見がある中で、

より良い学びの実現に向けて、学校

教育の充実を図り、児童・生徒に良

好な教育環境を提供するため、適正

規模の小・中学校を地域に適正に配

置します。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

５ 

生徒数が少ない方が先生方の目が行

き届く。現状は充分学校として運営で

きる範囲だと思う。豊渓中学校を少人

数教育の研究指定校にして、教員を重

点配分することもできるのではない

か。 

一般に、小規模校には、「一人ひと

りの学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。しかし、過小規模

化が進行すると、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え

方にふれる機会が少なくなるなど、

デメリットの影響が大きくなり、学

校の努力だけではカバーできずに

学校運営に大きな課題が生じるこ

とが危惧されます。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。 

※ 

６ 

小規模校だからこそ可能な教育を光

が丘第八小学校と豊渓中学校で試して

みたら良いので統合に反対する。 

※ 

７ 

子どもが少ない時代だからこそ、小

規模の学校も、きめ細かな個性を引き

出す教育を施してほしい。 

□ 

８ 

「適正」の科学的根拠はあるのか。

過小規模校や過大規模校の主な課題

は、どこで実証されたものなのか。人

事異動や施設面の課題は、教育委員会

の問題ではないのか。また、「多様な見

方にふれにくい」、「集団生活のよさが

生かされにくい」などがあげられてい

るが、これは学級数ではなく、学級編

制や担任の指導力の問題ではないの

か。 

文部科学省による「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関

する手引」でも、学級数が少ないこ

とによる課題等が列挙されていま

す。過小規模化が進行すると、デメ

リットの影響が大きくなり、学校の

努力だけではカバーできずに学校

運営に大きな課題が生じることが

危惧されます。学校教育の充実を図

り、児童・生徒に良好な教育環境を

確保するため、本計画の検討を進め

ています。 

□ 

９ 

小規模校のデメリットとして、部活

が少ないことは気になっている。部活

は合同でできるといった話もあった。

具体的にはどのようにしているのか。

また、神戸市のように地域移行するよ

うなことはあるのか。 

 少子化の進行に伴い、一部の部活

動を休止、廃止する学校が増加して

います。所属する生徒の数が少ない

部活動については、近隣の学校と合

同で実施している例があります。現

在、地域のスポーツクラブとの連携

など、部活動の地域移行について検

討を進めています。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

10 

学校教育法施行規則の「標準学級数」

は、子どもの「教育的効果」とは関係

がない。規則に基づき「12～18学級」

を「標準規模」として、そこに教育的

な理由をつけているのは、区の解釈が

間違っているのではないか。また、「小

中一貫校」の適正規模を「18～27学級」

と設定したうえで、「17学級」になると

いうことを根拠に旭町小学校と豊渓中

学校を「小中一貫校」の検討から外し

ているが、同様の理由で「教育的効果」

と関係はない。それだけの学級数がな

ければいけないという数字ではない。 

 国では、学級数の標準規模を小・

中学校ともに「12～18学級」とした

うえで、学級数が少ない学校におい

て、児童・生徒数や教職員数が少な

くなることによる影響も含め、学校

運営上の課題が生じる可能性を挙

げています。区は、こうした課題等

を踏まえ、小・中学校で「12～18学

級」を適正規模としています。 

また、20年後の学級数について、

旭町小は12学級、豊渓中は５学級と

推計しています。両校合計で17学級

であり、基本方針においてお示しし

ている小中一貫教育校の適正規模

には満たないことに加え、中学校で

は単学級が起こり得る状況につい

て小中一貫教育校化では解消でき

ないため、小中一貫教育校化は難し

いと判断しました。 

○ 

11 

過小規模によるメリットもたくさん

ある。デメリットで「児童・生徒から

多様な発言が引き出しにくい」とある

が、過小規模だからこそ、先生に発言

しやすいと子どもからも聞いている。 

一般に、小規模校には、「一人一

人の学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。しかし、過小規模

化が進行すると、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え

方にふれる機会が少なくなるなど、

デメリットの影響が大きくなり、学

校の努力だけではカバーできずに

学校運営に大きな課題が生じるこ

とが危惧されます。学校教育の充実

を図り、児童・生徒に良好な教育環

境を確保するため、本計画の検討を

進めています。 

－ 

12 
小規模校、少人数学級のメリットが

検討されていない。 

○ 

13 

東京以外では人数の少ない学校はた

くさんある。少人数クラスのある学校

を目玉にしてほしい。 

※ 

14 

豊渓中学校は、学校選択制で他の中

学校に行っても、合わずに戻ってきた

生徒がたくさんいる。少人数ならでは

のメリットはたくさんある。残してほ

しい。 

※ 

15 
小規模校のメリットについて検討し

たのか。 

○ 

16 

過小規模校はデメリットが多いと判 

断するならば、教職員がメリットの多

い教育活動を進めていけるような条件

整備をすることが優先である。 

学校の規模に関わらず、教員一人

ひとりの心身の健康保持、誇りとや

りがいをもって職務に従事できる

環境を整備するため、引き続き働き

方改革を推進していきます。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

17 

小規模校のメリットを活かすために 

は、各学年で２学級を確保できる程度

に増えれば十分である。 

国では、学校教育法施行規則で、

学級数の標準規模を定めています。 

法令の規定については尊重する

必要があると考えています。 

※ 

18 

うちの子は子どもが少ないほうが落

ち着くと言っている。子どもが求めて

いる教育環境のアンケートがあればそ

の情報がほしい。 

 一般に、小規模校には、「一人ひと

りの学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。しかし、過小規模

化が進行すると、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え

方にふれる機会が少なくなるなど、

デメリットの影響が大きくなり、学

校の努力だけではカバーできずに

学校運営に大きな課題が生じるこ

とが危惧されます。 

このことについて、文部科学省に

よる「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」でも、

学級数が少ないことによる課題等

が列挙されています。 

児童生徒が求める教育環境のア

ンケートは実施していません。 

－ 

19 小規模校のメリットを知りたい。  一般に、小規模校には、「一人ひと

りの学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。こうした小規模校

のメリットについても計画に記載

します。 

◎ 

20 

小規模校の「デメリット」のみ記載

して、「メリット」と併記をしないのは

問題である。 

◎ 

21 

光が丘第八小学校の説明会で校長が

お話しされた、学年を超えた交流が促

進されたり、一人ひとりの活躍する場

が増えたり、教職員の目が一人ひとり

に届くなど、小規模校のメリットも実

施計画に書いてほしい。 

◎ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

22 

教員ひとりあたりの公務負担は問題

だが、過大規模校になっても同じこと

ではないか。 

小規模校では、教員が校務分掌を

多く抱えることになり、児童・生徒

へのきめ細やかな指導や研究・研修

等を行う時間が制約されます。学校

規模を大きくすることで、教員の数

が増え、校務分掌の割り振りが可能

になり、校内での研修が充実するな

どのメリットがあると考えていま

す。 

○ 

23 

学校に適正な規模が必要であるとい

うことは理解できるが、デメリットの

みを取り上げ、メリットを取り上げな

い議論はバランスを欠いている。今回

の計画は、多様性に関する教育委員会

の基本的な立場に矛盾していると思

う。 

学校は、単に教科等の知識や技能

を習得させるだけではなく、児童・

生徒が集団の中で多様な考えに触

れ、認め合い、協力し合い、切磋琢

磨することを通じて思考力や表現

力、判断力、問題解決能力等を育み、

社会性や規範意識を身に付けさせ

る場でもあります。そうした教育を

行うためには、一定の規模の児童・

生徒数が確保されていることや、経

験年数、専門性、男女比率について

バランスのとれた教職員が配置さ

れていることが望ましいと考えら

れます。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。 

○ 

24 

大きい集団に合わない子もいる。多

様性という観点で小規模校を残す考え

はないのか。 

※ 

25 

教員の負担が大きい、なり手がいな

いなどの問題は、賃金を増やすことや、

少人数学級にすることによって、なり

手が増えるのではないか。区ではその

ような対応は検討しないのか。 

練馬区立学校の教員は、東京都が

任用しています。給与は東京都の条

例で規定されています。 

区独自に給与を増やす考えはあ

りませんが、教員の負担軽減を図る

ために、教員一人の一週間あたりの

担当授業数を引き下げることや教

員の増員等について、国や都に要望

しています。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

26 

文部科学省のいう地理的要因にあた

り、小規模校の存続の可能性を検討す

べきと声があるが、再検討の可能性は

あるのか。 

 文部科学省による「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関

する手引」では、特に山間へき地、

離島といった地理的な要因や、過疎

地など様々な地域事情が挙げられ

ています。 

 また、学校間の距離が比較的近い

大都市や市街化区域においても、通

学路の安全確保が難しい、宅地造成

や再開発による大規模なマンショ

ン建設等により大幅な人口変動が

繰り返されることが見込まれるな

どにより、当分の間、他の学校との

統合を検討することが困難な場合

が挙げられています。 

区内の学校がこれにあたるとは

考えていません。 

※ 

27 

生徒が少ない学校が出るたびに廃校

にしてほしくない。 

 適正規模に満たない学校を全て

統合・再編する考えはありません。

候補となった学校についてさらに

複数の観点で統合・再編等の可否を

検討し、優先順位の高い学校を対象

校としています。 

○ 

28 

少人数指導は推進するのに、小規模

校は良くないという考えは矛盾してい

る。 

「少人数学級」は学校の児童生徒

数に関わらず、一つの学級の人数を

少なくするものです。区では、国の

方針に沿って、35 人学級の導入を進

めています。 

一方、「小規模校」は、学校の児童

生徒数や、学級数が少ない状態のこ

とです。過小規模化が進行すると、

交友関係が固定化しやすく、多様な

ものの見方・考え方にふれる機会が

少なくなるなど、デメリットの影響

が大きくなり、学校の努力だけでは

カバーできずに学校運営に大きな

課題が生じることが危惧されます。

それぞれ異なるものです。 

□ 

29 

政府も少人数学級の方向に踏み出

し、一人ひとりの子どもたちに目が届

き、個々の条件に沿った教育が求めら

れるのであり、区の計画は時代に逆行

する計画である。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

30 

１学級の生徒数を 40人としている

が、諸外国でも１学級40人という多人

数は見られない。従来の過大学級を基

準に考えるのは将来を見ているとは思

えない。過小規模校で学級定員30人を

早めて実施し、モデル校としてほしい。 

 公立の小学校および中学校１学

級における人数は、「公立義務教育

諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」および「東京

都公立小学校、中学校、義務教育学

校及び中等教育学校前期課程の学

級編制基準」により決められてお

り、それに基づき学級編制を行って

います。 

 なお、令和８年度から、中学校で

も段階的に 35 人学級編制となる予

定です。 

※ 

31 

豊渓中学校には不登校経験があり大

規模な学校が合わない生徒など、通学

区域外からも通学している。40人学級

はストレスが大きく、今後も不登校は

増え続けると思う。山梨県の取り組み

のように25人学級を目指してほしい。 

※ 

32 

欧米なみの15～20人にすれば学級数

は増やせる。学校で働く大人をもっと

増やせるよう文部科学省、中央教育審

議会などに要請してほしい。それによ

り、豊渓中学校の統合を止めてほしい。 

※ 

33 

１学級あたりの生徒数や学級数、教

員数などは、例えばフィンランドやス

ウェーデンなどの教育先進国の基準と

比べて同等なのか。 

□ 

34 

学級規模が小さいほど、①学習規律・

授業態度が良い②授業内容が高まる③

学習意欲が高まる傾向と文部科学省の

資料にあった。１クラス20人ぐらいの

少人数学級を作り、練馬区内外に宣伝

したらどうか。 

※ 

35 

学校統合ではなく少数の環境を優先

する教育環境を作るべきだ。少人数教

育に教育効果があることは、世界的に

見ても明らかである。 

□ 

36 

令和６年度の中学３年生が38人で１

クラスだが、２クラスにしてもいい。

少人数クラスの方が、先生も子どもた

ちもやりやすい。 

□ 

37 

豊渓中学校をモデル校として１クラ

スの人数の基準を変えれば、単学級も

無くすことができ、旭町小学校との小

中一貫校化も叶えられるのではない

か。 

※ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

第２章 第二次適正配置基本方針に基づく適正配置検討候補校の抽出 

38 

20年後の人口推計が当たる確率はど

のくらいか。 

 区の人口推計は、人口変動の要素

である出生・死亡・社会移動につい

て、将来の仮定値を設定すること

で、基準時点の人口から一定期間後

の将来人口を推計する「コーホート

要因法」を用いています。この手法

は、その精度の高さから、日本の人

口推計における標準的な方法とし

て広く採用されているものです。確

率的な観点からの回答はできかね

ます。 

学校の改築計画と整合を図りな

がら適正配置を実施していくため

には、人口推計を活用し、先を見据

えた計画が必要と考えています。 

□ 

39 

令和26年度に３万人の児童減を想定

しているが、あくまでシミュレーショ

ンということを考えると、その程度の

数字の増減で学校統合をするのは、不

確かな要素で大きな判断をしすぎだと

思う。 

□ 

40 

区の人口は増加しているのに、20年

後の生徒数が減少するのはおかしい。 

 これまでも、練馬区の総人口は増

加し続けてきましたが、児童生徒数

は大幅に減少しています。 

本計画（素案）は、令和６年度の

児童・生徒数および令和６年３月に

策定した「第３次みどりの風吹くま

ちビジョン」の「将来人口推計」を

基礎数値として使用し、「東京都教

育人口等推計」も考慮のうえ、検討

しています。 

区の将来人口推計の中で、今後 20

年間の小・中学生年代は、現在に比

べて小学生年代 8.8％、中学生年代

10.0％減少する見込みとなってい

ます。 

○ 

41 

方針での通学距離の延長「小学校 

１㎞→1.5㎞、中学校1.5㎞→２㎞」は、

実態調査がされておらず延長した理由

がわからない。統合を前提としたもの

だったのではないか。 

 通学距離は、区内の実態に合わせ

て、小学校 1.5km 程度、中学校２km

程度としています。 

 特定の学校の統合・再編を前提と

したものではありません。 

□ 



11 

NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

42 

規模の大小で進めるべきではなく、

地域の特性や歴史から検討すべき。 

 いずれの学校にも地域の特性や

歴史がありますが、少子化の進行な

ど社会状況の変化等に合わせ、より

良い学びの実現に向けて、学校教育

の充実を図り、児童・生徒に良好な

教育環境を提供していく必要があ

ります。 

※ 

43 

在校生の数だけで学校の整合性を保

とうとしているが、教育的な観点が欠

落している。基準にしている１クラス

の数、学校全体の生徒数など、何年前

のものを基準にしているのか。 

 公立の小学校および中学校１学

級における人数は、「公立義務教育

諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」および「東京

都公立小学校、中学校、義務教育学

校及び中等教育学校前期課程の学

級編制基準」により決められていま

す。その規定に則り、現在、小学校

は 35 人学級、中学校は 40 人学級で

編制しています。 

なお、本計画（素案）の検討に当

たっては、中学校も 35 人学級に引

き下げられることを見込んで、20 年

後の学校規模を算出しました。 

また、対象校の検討に当たって

は、20 年後の学校規模だけでなく、

複数の視点で検討しています。 

○ 

44 

統合の選定方法で、①20年後の過小

規模校②改築に課題のある学校と区独

自の基準のようだが、その選定基準は

正しいのか。 

 改築の判断時期を迎える学校が

今後 20 年間で 76 校あり、先を見通

した判断が必要です。 

対象校の選定に当たっては、現在 

の学校別児童・生徒数に人口増減率

を掛け合わせた 20 年後の将来推計

のほか、東京都の推計、施設の改築

など複数の視点を考慮したもので

あり、十分な検討を行ったものであ

ると考えています。 

光が丘第四中学校について、計画

を公表した平成 28 年度は４学級と

過小規模校であり、基準は異なって

いません。 

○ 

45 

光が丘第四中学校などを統合対象と

したときの統合候補校選定の基準と、

今回の基準が全く異なるのは理解に苦

しむ。「20年後の推計が11学級以下の過

小規模校」は、数年後の児童・生徒数

推計さえ不確定なものであるのに、都

内の自治体で設定可能なのか。「学習指

導要領の教育活動に適した運動場面

積・セットバックに必要な面積」は、

厳しすぎる。このような内容の基準を

設定している自治体は国内で他に見た

ことがない。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

第３章 第二次実施計画における適正配置対象校の選定 

光が丘第八小学校・田柄小学校 

46 

田柄小学校の改築に合わせ、光が丘

第八小学校と統合・再編することに賛

成する。また、光が丘第八小学校校舎

を仮設校舎として利用することも希望

する。仮設校舎として利用することに

は、児童が工事の騒音のない環境で学

習できる、仮設ではない整った教室で

学習できる、広い校庭で体育の授業が

できる、休み時間に遊べる、運動会が

いつもどおり開催できる、仮設校舎の

建設費用がかからない等、多くの利点

がある。通学距離が長くなる児童には

負担をかけることになるが、ぜひ前向

きに検討してほしい。 

 より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

田柄小学校の改築に当たっては、

光が丘第八小学校の校舎を仮設校

舎として利用することも検討しま

す。 

○ 

47 
光が丘第八小学校の統合が必要であ

ることが理解できた。 

○ 

48 

田柄小学校はすでに児童数が多く、

光が丘第八小学校を受け入れると過大

規模になる可能性があり、過小規模の

デメリットから過大規模のデメリット

に課題が移るだけのように思える。 

田柄小学校は現在 18 学級で、20

年後は 17 学級の見込みです。光が

丘第八小学校との統合した場合に

は、22 学級の許容範囲となり、過大

規模とは見込んでいません。 

○ 

49 

光が丘第八小学校は20年も単学級を

存続し、その良さを活かして学校運営

を行ってきたのに、なぜ今になって統

合するのか。 

 平成 19 年度の第一次実施計画の

時点では、光が丘第八小学校は、通

学区域の変更により適正規模を確

保することが難しく、隣接校との統

合も、施設規模の面からも、当時の

段階では難しいと判断しました。 

令和６年度に実施した区の将来

推計により、光が丘第八小学校は今

後も単学級が続く見込みであるこ

と、施設規模の面で、近隣の田柄小

学校との統合・再編が可能であるこ

と、田柄小学校が改築時期を迎えて

いることなどから、本計画（素案）

をお示ししました。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

50 

光が丘第八小学校は11学級で、統合

を考えるほど小規模ではない。 

 光が丘第八小学校は現在７学級

であり、今後も単学級が続く見込み

です。過小規模化が進行すると、交

友関係が固定化しやすく、多様なも

のの見方・考え方にふれる機会が少

なくなるなど、デメリットの影響が

大きくなり、学校の努力だけではカ

バーできずに学校運営に大きな課

題が生じることが危惧されます。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正配置を進める必要があります。 

※ 

51 

令和26年度の児童数がほぼ変わらな

いなら、小学校を減らす必要はない。

田柄小学校と光が丘第八小学校の統合

に反対する。 

※ 

52 

田柄小学校に多くの小学生が通うこ

とで、交通事故が多発するのではない

か。 

豊島園通りには道路の片側にガ

ードパイプ等が設置されており、現

在、そちら側から田柄小学校へ通学

する児童は、ルールに従い、豊島園

通りを通って通学しています。 

一方、ガードパイプ等が設置され

ていない側の児童については、豊島

園通りを通らないルートを通学路

とするなど、交通安全上の工夫をし

ています。 

 学校の統合・再編後の通学路の安

全確保については、各学校での安全

指導を徹底するとともに、通学路の

安全点検を実施し、必要に応じて警

察署や道路管理者等へ働きかけを

行います。 

△ 

53 

田柄小学校への道は車が多いわりに

道路が狭く、危険だと感じている。 

△ 

54 

田柄小学校への通学路の安全性に不

安がある。 

△ 

55 
豊島園通りを歩かせるのには疑問が

ある。 

△ 

56 

田柄小学校への通学について、豊島

園通りは歩道の整備がされておらず、

安心、安全に学校に通えるようにして

もらいたい。 

△ 

57 

令和14年度統合案で、最大の通学距

離が1.6km以上になる児童がいるはず

である。 

田柄小学校の改築中、仮に、光が

丘第八小学校に仮校舎を設置する

場合、一時的に通学距離が延びるこ

とは想定していますが、その場合で

も、現在の田柄小学校の学区域の最

も遠い位置から、光が丘第八小学校

までの直線距離は 1.3km 程度であ

り、基準の範囲内と考えています。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

58 

光が丘第八小学校について、通学区

域が1.5kmとあるが、低学年が毎日通う

のはとても大変だと思う。 

通学距離については、区内の実態

に合わせて、小学校 1.5km 程度を目

安としています。 

なお、光が丘第八小学校と田柄小

学校の統合・再編後の最長距離は、

直線距離で概ね 1.1km程度と推計し

ています。 

学校の統合・再編後の通学路の安

全確保については、各学校での安全

指導を徹底するとともに、通学路の

安全点検を実施し、必要に応じて警

察署や道路管理者等へ働きかけを

行います。 

△ 

59 

遠くなってしまう統合はやめてほし

い。低学年が1.5kmも歩くのは時間の無

駄で、危険も増える。 

△ 

60 

光が丘第八小学校の校舎は新しいの

に、なぜ古いほうに統合させるのか。

光が丘第八小学校を統合して解体する

のがもったいない。 

光が丘第八小学校と田柄小学校

の統合・再編については、どちらか

の校舎を改築しなければ一方の児

童を受け入れることができません。 

田柄小学校は築 59 年で改築の判

断時期であること、田柄小学校の敷

地が光が丘第八小学校よりも広い

こと、統合・再編後の田柄小学校へ

の通学距離が 1.5km以内であること

などから、本計画（素案）をお示し

しました。 

○ 

61 

田柄小学校の校舎での統合ではな

く、光が丘第八小学校の校舎での統合

は検討したのか。 

○ 

62 

子どもの気持ちを一番大切にしてほ

しい。光が丘第八小学校の統合計画は

反対する。 

過小規模化が進行すると、交友関

係が固定化しやすく、多様なものの

見方・考え方にふれる機会が少なく

なるなど、デメリットの影響が大き

くなり、学校の努力だけではカバー

できずに学校運営に大きな課題が

生じることが危惧されます。 

 より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正配置を進める必要があります。 

引き続き、教育環境の充実を第一

に考え、取り組んでいきます。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

63 

学級数の算出方法として、通常学級

と特別支援学級との間でクラス替えは

行われないという観点からは、特別支

援学級を数に含めないという考え方は

妥当だと思う。しかし、校長が面倒を

見る学級数、学校行事に参加する人数、

必要な教室数といった観点では、特別

支援学級も考慮に含める必要があり、

統合後の田柄小学校は許容範囲を超え

ている。過去の光が丘の８小学校の統

合の際にも、光が丘第三小学校と光が

丘第四小学校が統合してできた光が丘

春の風小学校は、特別支援学級の数も

含めると、20学級だった。 

特別支援学級については、１学級

の人数や学年の編制、教員配置等が

通常学級と異なるため、適正規模の

考えに含めていません。 

特別支援学級の設置に当たって

は、指導方法の継続、施設の整備、

教員の配置等について十分な配慮

を行っていきます。 

○ 

64 

光が丘第八小学校の特別支援学級は

通常学級とも交流があり、学区外から

の希望が多い。田柄小学校との統合と

なると、児童数も増え、今まで先生た

ちが繋いでいたやり方、意識が全て変

わってしまうのではないか。 

特別支援学級のある学校では、全

校で通常学級との交流を行ってい

ます。統合・再編後に児童数が増え

たとしても、引き続き交流は行って

いきます。 

特別支援学級の設置に当たって

は、できるだけ児童・生徒への負担

がないように、指導方法の継続、施

設の整備、教員の配置等について十

分な配慮を行います。 

○ 

65 

光が丘第八小学校にある特別支援学

級も、田柄小学校に移設するという理

解で良いか。 

光が丘第八小学校と田柄小学校

の統合・再編に合わせて、田柄小学

校を改築し、特別支援学級を設置し

ます。 

○ 

66 

特別支援学級の保護者が田柄小学校

の通常学級を知る機会も設けてほし

い。 

各学校では、定期的に学校公開日

を設けており、通常学級の様子をご

覧いただくことができます。今後

も、田柄小学校を知る機会を可能な

限り設けていきます。 

□ 

67 
特別支援学級のある学校を統合させ

る施策は、あまりに強行で反対である。 

 特別支援学級の設置に当たって

は、指導方法の継続、施設の整備、

教員の配置等について十分な配慮

を行っていきます。 

○ 

68 

光が丘第八小学校には特別支援学級

があり、環境への適応やルールを覚え

るのに時間がかかる。そういった子ど

もに転校を強いるのはかなりの負担だ

ということを理解してほしい。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

69 

令和14年度に統合する場合の仮設校

舎は光が丘第八小学校で、令和18年度

の場合は田柄小学校ということか。令

和18年度に統合して仮設校舎が田柄小

学校の場合、在校生が過ごす場所が田

柄小学校の仮設校舎と光が丘第八小の

校舎ということか。その場合、どのよ

うに分かれるのか。 

まだ具体的な改築計画は決まっ

ていませんが、田柄小学校の改築中

に、光が丘第八小学校を仮設校舎と

して利用する場合は、光が丘第八小

学校の現校舎と、グラウンドの半分

程度を活用した仮設校舎を設置し

ます。その時点で、両校を統合・再

編し、田柄小学校の児童について

は、一時的に光が丘第八小学校に移

動していただきます。田柄小学校敷

地には児童がいない状態で、新校舎

を建設することができます。 

一方、田柄小学校に仮設校舎を設

置する場合については、田柄小学校

の児童は田柄小学校のグラウンド

に設置した仮設校舎を使用し、光が

丘第八小学校の児童は現校舎でそ

のまま生活することになります。改

築後に、光が丘第八小学校の児童が

田柄小学校へ移動し、その段階で統

合・再編となります。 

○ 

70 

光が丘第八小学校の通学区域を広げ

る案との比較検討は行ったのか。 

光が丘第八小学校の近隣にある

田柄小学校および光が丘秋の陽小

学校については、いずれも適正規模

です。通学区域を光が丘第八小学校

に編入した場合、過小規模になって

しまう可能性があるため、学区域変

更は困難であると判断しました。 

○ 

71 

光が丘第八小学校の通学区域の変更

という案の実現可能性、問題点、メリ

ット、デメリットなどを出してほしい。 

○ 

72 

統合時に学童クラブに通っている児

童は、そのまま田柄小学校の学童クラ

ブに編入できるのか。また、買い替え

が必要になる学童準備品に関しては補

助が出るのか。 

学童クラブは、単年度ごとの申請

のため、該当年度に統合先の学童ク

ラブに申請をしていただくことに

なります。学童クラブでは、すでに

お持ちのものを継続して使用でき

るようにします。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

73 
田柄小学校と統合した場合に、学童

クラブをどうする計画であるのか。 

 田柄小学校の改築に合わせて、光

が丘第八小学校と田柄小学校の両

校の学童クラブの需要動向を考慮

し、必要となるねりっこクラブのス

ペースを確保していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

74 

統合になったとき学童も一つになる

のか。田柄小学校の学童は今でも溢れ

ているのに、これが更に増えることで

子どもの心の影響があると思う。学校

が終わったあと過ごす場所がくつろげ

ないのは良いことではない。 

○ 

75 

田柄小学校と統合した場合に、学童

クラブをどうする計画であるのかを知

りたい。田柄小学校と統合した場合、

単純計算では、1つの学童クラブで約

170人の児童の面倒を見る必要がある

が、建物の広さや職員確保の見込みは

立っているか。 

○ 

76 

田柄小学校の学童は今の規模でも溢

れている。学童は小規模の方が子ども

たちの心身のためにもちょうどいい。 

○ 

77 

光が丘第八小学校の学童は余裕があ

るが、統合すると田柄小学校の学童は

足りなくならないのか。 

○ 

78 

学校は一定規模が必要と「一律」を

強調しているが、学童は全く一律では

なく、住む場所によって異なる。 

学童クラブは利用児童数や施設

規模に応じた定員を定めています。 

田柄小学校の改築に合わせて、光

が丘第八小学校と田柄小学校の両

校の学童クラブの需要動向を考慮

し、必要となるねりっこクラブのス

ペースを確保していきます。 

○ 

79 

光が丘第八小学校の受け入れ先とし

ては光が丘秋の陽小学校と田柄小学校

の２校を考えれば十分だと思うが、通

学区域の変更を検討する際は、旭町小

学校も考慮に入れた方が良い。 

両校の通学区域の間には光が丘

公園を挟んでおり、旭町小学校を含

めた学区域変更は困難です。 

※ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

80 

統合・再編を見込んで、あらかじめ

田柄小学校は光が丘秋の陽小学校への

入学を認める措置を検討するとのこと

だったが、上の子は光が丘第八小学校

に在籍し、下の子は小１から田柄小学

校か光が丘秋の陽小学校へ入学すると

なると、家庭の負担があまりにも大き

い。 

統合・再編までの間、光が丘第八

小学校に入学予定の新１年生につ

いて、田柄小学校への入学を希望す

る場合は、指定校変更を認める対応

をしていきます。具体的な開始時期

については、今後検討していきま

す。 

なお、兄弟姉妹関係での指定校変

更については、基準に照らして判断

していますので、ご希望の場合は、

学務課学事係にご連絡ください。 

□ 

81 

光が丘第八小学校の統合後の進学先

は田柄中学校なのか。統合後の人数を

受け入れる教室数があるのか。 

中学校の学区域変更の予定はあ

りません。現在、光が丘第八小学校

の通学区域に居住する児童は、従来

どおり光が丘第三中学校が指定校

となります。 

なお、光が丘第八小学校の児童が

光が丘第三中学校に進学した場合

も、中学校選択制度等により田柄中

学校を選択した場合も、各々の校舎

内で受け入れることができます。 

－ 

82 

光が丘第八小学校を統合すると中学

進学時に友達と離れてしまう。中学校

の学区域変更の予定や進学の際の学校

選択の制度はあるのか。 

□ 

83 

光が丘第八小学校は、板橋区の赤塚

新町小学校も含めて中学校の空白地域

であり、都立の小中一貫教育校を誘致

してはどうか。 

都立学校の設置については東京

都の判断となります。なお、都立小

学校は都内に１校ありますが、受験

による入学であるため、地域のお子

様が必ずしも通学できるわけでは

ありません。 

※ 

84 

光が丘第八小学校の空いている教室

を中学校として活用する、特別支援学

級の子どもたちがそのまま進学できる

中学校を作る、フリースクールを併設

するなど、これまでにない取り組みも

してほしい。 

小学校の空き教室を、中学校等の

教室として活用していくことは困

難です。統合・再編に当たっては、

児童・生徒の教育環境の充実を第一

に考え、取り組んでいきます。 

※ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

豊渓中学校・光が丘第一中学校 

85 

豊渓中学校の統合に賛成である。小

規模を特色としているが、学区にいる

全員が小規模を好んでいるわけではな

い。部活も少ないため、光が丘第一中

学校に抽選なしで行けるなら子どもの

ためになる。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

○ 

86 

豊渓中学校の統合について、学級数、

学校の規模、諸活動の活性化が必要で

あるという理由は十分理解できた。 

○ 

87 

旭町３丁目の一部の反対意見に流さ

れないでほしい。地域がサポートして

くれているのは豊渓中学校だけ特別と

いうことではない。豊渓中学校は近い

という良さ以外はなく、小規模校に入

れたいとは思わない。卒業生や地域の

気持ちは理解するが、子どもが過ごす

にはある程度の規模の学校を希望す

る。 

○ 

88 

豊渓中学校の統合について、子ども

の数が少なくなっているから学校統合

は仕方ない。反対の意見も多いとは思

うが、子どもたちにとっては良い結果

になる。 

○ 

89 

豊渓中学校の統合には賛成。子ども

たちは意外と適応力が備わっている。

感情論の方もいたが、以前からなぜ、

この小規模校が残っているのかと思っ

ていた。 

○ 

90 

豊渓中学校は人数が少ないことが心

配だったため、統合はありがたいとい

う気持ちがある。 

○ 

91 
子どもの交流や運動ができる環境を

考えているところは大変理解できる。 

○ 

92 

今まで見たこともない議員が反対を

煽っているようだが、これまで地域に

全く関わっていないのに、選挙のため

のパフォーマンスは迷惑だ。 

教育委員会としての回答は、差し

控えさせていただきます。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

93 

光が丘第一中学校を知る機会を、令

和８年から前倒して実施し、子どもが

判断・選択できる環境の提供は可能か。 

各学校では、定期的に学校公開日

を設けていますが、これに加えて、

学校公開の日程を拡大し、授業や部

活動の見学や体験、教員の話を聞く

機会など、生徒や保護者の方が光が

丘第一中学校を知っていただく機

会を充実させます。 

ご意見を踏まえて、このことに

ついて計画に記載します。 

◎ 

94 

光が丘第一中学校の登下校時の通学

時間帯を知りたい（学校の開く時間・

閉まる時間、部活動や委員活動など遅

くなる時間。） 

光が丘第一中学校の登校時間は

８時から８時30分の間、部活動後の

最終下校時間は 18時30分になって

います。 

－ 

95 

豊渓中学校統合について具体的に知

りたいため、反対派の意見会とは分け

て説明会を開催してほしい。 

いただいたご意見を踏まえ、皆様

に情報が届くよう、全体の説明会の

ほか、保護者対象の個別面談、地域

の個別説明等を実施しました。 

□ 

96 

今後、開催する説明会は「地域」と

「入学予定保護者」を分けてほしい。

地域の方の意見もあると思うが、『教育

現場』である事が先ず一番である。統

合が直接関わる保護者としては、統合

する場合の教育現場のことを詳しく聞

きたい。 

□ 

97 

豊渓中学校は、大雨、大雪でもレイ

ンコートやダウンコートが禁止、夏の

通学で 40℃の気温の中でも日傘や帽

子、ネッククーラーなどの使用が不可

となっているのが現状だが、統合後は

どのように考えているのか。 

統合・再編後の校則等について

は、学校を中心に、生徒や保護者の

皆様のご意見を伺いながら検討し

ていきます。 

△ 

98 

光が丘第一中学校は他の学校と合同

で部活動をしているとのことだが、拠

点はどこになるのか。 

休日は公共交通機関を利用し、他

の学校で実施する部活動もありま

すが、平日の遠方での活動は現時点

でありません。各部活動の様子につ

いては、入学説明会等でご案内して

います。 

通学方法や安全な経路について、

皆様の意見を伺いながら、学校とも

協議していきます。 

－ 

99 

光が丘第一中学校の各部活動の情報

を開示してほしい（登下校の防犯含

め）。光が丘第一中学校以上に離れた場

所や中学校で活動となれば、登下校の

防犯に危機感を抱く。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

100 

豊渓中学校を不登校の子が通う学校

として利用できたら良い。 

光が丘第一中学校の隣の学校教

育支援センターに不登校の児童・生

徒が日常的に通える施設を設けて

います。不登校の対応として、現行

の施設を引き続き、活用していきま

す。 

※ 

101 

豊渓中学校が小規模校であるのは今

に始まったことではない。将来的にも

変わらない予測ならば統合というのは

乱暴だ。 

 

平成 19年度に策定した第一次実

施計画では、中学校は学校選択制度

を導入したばかりであり、検討の対

象とはしませんでした。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、本計画（素案）を公表し

ました。 

○ 

102 

豊渓中学校が小規模校であることに

惹かれて越境入学する児童・生徒が一

定数いる。大人数のクラスになじめな

い子の選択肢としても残してほしい。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、本計画（素案）を公表し

ました。  

過小規模化が進行すると、交友関

係が固定化しやすく、多様なものの

見方・考え方にふれる機会が少なく

なるなど、デメリットの影響が大き

くなり、学校の努力だけではカバー

できずに学校運営に大きな課題が

生じることが危惧されます。 

学校教育の充実を図り、児童・生

徒に良好な教育環境を提供するた

め、適正規模の小・中学校を地域に

適正に配置します 

※ 

103 
中学校をなくさないでほしい。 ※ 

104 

きょうだいで通学しているため、旭

町小学校、豊渓中学校が同じ地域にま

とまってくれていると安心感があると

いうことも考えてほしい。 

※ 

105 

減算のみで考えず、長い目で見据え

ていただきたい。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

106 
地域の声や意見をしっかり反映させ

た上で判断してほしい。 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。 

一方、区立学校の適正配置につい

ては、令和５年度に考え方をお示し

した基本方針（素案）を公表し、区

民意見反映制度によりご意見を伺

ったうえで策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年 12 月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に関しては、説明会等

でいただいたご意見を踏まえて、再

度の説明会を開催したほか、保護者

の皆様に対する個別面談やオープ

ンハウスの実施等により、計画（素

案）の内容にご理解をいただけるよ

う努めてきました。 

いただいたご意見について、計画

に取り入れられるものは取り入れ

たうえで、今回、計画（案）を策定

しました。 

 

 

 

□ 

107 

豊渓中学校に関して、地域住民の理

解を得ずに統合を強行することに反対

する。 

□ 

108 

豊渓中学校は旭町小学校が隣接して

いることもあり、近隣住民の通いやす

さという点でも残す価値がある。近隣

住民の意見を反映し、計画を見直すこ

とを希望する。 

※ 

109 
十分な意思統合に努めて欲しい。５

年後の統合に反対。 

□ 

110 
特に豊渓中学校の保護者・子どもの

意見を聞いてほしい。 

□ 

111 
計画について当事者である子どもた

ちの意見も聞くべきである。 

□ 

112 

保護者、地域の方、子どもたちの意

見を聞いて、統合すべきかを決めてほ

しい。 

□ 

113 

素案を出す前に学区内の住人に対し

意見を吸い上げる会を設ける必要があ

ったのではないか。強制的に進められ

そうな印象があり、統合には反対する。 

※ 

114 

計画の決定は保護者、地域の人、学

校に務める教職員の意見を十分に反映

して決定していくべきである。 

□ 

115 
豊渓中学校の統合について、地域の

合意形成の時間を大切にしてほしい。 

□ 

116 
統合については、在校生、地域の方

の意見も確認してほしい。 

□ 

117 

豊渓中学校は地域に愛されている学

校なので統合には反対。地域の声をも

っと聞いてほしい。 

□ 

118 
地域の合意形成と子どもの意見を聞

いたうえで検討をしてほしい。 

□ 

119 
生徒、保護者、卒業生、教師、地域住

民の意見が反映されていない。 

□ 

120 統合ありきの議論に感じる。 □ 

121 
意見募集と言いながら、結論は変え

られないというのは乱暴ではないか。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
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122 

合意形成のない形で豊渓中学校をな

くしてしまうことは区の計画に無理が

ある。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。 

一方、区立学校の適正配置につい

ては、令和５年度に考え方をお示し

した基本方針（素案）を公表し、区

民意見反映制度によりご意見を伺

ったうえで策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年 12 月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に関しては、説明会等

でいただいたご意見を踏まえて、再

度の説明会を開催したほか、保護者

の皆様に対する個別面談やオープ

ンハウスの実施等により、計画（素

案）の内容にご理解をいただけるよ

う努めてきました。 

いただいたご意見について、計画に

取り入れられるものは取り入れた

うえで、今回、計画（案）を策定し

ました。 

□ 

123 

統合で子どもの心が傷つくことがな

いよう、十分な配慮と、地域・近隣住

民との話し合いをして策定してほし

い。 

□ 

124 

学校の保護者・児童・教職員はもち

ろんのこと、地域住民が議論をして計

画を策定すべき。 

□ 

125 

豊渓中学校と光が丘第一中学校の統

合計画は、子どもの意見を十分に聞い

たのか。 

□ 

126 
地元住民との合意形成に努めて進め

るべきだ。 

□ 

127 

計画は子どもの意見表明権を踏みに

じっている。対象となる子どもや生徒

たちが理解するように説明していな

い。 

※ 

128 

適正配置の対象校を決める「素案」

を作成する際に、地域や保護者との合

意形成を全く行っていない。もう一度、

各層の委員による審議を経て合意形成

をやり直すべきである。 

※ 

129 

計画素案のスケジュールには保護

者・地元住民の声が反映されておらず

強引と感じる。計画及びスケジュール

を見直す余地があるのか。 

□ 

130 

生徒や保護者の方々の声、地域の

方々の声、板橋区の意見にも、もう少

し時間をかけて対応してほしい。 

□ 

131 

豊渓中学校と光が丘第一中学校の統

合は、十分な話し合いを進めて決めて

いくべき。保護者も、小学生も混乱し

てしまう。 

□ 

132 

廃校の決定など、少子化や予算の関

係で仕方ない部分も理解するが、もう

少し区民への説明、見え方、感情など

を配慮して進めるやり方があるのでは

ないか。 

□ 
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133 

地域との合意形成がまだなのか。検

討の前段での説明会なのか。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。 

一方、区立学校の適正配置につい

ては、令和５年度に考え方をお示し

した基本方針（素案）を公表し、区

民意見反映制度によりご意見を伺

ったうえで策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年 12 月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に関しては、説明会等

でいただいたご意見を踏まえて、再

度の説明会を開催したほか、保護者

の皆様に対する個別面談やオープ

ンハウスの実施等により、計画（素

案）の内容にご理解をいただけるよ

う努めてきました。 

いただいたご意見について、計画に

取り入れられるものは取り入れた

うえで、今回、計画（案）を策定し

ました。 

□ 

134 

廃校のスケジュールが急すぎる。ス

ケジュールは決定なのか。12月11日に

通知、１月年明けにすぐ説明会の日程

では、住民と対話しようと言う姿勢を

全く感じられない。 

□ 

135 

豊渓中学校・光が丘第一中学校の統

合について、過小規模校であること、

築年数は事前にわかっていることであ

り、再編の可能性があるのであれば、

５年、10年前に計画を立ち上げ、合意

形成がなされた上で計画を進めるべ

き。 

□ 
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136 

保護者、地域住民のために再度説明

会を開催してほしい。合意形成できて

いないのに、説明会から２か月足らず

で、統合を決定できるのか。 

ご意見を踏まえて、今年３月に豊

渓中学校で再度の説明会を開催し

ました。また、当初は今年３月を目

途としていた計画策定時期を後ろ

倒しし、保護者の皆様に対する個別

面談やオープンハウス等を実施し

ました。 

□ 

137 

旭町小学校のこぶしルームを利用し

ている子どもたちへの統合に向けたフ

ォローについて知りたい。 

できるだけ児童・生徒への負担が

ないように、指導方法の継続はもち

ろん、十分な引き継ぎを行うなどの

対応を行います。 

△ 

138 
旭町３丁目は直線距離で２㎞､30分

を超える。 

令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討を行い、通学距離の

範囲内と判断し、本計画（素案）を

公表しました。 

 ご意見を踏まえて、現在よりも通

学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁

目（旭町小学校の通学区域）に居住

する生徒に対して、交通ルールの徹

底やヘルメットの着用等のルール

の定めたうえで、希望者には自転車

通学ができるようにします。 

 また、統合・再編により通学距離

が遠くなる生徒については、交通費

を公費で負担することは困難です

が、希望により、煩雑な手続き等を

行わなくてもバス通学ができるよ

う、柔軟に対応します。 

これらの内容について計画に記

載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

139 
豊渓中学校の統合後の通学が遠すぎ

る。 

－ 

140 

統合の影響を受ける当事者のことを

考えた対策を講じてほしい。光が丘第

一中学校まで直線距離で２㎞あり、通

学時間の増加により家庭での勉強時間

が減り、体力も消耗される。統合に反

対。安全対策の具体的な案を出してほ

しい。 

◎ 

141 

統合予定の光が丘第一中学校は豊渓

中学校から遠すぎる。統合が決まれば

多くの生徒は板橋区の中学校を選択す

ると思う。豊渓中学校の統合に反対す

る。 

－ 

142 

旭町の子どもの通学路が最長2.2km

になるのはかわいそう。中学校がなく

なるのは反対。 

－ 

143 

豊渓中学校がなくなり光が丘一中学

校と統合になれば、旭町地域の子ども

たちの通学時間が長くなる。 

－ 

144 

少人数とはいえ生徒への通学時間が

負荷になるため、豊渓中学校と光が丘

一中学校の統合に反対。 

－ 

145 

豊渓中学校から光が丘第一中学校へ

は通学距離が長いだけでなく、坂があ

り配慮が欠けている。賛成できない。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

146 
旭町３丁目から光が丘第一中学校ま

での通学が大変。 

（前ページと同じ） 

令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討を行い、通学距離の

範囲内と判断し、本計画（素案）を

公表しました。 

 ご意見を踏まえて、現在よりも通

学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁

目（旭町小学校の通学区域）に居住

する生徒に対して、交通ルールの徹

底やヘルメットの着用等のルール

の定めたうえで、希望者には自転車

通学ができるようにします。 

 また、統合・再編により通学距離

が遠くなる生徒については、交通費

を公費で負担することは困難です

が、希望により、煩雑な手続き等を

行わなくてもバス通学ができるよ

う、柔軟に対応します。 

これらの内容について計画に記載

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

147 

豊渓中学校から光が丘第一中学校ま

で徒歩で30分以上かかる。自転車通学

が認められていない中、豊渓中学校が

なくなってしまうのは学校の適正配置

がなされているとは思えない。 

◎ 

148 

光が丘第一中学校まで、徒歩30分以

上かけて通学しなければならない。部

活などで遅くなると心配である。 

◎ 

149 
光が丘第一中学校から1.2km以上の

地域は自転車通学を認めてほしい。 

◎ 

150 

豊渓中学校の統合には賛成だが、距

離が心配なため、自転車通学を認めて

ほしい。 

◎ 

151 

毎日、重いカバンを背負って往復通

うことになる。子どもたちの時間や労

力を軽視しないでほしい。 

◎ 

152 

通学に時間がかかりすぎて、学校生

活が楽しめないため豊渓中学校の統合

に反対する。 

－ 

153 2.3kmの通学が徒歩は考えられない。 ◎ 

154 

放課後の習い事に間に合わなくなる

と困るため、自転車通学ができるよう

検討してほしい。 

◎ 

155 自転車通学を認めてほしい。 ◎ 

156 自転車で通学は可能か。 ◎ 

157 自転車で通学は可能か。 ◎ 

158 自転車で通学は可能か。 ◎ 

159 

旭町は坂がきつく、車の通行量も多

い。歩いて光が丘第一中学校に通うと

勉強する前に疲れてしまう。 

◎ 

160 
光が丘第一中学校までは遠すぎる。

30分では歩いていけない。 

◎ 

161 
豊渓中学校を残してほしい。通学の

ことを考えてほしい。 

※ 

162 
自転車通学やバス通学を認めるなど

臨機応変に対応してほしい。 

◎ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

163 
現在徒歩５分の通学が25分ほどにな

るのは遠すぎる。 

（前ページと同じ） 

令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討を行い、通学距離の

範囲内と判断し、本計画（素案）を

公表しました。 

 ご意見を踏まえて、現在よりも通

学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁

目（旭町小学校の通学区域）に居住

する生徒に対して、交通ルールの徹

底やヘルメットの着用等のルール

の定めたうえで、希望者には自転車

通学ができるようにします。 

 また、統合・再編により通学距離

が遠くなる生徒については、交通費

を公費で負担することは困難です

が、希望により、煩雑な手続き等を

行わなくてもバス通学ができるよ

う、柔軟に対応します。 

これらの内容について計画に記載

します。 

－ 

164 
統合により通学に時間がかかること

で、子どもたちに負担がかかる。 

－ 

165 
光が丘第一中学校までの通学に、バ

スや自転車通学等を検討してほしい。 

◎ 

166 

豊渓中学校から光が丘第一中学校に

行くことになると、とても遠い。自転

車で行けないなら、豊渓中学校をなく

さないでほしい。 

◎ 

167 

豊渓中学校の廃止により、遠方の光

が丘第一中学校まで行くことができな

い子どもが出ないかと心配している。 

－ 

168 

豊渓中学校が無くなると、約30分か

けて光が丘第一中学校に通わなければ

ならないのは不安である。廃校にはし

ないでほしい。 

※ 

169 

事故等の心配、学校の責任などの課

題もあるが、ヘルメット着用で何かあ

っても自己責任ということでもいいの

で、自転車通学を認めてほしい。勉強

や部活動に打ち込めるようにしてほし

い。 

◎ 

170 

統合後は光が丘第一中学校まで徒歩

30分かかるようだが、バス通学は可能

か。 

現在、通学区域内の通学で路線バ

スの利用は原則認めていませんが、

統合・再編により通学距離が遠くな

る生徒については、交通費を公費で

負担することは困難ですが、希望に

より、煩雑な手続き等を行わなくて

もバス通学ができるよう、柔軟に対

応します。 

 このことについて計画に記載し

ます。 

◎ 

171 

通学に30分かかる場合、雨の日、雪

の日のバス利用は急遽決めてもいいの

か。 

◎ 

172 
光が丘第一中学校までの通学にシャ

トルバスを出してほしい。 

※ 

173 
バス等の公共交通機関の利用は可能

になるのか。 

◎ 

174 
生徒の状況や保護者判断によりバス

通学が可能か。 

◎ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

175 

途中から光が丘第一中学校へ通うこ

とになると、交通事故等のリスク、部

活動の問題など不安がある。また、保

護者の負担も大きくなることが想定さ

れる。 

現在よりも通学距離が遠くなる

旭町２丁目・３丁目（旭町小学校の

通学区域）に居住する生徒に対し

て、交通ルールの徹底やヘルメット

の着用等のルールの定めたうえで、

希望者には自転車通学ができるよ

うにします。 

また、統合・再編により通学距離

が遠くなる生徒については、交通費

を公費で負担することは困難です

が、希望により、煩雑な手続き等を

行わなくてもバス通学ができるよ

う、柔軟に対応します。 

なお、途中での学校間の移動がな

いように、豊渓中学校と光が丘第一

中学校の統合・再編に関する指定校

変更は、統合・再編の３年前となる

令和８年度入学からできるように

します。 

これらの内容について計画に記

載します。 

－ 

176 

豊渓中学校は近隣の自治体から生徒

を受け入れることはできないのか。 

他自治体からの生徒受入れにつ

いては、申請事由等を考慮し判断し

ています（学校教育法施行令第９条

（区域外就学）)。 

□ 

177 

光が丘第一中学校までは、バス通り

である向山通りを歩く子どもが多くな

る。この経路は和光市内に存在し、交

通量が多く、歩道が十分に整備されて

いない部分がある。安全な通学を保障

するために、向山通りの拡張整備など

和光市との協力・調整は具体的にどこ

まで進んでいるのか。 

中学校では通学路を設定してい

ませんが、学校と協議のうえ、通学

に当たっては安全な経路を検討し

ていきます。 

 安全確保については、各学校での

安全指導を徹底するとともに、必要

に応じて警察署や各道路管理者等

へ働きかけを行います。 

□ 

178 

豊渓中学校の生徒に光が丘第一中学

校まで徒歩で模擬通学をしてもらい、

毎日通えそうか、危険と感じることは

ないかなどのアンケートを取ってみて

はどうか。 

通学時における安全確保を実施

するうえでの具体的な方法につい

て検討していきます。 

なお、現在よりも通学距離が遠く

なる旭町２丁目・３丁目（旭町小学

校の通学区域）に居住する生徒につ

いて、希望者には自転車通学ができ

るようにします。 

△ 

179 

豊渓中学校の生徒に自宅から光が丘

第一中学校まで荷物を持って歩いても

らい、アンケートを取れないか。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

180 

登校しぶりのある子どもが30分歩く

のはつらいと思う。過去の統合で、不

登校や行き渋りの子の人数の変化や状

況はどうだったのか知りたい。 

 

 

 

 

 

登校しぶりのお子様の状況に関

するデータはありませんが、過去の

統合・再編についてのアンケート調

査では、「不登校であった児童が登

校できるようになった」との回答が

ありました。 

統合・再編で現在よりも通学距離

が遠くなる旭町２・３丁目に居住す

る生徒については、自転車通学やバ

ス通学ができるようにします。 

－ 

181 

区内で豊渓中学校から光が丘第一中

学校と同等の距離を通学している事例

があるとのことだが、どこからどの中

学校に通学しているのか。 

大泉中学校、光が丘第三中学校、

開進第四中学校の通学区域におい

て、直線距離で約 1.7km の通学距離

となっている場所があります。この

ほか、学校選択制度で遠方の中学校

に通学している事例があります。 

－ 

182 

全国の目安として１時間６kmと挙げ

ていたが、これは徒歩の話か。 

文部科学省による「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関

する手引」では、徒歩や自転車によ

る通学距離の基準を定めている市

町村も相当数ありますが、そのほと

んどが小学校で４㎞以内、中学校で

６㎞以内又はそれ以下の距離を基

準として定めている旨が記載され

ています。徒歩のみに限定した基準

ではありません。 

□ 

183 
豊渓中学校の一番遠いエリアから重

い荷物を持って歩いてみたのか。 

実際に歩いて確認しました。 □ 

184 

光が丘第一中学校までは時間がかか

る。通学距離または時間の目安上限を

設け、それ以上の場合に越境が可能な

学校選択の猶予を設けるなど、少しで

も生徒の時間や体力的負担が軽減され

るような措置を検討してほしい。 

通学時間や距離の目安について

は、令和５年度に策定した基本方針

で、概ね 30 分間程度、小学校 1.5km、

中学校２km 程度としています。 

本計画（素案）はこの基準に合致

するものですが、ご意見を踏まえ

て、現在よりも通学距離が遠くなる

旭町２丁目・３丁目（旭町小学校の

通学区域）に居住する生徒に対し

て、交通ルールの徹底やヘルメット

の着用等のルールの定めたうえで、

希望者には自転車通学ができるよ

うにします。 

◎ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

185 

豊渓中学校が統合をした場合、少人

数の旭町小学校もどうなるか分からな

い。低学年は遠い通学路になりとても

心配。統合前に旭町３丁目の子どもの

通学路はどうなるのかも示してほし

い。 

旭町小学校は現在も 20 年後の推

計も適正規模であり、現時点で統

合・再編する計画はありません。 

また、中学校は通学路を設定して

いませんが、通学に当たっては学校

と協議のうえ、安全な経路を検討し

ていきます。 

△ 

186 

光が丘第一中学校をどのような特色

や競争力のある学校にしていく方針・

計画なのか知りたい。 

統合・再編後の方針・計画につい

ては、具体的には今後、生徒や地域

の状況等を踏まえて検討していき

ますが、これまでの両校の特色を生

かし、魅力ある学校づくりに取り組

んでいきます。 

△ 

187 

豊渓中学校は旭町の唯一の中学校で

70年の歴史ある学校であり、廃校とな

れば地域のコミュニティを壊すことに

なる。 

学校は教育施設である一方、避難

拠点や学校開放など、地域交流の場

として様々な機能を併せ持ってお

り、地域コミュニティの拠点として

重要な役割を担っていることは認

識しています。 

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

188 

少子化傾向にあり、存続が難しいこ

とも理解できるが、更に旭町へ住む人

が減り、地域の縮小を加速させる。 

△ 

189 
豊渓中学校廃校は地域活性化の妨げ

になる。 

△ 

190 

豊渓中学校の統合は、旭町という街

のコミュニティの崩壊につながる。20

年後の学級数と校舎の築年数の２点で

決定していい話ではない。 

△ 

191 

旭町地域から中学校がなくなると、

子育て世帯が減り、高齢化地域になる。

まちづくり全体を考えながら、検討す

る必要がある。 

△ 

192 

豊渓中学校がなくなると、遠い光が

丘第一中学校には行かずに成増駅から

通いやすい区内中学校や国立、私立中

学への進学者が更に増える。拠点がな

くなることで、子どもたちの地域への

愛着がだんだん薄れ、地域がまとまり

づらくなっていくことについてどのよ

うに考えているのか。 

△ 

193 

旭町のコミュニティ、魅力に関して

はマイナスに働く。これは教育の関係

者だけで決めていい話ではない。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

194 

旭町小学校と豊渓中学校は、地域の

中心であり、これら教育施設に町会や

青少年育成地区委員会や駐在所などの

地域の方々が加わり、地域の子どもた

ちを地域全体で見守ってきた。豊渓中

学校がなくなることは、単なる一中学

校がなくなる以上の大きな損失とな

る。中学校空白地帯を生み出すこの計

画は、区の魅力ある地域づくりという

観点から見たとき、どのように正当化

できるのか。 

（前ページと同じ） 

学校は教育施設である一方、避難

拠点や学校開放など、地域交流の場

として様々な機能を併せ持ってお

り、地域コミュニティの拠点として

重要な役割を担っていることは認

識しています。 

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

195 

地域の高齢者の方たちが活動してく

れている学校がなくなってしまったら

生きがいがなくなってしまいそう。 

△ 

196 

保育園や幼稚園、小・中学校は子育

てするために必要な公的施設で、この

ような施設があるから生活基盤が安定

し、地域の持続可能性が高まる。数字

だけで経済的な「効率性」を求めると

地域が崩壊する。考え直してほしい。 

※ 

197 

地域の文化や住民のコミュニティの

中心的な役割を果たしてきた豊渓中学

校を残し、少人数の良さを生かして移

住したくなるような政策を考えるべき

だ。 

△ 

198 

豊渓中学校は小規模校でも地域に密

着した拠点になっている。少子化問題

は国全体としての課題だが、学校をな

くすのではなく、どう残していくかを

考えてほしい。 

※ 

199 

豊渓中学校は、ボランティア活動や

地域との関わりも多く、旭町にはなく

てはならない学校である。計画の再検

討をしてほしい。 

※ 

200 
地域に密着している豊渓中学校を簡

単に無くさないでほしい。 

※ 

201 

旭町３丁目はコミュニティバスもな

く、区の考えから忘れられているので

はないか。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

202 

区境の学校の児童数が少ないのは当

然のことで、子どもだけでなく、多様

な年代の地域住民、地域コミュニティ

が不利益を被ることはあってはならな

いこと。統合ありきではなく、学校の

保護者・児童・教職員はもちろんのこ

と、地域住民が多数参加するまちづく

りの議論をして計画を策定すべき。 

（前ページと同じ） 

学校は教育施設である一方、避難

拠点や学校開放など、地域交流の場

として様々な機能を併せ持ってお

り、地域コミュニティの拠点として

重要な役割を担っていることは認

識しています。 

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

△ 

203 

小規模が問題なのであれば、なぜ周

辺校の学区を変更し、選択制にしない

のか。 

近隣校はいずれも過小規模であ

り、学区域変更による適正規模の確

保は難しいと判断し、今回の本計画

（素案）をお示ししています。また、

中学校ではすでに学校選択制度を

導入しています。 

□ 

204 

光が丘第一中学校は現在、学区外と

して旭町が抽選となっているが、新校

の場合は定員増とする考えはあるの

か。 

学校選択制度における１校あた

りの受入れ上限人数は１学級相当

です。令和８年度から段階的に中学

校で 35 人学級が導入されるため、

１校あたりの受入れ上限人数は 35

人となります。 

なお、学校選択制度以外にも、現

在、豊渓中学校の通学区域に居住し

ている新中学１年生については、統

合・再編に関する指定校変更によ

り、光が丘第一中学校に入学してい

ただくことができます。 

○ 

205 

途中で転校となると、特にそれが受

験の年になると環境変化が大きい。３

年間を落ち着いて過ごし受験に向かえ

るよう、中学入学前に越境の可不可が

わかっていると、学校選択による生徒、

保護者の負担やロスがより少ないと思

う。 

過去の事例では、統合・再編の２

年前から、新入生の指定校変更を認

めていました。 

 ご意見を踏まえて、豊渓中学校と

光が丘第一中学校の統合・再編に関

する指定校変更は、受験期に当たら

ないよう、統合・再編の３年前にな

る令和８年度入学からできるよう

にします。 

 このことについて計画に記載し

ます。 

◎ 

206 
豊渓中学校の指定校変更を３年前か

ら認めてほしい。 

◎ 

207 
豊渓中学校の指定校変更を３年前か

ら認めてほしい。 

◎ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
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208 

中学１年生から光が丘第一中学校へ

入学する場合は、抽選ではなく入学で

きるようお願いする。 

（前ページと同じ） 

過去の事例では、統合・再編の２

年前から、新入生の指定校変更を認

めていました。 

 ご意見を踏まえて、豊渓中学校と

光が丘第一中学校の統合・再編に関

する指定校変更は、受験期に当たら

ないよう、統合・再編の３年前にな

る令和８年度入学からできるよう

にします。 

 このことについて計画に記載し

ます。 

 

◎ 

209 

豊渓中学校の学区域の生徒が余裕を

もって学校を選択できるよう、就学指

定校の選択・変更へ大胆な配慮をして

ほしい（選択制抽選ではなく優先入学

を認める）。また、指定校の選択も移行

期間を含む数年間選択が自由にできる

ようにしてほしい。 

◎ 

210 

指定校変更の選択が令和９年になら

ないと情報が入ってこないのは判断期

間に時間的余裕がなさすぎる。 

◎ 

211 

豊渓中学校に入学後に転校を希望す

る方に対しても配慮をお願いする。 

入学後の住所異動を伴わない転

校は、学校教育法施行令第８条によ

る指定校変更となります。変更を希

望する特別な事情をお聞きしたう

えで、承認基準に照らし判断しま

す。その際には、学務課学事係にご

連絡ください。 

△ 

212 

学校選択制度は、少人数である豊渓

中学校を統合に向けるための施策だっ

たのではないか。 

中学校の学校選択制度は、生徒や

保護者の意思を尊重し、あわせて区

立中学校の活性化を図ることを目

的に、平成 17 年度から実施してい

ます。 

□ 

213 

豊渓中学校の子が光が丘第一中学校

に行く想定になっているが、開進第三

中学校などの豊渓中学校エリアの子が

通いやすい範囲も優先的に入れるよう

にしてほしい。 

指定校変更における特例措置は

統合・再編の該当校のみを想定して

います。それ以外の学校を希望され

る場合は、学校選択制度で希望して

いただくか、特別な事情があれば指

定校変更の申請をしていただくこ

とになります。 

※ 

214 

中学校の分布を考えても、なくすの

は豊渓中学校ではなく光が丘第一中学

校と考える。 

豊渓中学校は校地面積が狭く、改

築を行っても光が丘第一中学校の

生徒を受け入れることができませ

ん。光が丘第一中学校は現在の校舎

でも豊渓中学校の生徒を受け入れ

ることができるため、本計画（素案）

をお示ししました。 

※ 
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215 

受験で豊渓中学校以外に入学する家

庭が多いが、令和８年度入学予定数が

どの程度になるかの見込み人数を事前

(令和７年12月まで)に提示する予定は

あるか。入学したら１クラス15人しか

いないなどを避けたい。 

11 月中旬頃に、学校選択制度にお

ける希望票の集計結果を公表しま

す。区立小学校に通っている方には

小学校を通じて、区立以外の小学校

に通っている方には郵送で配布し

ます。また、区ホームページにも掲

載します。 

また、豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合に関する指定校変更の

申請状況も公表する方向で検討し

ています。 

□ 

216 

豊渓中学校を良くしようと保護者は

頑張ってきたが、部活動の新設や外部

指導など意見を言っても門前払いだっ

た。区が魅力的な学校づくりができる

とは思えない。建物が残るなら学校と

して残してほしい。 

保護者の皆様のご意見も伺いな

がら、魅力ある学校づくりに努めて

いきます。 

△ 

217 

令和７年度に豊渓中学校に入学する

が、入学説明会で全く統合に関する話

がなかったのはなぜか。 

令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討結果を計画（素案）

にまとめ、令和６年 12 月 11 日に公

表したため、昨年９月に開催した学

校説明会の段階でお知らせできま

せんでした。 

－ 

218 

豊渓中学校の４年後の統合に反対。 過小規模化が進行すると、交友関

係が固定化しやすく、多様なものの

見方・考え方にふれる機会が少なく

なるなど、デメリットの影響が大き

くなり、学校の努力だけではカバー

できずに学校運営に大きな課題が

生じることが危惧されます。豊渓中

学校の改築時期が迫り、長寿命化改

修も不適であることなどに鑑み、令

和11年４月を目途に、両校を統合・

再編する計画（素案）をお示ししま

した。 

統合・再編を円滑に進めるため、

保護者や地域の皆様等の協力を得

て、準備会を設置します。その後、

豊渓中学校と光が丘第一中学校と

の合同での交流活動等も実施して

いきます。 

※ 

219 

豊渓中学校の４年後の統合に反対。

小学４年生は受験に間に合わない。 

※ 

220 

統合があまりにも早速過ぎるので反

対する。子どもたちの気持ちに寄り添

ってほしい。 

※ 

221 

統合年度を遅らせることはできない

のか。 

※ 

222 

豊渓中学校の統合までに４年もかけ

るのは遅すぎる。 

※ 
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223 
豊渓中学校と旭町小学校を小中一貫

校にしてほしい。 

20 年後の学級数について、旭町小

学校は 12 学級、豊渓中学校は５学

級と推計しています。両校合計で 17

学級であり、基本方針においてお示

ししている小中一貫教育校の適正

規模には満たないことに加え、中学

校では単学級が起こり得る状況に

ついて小中一貫教育校化では解消

できないため、小中一貫教育校化は

難しいと判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

224 
小中一貫教育校として旭町小学校と

豊渓中学校を再編してほしい。 

※ 

225 
豊渓中学校と旭町小学校の小中一貫

教育校を希望する。 

※ 

226 
クラス替えの事は気にせず、旭町小

学校と小中一貫教育校にしてほしい。 

※ 

227 
小学校と中学校が隣接しており、小

中一貫教育校に最適だと思う。 

※ 

228 
学級規模が少なくても、旭町小学校

との小中一貫教育校にしてほしい。 

※ 

229 小中一貫校の再検討をしてほしい。 ※ 

230 

強行するのではなく小規模校として

豊渓中学校を残すか、小中一貫校とし

て存続してほしい。 

※ 

231 
旭町小学校との小中一貫校の実現を

望む。 

※ 

232 小中一貫教育校を考えてほしい。 ※ 

233 

小中が隣接で親子給食も実施してい

るので、小中一貫教育校にとても適し

ている。 

※ 

234 

豊渓中学校統合計画について、建物

は別々にし、小中一貫教育校を検討し

てほしい。 

※ 

235 
耐用年数が問題なら、旭町小学校で

小中一貫教育校が良いのではないか。 

※ 

236 
小規模校の良さがある。旭町小学校

との小中一貫校が良いのではないか。 

※ 

237 

豊渓中学校の場合、運動場面積の不

足などは旭町小学校と敷地を共有する

形で改修することでクリアできるので

はないか。上石神井小・中学校の改修

では、小中の施設を一部共有して改修

工事をすると聞いた。地域の願いを活

かした小中一貫校にして、他地域の一

貫校の失敗要因（４・３・２制、小中合

同行事、小学校高学年にリーダーシッ

プを取らせない活動など）を回避した

ら良い学校ができると思う。 

※ 
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238 

今回の公表で再来年度以降の豊渓中

学校の入学生が減ることが予想され

る。小規模校の課題について話があっ

たが、統合までの間の在校生はデメリ

ットばかりが増えることになる。その

間の支援策を検討してほしい。 

新１年生が少なくなったとして

も、異学年との縦割り活動、統合対

象校との交流活動等の充実に努め、

統合・再編までの間、学校教育に支

障が生じないよう創意工夫してい

きます。 

○ 

239 

光が丘第一中学校と豊渓中学校は、

青少年育成地区委員会の地区が異な

る。過去の統合では、PTAは両地区に協

力し大変だったので、地区委員会の統

合もセットで考えてほしい。第六地区

は解散させて光が丘地区委員会に統合

させるべきである。 

青少年育成地区委員会は、旧出張

所の管轄区域ごとに設置しており、

中学校の統合・再編に伴う変更は想

定していません。 

今後、対象地域の保護者負担が増

えないよう、対象となる育成地区委

員会の PTA選出委員のあり方につい

て、地区委員会と協議していきま

す。 

△ 

240 

青少年育成地区委員会の関わり方、

特に豊渓中学校の第六地区が関わって

いる活動は今後どうなるのか。 

△ 

241 

豊渓中学校はなぜ長寿命化できない

のか。 

施設の長寿命化に向けて計画的

に取り組むため、築 50 年を超えた

学校施設については順次、長寿命化

の適否を調査しています。 

長寿命化の判断基準は、コンクリ

ートの圧縮強度が 13.5N/㎟を超え、

中性化の深さが 30 ㎜未満の建物、

または、圧縮強度が 13.5N/㎟を超

え、中性化の深さが 30 ㎜以上で、

鉄筋の状態が良好な建物を長寿命

化検討対象施設としています。 

豊渓中学校については、圧縮強度

が 13.5N/㎟を超えていないため、長

寿命化不適としています。 

旭町小学校は、この基準を満たし

ているため、長寿命化可としていま

す。 

なお、必要な耐震補強について

は、全校で実施しています。 

□ 

242 

豊渓中学校はなぜ長寿命化できない

のか。 

□ 

243 

ほぼ同じ設立年なのに旭町小学校は

耐震補強工事ができて、豊渓中学校が

できないのはなぜか。 

□ 

244 

豊渓中学校は半分が私立受験をする

地域で、地域に残りたいという子ども

たちの中学校がなくなったら、ほとん

ど私立受験をし、練馬区への愛着もな

くなるのではないか。 

 

私立学校を選択する理由は様々

であり、統合・再編によって過小規

模が解消することで、区立学校が選

ばれる可能性もあります。 

統合・再編後の学校がより魅力あ

る学校となるよう努めていきます。 

△ 
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245 

小・中学校が近いことにメリットを

感じ引っ越してきたが、統合により通

学時間が５分から30分になり、豊渓中

学区域の子どもは統合後、受験を考え

ると思う。 

（前ページと同じ） 

私立学校を選択する理由は様々

であり、統合・再編によって過小規

模が解消することで、区立学校が選

ばれる可能性もあります。 

統合・再編後の学校がより魅力あ

る学校となるよう努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

246 

豊渓中学校から光が丘第一中学校ま

で徒歩30分以上をかけて通学するより

も、鉄道駅から他校へ通学するほうが

現実的である。他の区立中学校や私立

中学校などに進学する子どもが増え、

光が丘第一中学校の過小規模の改善に

はつながらない。再編することが公立

中学校の利便性を下げ、さらなる公立

中学校離れを生む。 

△ 

247 

区立学校の人数が減っているのは、

私立中学校の方に魅力があるからで、

光が丘第一中学校の人数が少ないのは

学校の評価が悪いからではないか。 

－ 

248 

豊渓中学校はコミュニティ・スクー

ルの第１号の中学校としてスタートを

切ったばかり。盛り上がっている地域

の方々の気持ちを踏みにじるような進

め方は違うと思う。 

学校運営協議会について、豊渓中

学校の保護者や地域の皆様にご支

援いただいてきたことについては

大変感謝しています。一方、将来に

わたって学校教育の充実を図り、児

童・生徒に良好な教育環境を提供す

るためには、統合・再編を行うこと

が必要です。今後、学校運営協議会

については、区内各校への拡大を図

っていくこととしており、引き続き

ご協力をいただけるよう、今後も丁

寧にご説明していきます。 

 

 

 

 

 

 

－ 

249 
せっかく始まったコミュニティ・ス

クールを断ち切るのか。 

△ 

250 

豊渓中学校の現在のコミュニティ・

スクールは統合校に引き継がれるの

か。 

△ 

251 

中学で唯一のコミュニティ・スクー

ル実証校で、放課後の生徒の居場所作

りや交流に参加する度に子どもの成長

を感じる。豊渓中学校をなくさないで

ほしい。 

－ 

252 

コミュニティ・スクールも教育委員

会の担当ではないのか。統合と両立す

る施策ではない。 

－ 
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253 

豊渓中学校は練馬区立中学校初のコ

ミュニティ・スクールとして研究実践

に取り組み、一定の実績を残してきた。

今回の計画で地域の中核としてのコミ

ュニティ・スクールが失われることに

なれば、核を失った地域住民による積

極的な自助・共助の精神は弱められ、

地域の不活性化につながることが予想

される。コミュニティの中核を廃止す

るという計画を実施するにあたり、こ

れまで地域力を支えてきた地域住民の

気持ちを途切れさせないようにするた

め、区はどのような方策を考えている

のか。 

（前ページと同じ） 

学校運営協議会について、豊渓中

学校の保護者や地域の皆様にご支

援いただいてきたことについては

大変感謝しています。一方、将来に

わたって学校教育の充実を図り、児

童・生徒に良好な教育環境を提供す

るためには、統合・再編を行うこと

が必要です。今後、学校運営協議会

については、区内各校への拡大を図

っていくこととしており、引き続き

ご協力をいただけるよう、今後も丁

寧にご説明していきます。 

 

△ 

254 
豊渓中学校の統合について、なぜ板

橋区に相談しないのか。 

各区市町村教育委員会は、その自

治体に居住する児童・生徒を通学さ

せることが原則とされています。他

自治体在住者の区域外就学につい

ては、特別な事情がある場合に認め

られていますが、あくまで例外的な

ものであり、申請事由や受入れ先の

学校の状況等により認められない

こともあります。 

板橋区からの入学を前提として、

適正規模を確保することは困難で

す。 

※ 

255 

板橋区とは相談しているのか。特に

赤塚第二中学校は近いので、越境が可

能になるように交渉してほしい。 

※ 

256 

板橋区は転入予定の方以外の越境を

認めないようだ。なぜ練馬区は板橋区

に相談しないのか。 

※ 

257 

板橋区は転入予定の方以外の越境を

認めないようだ。なぜ練馬区は板橋区

に相談しないのか。 

※ 

258 
板橋区の区立中学校への選択も可能

になるよう協議検討してほしい。 

※ 

259 

成増近辺在住の練馬区民は、教育、

福祉、公共サービスが不便で、不公平

に感じている。板橋区に、編入学でき

るようにしてほしい。 

※ 

260 

板橋区立赤塚第二中学校は、現在の

１年生は６クラスで、マンション建設

も続いているため、生徒が集中してい

る。今後、少人数を希望する生徒が更

に増えて、豊渓中学校を希望するので

はないか。 

※ 

261 

工夫していけば、板橋区民にも豊渓

中学校への入学を考えてもらえるので

はないか。 

※ 
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春日小学校 

262 

春日小学校前の道に歩道が狭いとこ

ろがあり、通学に不安を感じている。 

春日小学校の西側から登校する

多くの児童は春日小学校南側の道

ではなく、交通量の少ない別の道を

使用しています。学校の統合・再編

に当たっては、安全な経路を学校と

協議していきます。 

△ 

263 

練馬東小学校も敷地に対して児童数

が多いので、春日小学校の学区域見直

しをするならば、練馬東小学校範囲も

含めて検討することを希望する。 

 今回の通学区域の変更は、令和５

年度に策定した基本方針に基づき、

春日小学校の適正規模の確保およ

び通学の安全確保のため実施する

ものです。 

練馬東小学校については、現在の

ところ、適正規模を維持できる見込

みのため学区域変更は考えていま

せん。 

※ 

その他 

264 

過大規模校の問題が指摘されている

にも関わらず、具体的な対策が次回の

計画策定まで先送りされることを懸念

している。 

今回、過大規模校として検討を行

った４校については、区の推計と都

の推計とで評価が分かれているな

どの理由により、現時点での判断は

困難であると考えています。計画に

ついては概ね５年ごとに見直しを

行う予定であり、次回の計画策定時

の状況を見て再検討します。 

○ 

265 

過大規模校の判断が次回計画まで先

送りになるような通学区域の見直しに

こだわることなく、計画期間内に実施

できるような対策をお願いしたい。 

学区域変更は該当する学校の施

設規模や今後の児童・生徒数の推

移、近隣校の状況等を勘案し、必要

に応じて検討していきます。 

△ 

266 

開進第三小学校の過大規模のデメリ

ットに賛成する。保護者としては、「過

大」規模にこそ学区域調整などの対策

をすべきで、「過小」についてはきめ細

やかな指導ができるという意味でメリ

ットの方が多いと感じる。「過小」規模

より「過大」規模校を優先して対策し

てほしい。開進第三小学校については、

早急に学区域変更の調整を進めてほし

い。 

開進第三小学校については、区の

推計と都の推計で評価が分かれて

おり、現時点での判断は困難である

ため、次回の計画策定時の状況を見

て再検討することとしました。その

ため、学区域変更についても現時点

で予定はありません。 

※ 
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267 

学校を統合するのではなく、空いた

スペースを利用し情緒支援学級を設置

してほしい。通常学級には登校が難し

い子どもが沢山いる。未だに情緒支援

学級が検討されないことに対し非常に

残念に思っている。 

情緒障害等を対象とする特別支

援教室を全小・中学校に設置済で

す。通級のみの指導では課題の解決

が困難な児童・生徒もいることか

ら、固定学級設置に向けた検討を行

っています。 

□ 

268 

統合をせずに異学年交流や地域との

連携をすることで、広い視野で周りを

見ることもできるのではないか。 

 学校教育において、異学年や地域

との交流は重要であると考えてい

ます。 

しかし、過小規模化が進行する

と、交友関係が固定化しやすく、多

様なものの見方・考え方にふれる機

会が少なくなるなど、デメリットの

影響が大きくなり、学校の努力だけ

ではカバーできずに学校運営に大

きな課題が生じることが危惧され

ます。 

※ 

269 

受験の大事な時期に集中し勉強をで

きるのか。人生においても大切な時期

だと思うので、子どもの大事な時間を

大切に扱っていただきたい。 

生徒一人ひとりの実態に応じた

丁寧な指導および支援を行ってい

きます。 

△ 

270 

統合時に小学校に在籍しているため

改築工事と重なり、卒業時に学び舎で

卒業できないのが非常に残念。 

統合・再編を行わない学校も築60

～80年で改築または改修工事を行

います。卒業時に工事期間となって

しまいご迷惑をお掛けしますが、改

築工事期間中においても教育環境

の維持に努めていきます。 

△ 

271 

教師の過重労働は、過小規模でも仕

事の項目は減るわけではなく、むしろ

兼務が増える。経費の削減を手柄とす

るのは教育の本質に背く。練馬の教育

の未来を考え、教育の質を高めるよう

な施策をのぞむ。 

過小規模校では教員が複数の業

務を兼務し、一人あたりの校務負担

や行事に関わる負担が増加する場

合があるため、課題の改善が必要と

考えています。 

学校の適正配置は、人材・施設の

有効活用といった面もありますが、

より良い学びの実現に向けて、学校

教育の充実を図り、児童・生徒に良

好な教育環境を提供するために実

施するものです。 

○ 

272 

廃校になる中学に対しての高校の受

験の推薦等は、今までと変わらずある

のか。 

これまで通り推薦等を行います。 □ 
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273 

統合を早く決定し、子どもたちが早

く準備できるようにしてほしい。 

準備に要する時間等も考慮し、こ

のたび、計画（案）をとりまとめま

した。 

○ 

274 

通学距離、学校の伝統、小中のつな

がりを考えると、単純に中学校を統合

して良いのかという疑問がある。 

児童・生徒の教育環境の充実を第

一に考え、学校の適正配置に取り組

んでいきます。 

 統合・再編にあたり準備会を設置

し、歴史の保存等について協議を行

います。 

小中連携グループについても見

直しを行い、小中一貫教育の継続と

発展に努めます。 

○ 

第４章 「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の今後の対応方針」に基づく進捗状況  

275 

小竹小学校が廃校の場合、みらい青

空学園以外の選択肢として、板橋区向

原小学校、板橋区上板橋第二小学校、

開進第三小学校、開進第四小学校の選

択肢がほしい。 

小竹小学校が廃止となった場合

の通学区域の学校は、みらい青空学

園となります。その他の区立学校を

希望する場合は、個々の事情により

個別に判断していきます。なお、板

橋区立の学校への入学可否につい

ては、板橋区教育委員会の判断とな

ります。 

□ 

276 

小竹小学校が継続となった場合、学

童と預かり広場を小学校に併設してほ

しい。ボランティアのため、日によっ

て預けられる時間がバラバラな状況と

なっている。預け先が安定せず通勤の

仕事を始めることができない。 

小竹小学校校内の学童クラブに

ついては、小竹小学校の今後の方針

に合わせて結論を出す考えに変わ

りはありません。夏休みのひろば事

業については、早期に実施する方向

で検討しています。 

△ 

第５章 第二次実施計画を進めるにあたっての具体的な取り組み 

277 
統合する前の各校の交流とは具体的

にどのようなことをするのか。 

対象校合同で、例えば、移動教室、

部活動、遠足、ドッジボール大会等

の交流活動を実施し、児童・生徒の

交流を深めます。今後設置予定の準

備会等で様々なご意見を伺いなが

ら、充実した活動となるよう、学校

と協議のうえ進めていきます。 

○ 

278 

両校の交流活動とあるが、充実した

形で実現できるのか。 

○ 

279 
統合するとなった場合、準備会は誰

がどのように人選をするのか。 

準備会は、学校関係者、保護者の

代表、町会・自治会代表の方等で構

成する予定です。人選については今

後、学校や保護者、地域の皆様のご

意見を伺いながら決めていきます。 

△ 

280 

準備会のメンバーの決め方と決定時

期はどのように考えているのか。 

△ 
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281 

準備会決定後の報告（周知）の有無

とその報告（周知）の方法と時期はど

のように考えているのか。 

準備会の進捗状況や協議内容に

ついては、準備会だよりや区ホーム

ページ等により、適宜、保護者や地

域の皆様へ情報提供をしていく予

定です。 

△ 

282 

通学方法や、跡地利用について地域

の意見や理解を得られるような機会を

設けてほしい。 

今後設置する準備会で、様々なご

意見を伺っていきます。 

また、学校の跡施設等の活用につ

いても、地域の皆様のご意見を伺い

ながら検討していきます。 

○ 

283 

光が丘第一中学校と豊渓中学校の統

合は、新校設立ではなく、光が丘第一

中学校に豊渓中学校を受け入れる形に

してほしい。光が丘第一中学校は校名

も含めて全て現在の形のまま継続し

て、新制服はそのままの使用としてほ

しい。 

統合・再編後の校歌・校章、学校

名、標準服等については、今後設置

する準備会等で、皆様のご意見を伺

いながら検討していきます。 

△ 

284 
統合後の校歌や校旗はどうなるの

か。 

△ 

285 
光が丘第一中学校の校名や新制服は

そのまま残してほしい。 

△ 

286 

統合・再編をするなら最初から新入

生のみ入学先の選択肢を設けたほうが

良い。途中からの編入では、学校生活

の変化が大きいため、受け入れる側に

も負担がかかる。選択ができないので

あれば、統合前の学校への新規を停止

して、統合先へ新入するようにするべ

き。統合前の学校は新規受け入れを停

止することで、児童が年々いなくなり、

最終的に６年生のみとなり、卒業して

閉校となるのが、一番双方に負担がか

からず良い。 

過去の事例では、光が丘の小学校

は一斉に統合・再編し、新入生には

指定校変更を認めていました。一

方、光が丘第四中学校は地域の要望

もあり、公表当時の１年生の卒業を

待って廃止となりましたが、下級生

がいない２年間を過ごしました。結

果的に、学校運営が難しい２年間に

なったことから、一斉に統合・再編

することを考えています。 

○ 

287 一斉統合だと子どもがかわいそう。 ○ 

288 

統合にあたって、後輩が少ない中で

の学生生活になると思う。現時点で想

像できない問題も出てくると思うが、

臨機応変な対応をお願いする。 

生徒一人ひとりの実態に応じた

丁寧な指導および支援を行ってい

きます。 

△ 
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289 

教員は多忙で働き方改革が求められ

ている。豊渓中学校のホームページを

見ると保護者対応を７時45分から19時

まで行っており、毎日勤務時間を超え

て対応してくれている。統合でさらに

仕事を増やしてどうするのか。 

適正配置の対象校の教職員には、

今後設置予定の準備会への参加や、

統合・再編に向けた各種準備・調整

など様々な作業の増加が見込まれ

ますが、教育委員会として全面的に

サポートを行い、教員の負担軽減に

努めていきます。 

△ 

290 

教員の負担に関して、宿題の作成や

学年だよりの作成など専門性を必要と

しない業務についてアシスタント業務

を行う職員の採用などを検討してほし

い。 

例示の「宿題の作成」は専門性を

要するので対応できませんが、原則

として全校に、副校長の業務を支援

する副校長補佐、一般教員の業務を

支援するスクール・サポート・スタ

ッフをそれぞれ配置しています。 

□ 

291 

コストカットで統合するというので

あれば反対。教職員の負担なども十分

考慮してほしい。 

学校の適正配置は、経費の削減や

人材・施設の有効活用といった面も

ありますが、児童・生徒により良い

教育内容や教育環境を提供するこ

とを第一に考え実施するものです。 

教員の負担軽減は課題として認

識しているため、引き続き教員の働

き方改革を推進していきます。 

△ 

292 
統合に向け、数年間は教員を増員す

るなどの具体的な対策はないのか。 

教員の定数は東京都の基準によ

り定められています。児童・生徒が

増えることにより学級数が増えれ

ば、教員数も増となります。 

また、東京都の補助事業を活用

し、統合・再編後の学校へ教員の加

配やスクールカウンセラーの設置

も検討し、児童・生徒の心のケアに

努めていきます。 

△ 

293 
統合により教員１人に対しての生徒

数が増えるため心配である。 

△ 

294 
統合した場合、生徒数が増えて、先

生の人数は増えるのか。 

△ 

295 
先生に負担をかけないように、先生

も増やしてほしい。 

△ 

296 

統合にあたり児童同士でトラブルが

起きないよう教員の加配やスクールカ

ウンセラーの面談等をしてほしい。 

△ 

297 

廃校が決まった学校へ異動してくる

先生は勢いのある前向きな先生が良

い。 

教員の異動は学校の状況や本人

の状況により東京都および練馬区

として総合的に判断しています。 

□ 
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298 

離島でも子ども一人に対して教員が

それぞれ協力している自治体もある

が、区はどのような教育を目指してい

るのか。教育方針が足らないと思う。 

区では、練馬区教育・子育て大綱

において「夢や目標を持ち困難を乗

り越える力を備えた子どもたちの

育成」を目標に掲げています。区立

学校の適正配置については、その実

現に向けた「学校の教育環境の整

備」の取組の一つとして位置付けて

います。 

大綱で掲げる目標の実現に向け

て、教育の質の向上、家庭や地域と

連携した教育の推進、支援が必要な

子どもたちへの取組の充実に、引き

続き取り組んでいきます。 

□ 

299 

統合や改築工事期間中に通学路が変

わる児童に事故が起きないよう、警備

員の配置、新しい信号の設置の検討、

地域の方の見守りなどの徹底をお願い

したい。 

児童の通学状況を踏まえ、通学案

内指導員の配置等について学校と

協議していきます。また、通学路の

点検を行い、危険箇所の注意喚起を

行うなど、安全指導を徹底していき

ます。 

□ 

300 

登下校時の防犯上の懸念がある。暗

がりを排除するための街灯増設、一定

間隔での防犯カメラ設置を求める。 

通学路への防犯カメラの設置に

ついては、全区立小・中学校の通学

区域に計 391 台設置しております。

現在のところ、増設の予定はありま

せんが、児童・生徒の通学経路を踏

まえ、必要に応じて設置場所の変更

を検討します。 

また、児童・生徒の登下校時の安

全確保のため、不審者情報が寄せら

れた場合、警察への通報とともに、

学校の通学区域に民間警備員を派

遣しているほか、区の安全安心パト

ロールカーを運行するなどの警戒

を行っています。 

さらに、警察官ＯＢである区の学

校防犯指導員が各所に臨場し、随時

警戒を行っています。今後も防犯カ

メラだけでなく、様々な観点から通

学区域の防犯対策に努めていきま

す。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

301 

統合する場合、豊渓中学校から移動

する生徒の標準服・体操服などの学校

指定の物品は購入し直しが必要という

ことか。その場合の区からの支給や援

助はないのか。 

統合・再編に伴い、買い替えの必

要があると判断した学校指定用品

（標準服や体操着等）については、

その費用を区が負担します。また、

今後、保護者が購入する学校指定用

品については、統合対象校同士が同

一の規格になるように配慮します。 

○ 

302 

イングリッシュキャンプのバス代

は、参加生徒数で割って個人負担して

いる。統合により豊渓中学校に入学す

る生徒が減った場合、バス代が高くな

る可能性があるが、学校指定用品の配

慮で書かれているような区から援助は

あるのか。 

イングリッシュキャンプは、希望

により参加していただく事業のた

め、バス代について援助はしていま

せん。今後も継続実施を予定してい

る事業であるため、例えば、他校と

合同で実施するなど、様々な角度か

ら検討していきます。 

△ 

303 

学校は避難所であり投票所であるた

め、学校が無くなると不便になる。 

学校が避難拠点や投票所として

利用されていることに留意し、地域

の皆様のご意見を伺いながら跡施

設の活用など地域における必要な

防災機能を確保していきます。 

△ 

304 

旭町小学校は２階体育館で避難所に

は不向き。 

体育館が２階以上にある学校に

ついては、避難拠点の運営上の課題

があります。今後、築年数が古い学

校から順に個別に検討し対応方針

を決定します。 

なお、旭町小学校の体育館につい

ては、改築に合わせて１階に設置し

ます。 

□ 

305 

学校施設はコミュニティの中核であ

り、災害時に高齢者が25分かけて歩い

ていくことは難しいと思う。 

統合・再編により避難拠点が光が

丘第一中学校に移るということで

はありません。統合・再編後も豊渓

中学校の体育館は避難場所として

活用していく予定です。学校が避難

拠点として利用されていることに

留意し、地域の皆様のご意見を伺い

ながら跡施設の活用など地域にお

ける必要な防災機能を確保してい

きます。 

－ 

 

306 

豊渓中学校は旭町三丁目町会と避難

拠点でもつながってきたが、発災時に

機能する区の施設がなくなることは防

災上においてもリスクが増える。在学

の生徒や卒業生たちは、避難した時に

建物をよく知る人材として非常に大き

な力になるので、建物だけあればいい

というわけではない。町会は光が丘第

一中学校への協力は距離の面でも難し

い。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

307 

廃校となった跡地が、放置され治安

に悪影響が出ないように、警察のパト

ロールも含めて検討してほしい。 

統合・再編後の跡施設について

は、地域の皆様のご意見を伺いなが

ら検討していきます。 

△ 

308 

光が丘第八小学校の校舎や運動場や

体育館が、学校関係者以外に利用され

ている利用例、学校がなくなることで

の地域住民の不利益（投票所や避難拠

点が遠くなる、校舎や運動場や体育館

が利用できなくなるなど）を挙げてほ

しい。 

光が丘第八小学校の校舎等につ

いては、例えば、避難拠点や校庭開

放、学校利用団体によるスポーツ、

投票所等で利用されています。 

学校の跡施設等（統合等により学

校として使用されなくなった敷地

や建物）の活用は、区全体の重要な

課題です。活用に当たっては、現状

のまちづくりの規制等も考慮のう

え、学校が避難拠点や校庭開放、学

校利用団体によるスポーツ等の教

育目的以外の様々な利用があるこ

と、近隣で小・中学校の改築等を行

う際の仮設校舎等としての利用、近

隣の区立施設の複合化用地として

の活用に留意し、今後地域の皆様の

ご意見を伺いながら検討していき

ます。 

－ 

309 

豊渓中学校が、築年数的に学校とし

て使えなくなり、避難所としては使用

するとのことだが、それはなぜ可能な

のか。 

豊渓中学校の校舎は、耐震性能は

確保できていますが、築 59 年と老

朽化をしており、避難拠点として継

続的に使用することはできないと

考えています。一方、体育館は築 28

年であり、当面の間、避難拠点とし

ての使用は可能と考えています。 

△ 

310 

豊渓中学校は築年数が経過するが、

避難拠点等で建物はそのまま使用する

のか。 

△ 

311 
避難拠点として日々訓練をしている

場所をなくさないでほしい。 

豊渓中学校の体育館は残し、避難

場所としての使用を継続します。 

学校が避難拠点として利用され

ていることに留意し、地域の皆様の

ご意見を伺いながら跡施設の活用

など地域における必要な防災機能

を確保していきます。 

△ 

312 

豊渓中学校の避難拠点について、今

後どうしていくかは地域住民の意見を

伺いながら検討していくと言っていた

が、人の命に関わる大切な問題なので、

ある程度のシミュレーションをしてい

ないと対応できないと思う。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

313 

光が丘保育園、光が丘第二保育園、

田柄保育園の災害時の第一避難場所と

して光が丘第八小学校が指定されてい

る。日頃から光が丘第八小学校への避

難訓練も行っている。田柄小学校へ移

行された場合、小さな子どもたちを連

れて行くのは非常に危険で困難。また、

避難場所のキャパシティを超えてしま

うのではないか。 

学校が避難拠点として利用され

ていることに留意し、地域の皆様の

ご意見を伺いながら跡施設の活用

など地域における必要な防災機能

を確保していきます。 

△ 

314 

旭町２丁目と３丁目の避難所が旭町

小学校だけではキャパオーバー。跡地

は避難所となり、かつ、地域のみんな

が利用できる場としてほしい。毎週、

少年野球クラブが練習している。そう

いった地域の交流をなくさないでほし

い。 

豊渓中学校の体育館は残し、避難

場所としての使用を継続します。学

校の跡施設等（統合等により学校と

して使用されなくなった敷地や建

物）の活用は、区全体の重要な課題

です。活用に当たっては、現状のま

ちづくりの規制等も考慮のうえ、学

校が避難拠点や校庭開放、学校利用

団体によるスポーツ等の教育目的

以外の様々な利用があること、近隣

で小・中学校の改築等を行う際の仮

設校舎等としての利用、近隣の区立

施設の複合化用地としての活用に

留意し、今後地域の皆様のご意見を

伺いながら検討していきます。 

△ 

315 

旭町の少年野球チームで豊渓中学校

のグランドを借りている。学校は青少

年育成の場であり、地域の避難拠点と

しても非常に重要なため残してほし

い。 

※ 

316 

現在、発達に問題をかかえる子が増

えている。必要な援助ができるよう、

跡施設を発達支援センターとする考え

はないのか。 

△ 

資料編 

317 

素案には、議論や検討のために必要

な数字やデータ、他に検討された案、

他の案との比較検討結果といった情報

が記載されていない。それらを加筆し

た改訂版の素案を作成し公開すべき。 

計画（素案）は、令和５年度に策

定した基本方針に基づいた検討結

果をまとめたものです。検討経過に

ついては、学校別カルテとして掲載

しています。また、巻末の資料編に、

各校の児童生徒数や建築年数等の

データを掲載しています。 

○ 

318 

光が丘第八小学校、田柄小学校、光

が丘秋の陽小学校、旭町小学校の通学

区域内の各番地について、人口もしく

は面積、各小学校からの距離というデ

ータをまとめて可視化し、公開してほ

しい。 

番地の記載はありませんが、丁目

ごとの人口および面積は、区勢概要

に掲載しています。各番地から通学

区域内の小学校までの距離につい

ては情報が膨大であり、抽出は困難

です。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

その他 

319 

たくさんの子どもたちの中で教育

し、数字で評価し、競争しあう環境を

作ることは、本当に子どもたちのため

になるか。 

集団活動や行事が活発に行われ、

児童・生徒が様々な人との関わりの

中で学び、成長していくために、学

校には一定の児童・生徒数と学級数

が必要です。学校の適正規模を確保

することで、児童・生徒は、より良

好な教育環境の中で学び、多様なも

のの見方・考え方にふれることで、

成長することができると考えます。 

○ 

320 

光が丘第四中学校の３年生だけを最

後に残した対応や、旭丘小中の新しい

小中一貫校の校名の投票に、まだ統合

が決まっていない小竹小学校の児童を

参加させるなど、教育委員会は子ども

の心を傷つけることに対して配慮がな

いと思う。 

光が丘第四中学校については、保

護者の要望もあり、公表当時の１年

生の卒業を待って廃止となりまし

た。 

旭丘・小竹地域の新たな小中一貫

教育校である「みらい青空学園」に

ついては、小竹小学校の通学区域内

が「みらい青空学園」の中学部の通

学区域内でもあるため、小竹小学校

の児童にも統一学園名の投票に参

加していただきました。 

□ 

321 

友人関係のトラブルがあった場合、

被害者が学校を休んでしまう。廃校と

なると転入できる学校の選択肢が狭ま

る可能性が高くならないか。 

現在も、各学校で人間関係のトラ

ブルが生じた場合は、教員等が双方

の意見を聞きながら、早期解決に向

けて対応しています。引き続き、生

徒にとってより良い選択ができる

よう、丁寧に対応していきます。 

△ 

322 

少子化対策はしないのか。 少子化対策は、出産、育児、教育、

労働政策等を含めた総合的な政策

として、国が取り組むべきものと考

えています。区は、住民に最も身近

な自治体として担うべき子育て支

援の充実に取り組んでいます。 

□ 

323 

他区の通学距離の基準はどうなって

いるのか。 

通学距離の基準を設けている区

と、設けていない区があります。基

準がある区については、小学校１～

２km、中学校 1.5～２km となってい

ます。練馬区では、区内の実態に合

わせて、通学距離の目安を設定して

います。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
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324 

統合によって、他自治体では学級崩

壊や不登校が増えた学校もあるようだ

が、練馬区ではどうなのか。 

練馬区において、統合・再編後に、

学級崩壊や不登校が増えたという

データはありません。 

－ 

325 

今後はホームページだけでなく、小

学校を通じて進捗を知らせてほしい。 

計画（素案）の公表、説明会、保

護者への個別面談、オープンハウス

の開催等について、旭町小学校等を

通じて周知を行いました。今後も進

捗状況に応じて、小学校の保護者も

含めて周知を行っていきます。 

△ 

326 

検討委員会の委員が14名という少人

数で良いのか。非公開の理由が自由な

発言ができないとのことだが、公開だ

と都合が悪いのか。 

「練馬区立学校の適正規模・適正

配置検討委員会」は、教育委員会関

係者だけでなく、学校関係者、学識

経験者、PTA関係者で構成していま

す。特定の学校を予め決定して議論

を行っていないため、当該地域の方

を委員としていません。なお、構成

員については、「練馬区立学校の適

正規模・適正配置検討委員会規則」

で規定しています。 

 検討委員会では、令和５年度に策

定した基本方針に沿って適切に検

討が進められているかどうか、客観

的に議論いただいており、教育委員

会事務局の職員は、主に委員の皆様

からの質問にお答えする役割を担

っています。 

基本方針および実施計画の策定に

向け、令和４年10月以降、２年間で

延８回の会議で議論を行いました。

令和６年９月に基本方針の考え方

に基づく教育委員会による適正配

置候補校の検討経過をお示しし、令

和６年11月に検討委員会から、事務

局の評価は妥当であり対象となる

学校については対応が必要との答

申がなされたことから、その内容に

沿って令和６年12月に計画（素案）

を取りまとめました。必要な議論は

行われていると考えています。 

（次ページへ続く） 

□ 

327 

検討委員会の委員が14名という少人

数で良いのか。非公開の理由が自由な

発言ができないとのことだが、公開だ

と都合が悪いのか。 

□ 

328 

検討委員会の情報公開を申請した

が、審議のページ数はＡ４サイズで17

ページであり、果たして十分な議論が

できたのか疑問である。 

□ 

329 

今回の計画を立てる構成員はどのよ

うに決まったのか。特に教育について

は、意思決定する委員会のメンバーを

もっと多様性を考えて設定して欲し

い。議事録も非公開、構成員も区の管

理職が中心、縦割組織では考えが偏る。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

330 

「練馬区立学校の適正規模・適正配

置検討委員会」は、十分な人数の地域

代表、保護者代表、公募委員、学識経

験者、未就学児童関係団体代表などを

構成員としないで、教育委員会事務局

中心で進めたことは理解に苦しむ。対

象校になる可能性のある「過小規模校」

の保護者代表、町会代表などを委員に

しないと具体的な議論にならないし、

対立的な意見も出ない。 

（前ページからの続き） 

検討委員会を公開とすることで

委員の発言の萎縮等が懸念され、自

由かつ率直な意見交換が妨げられ、

委員会の公正かつ円滑な運営が著

しく損なわれるといったおそれが

あるため、「練馬区立学校の適正規

模・適正配置検討委員会規則」に基

づき、会議は非公開としています。 

一方、要点記録については、これ

までも「練馬区情報公開条例」に基

づき、公文書公開請求を受け、公表

できる段階で公開していましたが、

ご意見を踏まえて、区ホームページ

に掲載することとしました。 

今後、委員構成については、誤解

が生じないよう必要な見直しを行

っていきます。 

※ 

331 

検討委員会はなぜ地域の人や校長、

PTAを入れなかったのか。 

□ 

332 

中学校のPTA会長も検討委員会に入

れて進めてほしかった。 

※ 

333 

素案に対しての意見の数や肯定的、

否定的な意見の割合を知りたい。 

計画（素案）に対して寄せられた

意見件数は合計 723 件です。肯定的

か否かについて意思表示されてい

ない意見、文脈から読み取れない意

見も多いため、割合については明確

に算出していません。 

－ 

334 

この計画は直接関与する地域住民の

理解を得られているのか。従来のパブ

リックコメントでは、区の方針に合う

ものだけが取り上げられ、反するもの

は検討されなかった。形骸化しないよ

うに要望する。 

パブリックコメント等でいただ

いたご意見は真摯に受け止め、一つ

一つ精査したうえで、反映できるも

のは反映し、できないものはこの資

料でその理由を付して取りまとめ、

公表しています。 

－ 

335 

こども基本法では、こどもの意見を、

こども施策の「策定、実施、評価」にわ

たって考慮することが義務付けられて

いる。パブリックコメントへの記入以

外に、計画策定に子どもの声を反映し

ていく方法を検討すべきである。 

引き続き、適切な方法を検討し、

子どもの意見反映に取り組んでい

きます。 

△ 

336 

説明会や全ての質疑応答などをテキ

スト化して、まとめてウェブで公開し

てほしい。 

説明会の資料は、区ホームページ

で公開しています。また、説明会等

でいただいたご意見と区の考え方

については、区ホームページで公開

します。 

□ 
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337 

次回お示しさせていただくとの説明

があったが、次回の説明会はいつなの

か。 

ご意見を踏まえて、豊渓中学校・

光が丘第一中学校の統合・再編の検

討については、３月に再度の説明会

を開催しました。 

□ 

338 
住民へのお知らせがあまりにも遅

い。住民自治をないがしろにしている。 

計画（素案）の公表に当たっては、

ねりま区報 12 月 11 日号に説明会の

日程等を掲載したほか、各対象校に

関して、学校を通じた保護者の皆様

への周知や、町会・自治会にご協力

をいただき、回覧や公設掲示板への

掲示により地域の皆様に周知を行

いました。 

□ 

339 

町会に加入しているが、説明会の日

程は、12月も１月も回覧させることが

できないスケジュールで、実際回覧さ

れなかった。 

□ 

340 

計画に区の財政状況が厳しさを増し

ているとあるが、区立美術館は、当初

の76億から膨らんで100億円を超える

と言われており、その上、基金も毎年

積み増して1,000億を超えると聞いて

いる。区の財政状況について説明して

ほしい。 

練馬区の区民一人あたりの基金

残高は、23 区平均と比べて少ない状

況にあります。今後、老朽化した区

立施設の更新や遅れている都市イ

ンフラの整備など、財政負担の増大

が見込まれます。大規模災害や急激

な景気の悪化など、いざという時へ

の備えも必要で、決して十分とは言

えません。このため令和５年度に基

金の積立目標額を見直し、着実に積

み立てを進めていくこととしてい

ます。 

現在の美術館は、開館から 40 年

近くが経過し、大規模な改修が必要

な時期を迎えていることに加え、ス

ペースの不足、展示・収蔵環境やバ

リアフリーなど、数多くの課題を抱

えており、改修では課題に十分な対

応ができないため、改築することと

したものです。財源確保に努めたう

えで、着実に改築を進めていきま

す。 

－ 

341 

１月11日に説明会をやって、意見募

集期日が１月21日は短すぎる。 

ねりま区報 12 月 11 日号等で計画

（素案）を公表し、区民意見反映制

度による意見募集について周知し

ました。そのうえで、計画（素案）

の内容についてご理解いただくた

め、１月に各対象校で説明会を開催

しました。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

342 

豊渓中学校の説明会はただのパフォ

ーマンスでしかない印象を持った。早

急に具体案の提示と対応をしてほし

い。 

計画（素案）の内容についてご理

解いただくため、１月に各対象校で

説明会を開催しました。また、豊渓

中学校・光が丘第一中学校の統合・

再編の検討については、ご意見を踏

まえてに再度の説明会を３月に開

催し、１月の説明会でいただいたご

意見に対する区の考えをお示しし

ました。 

□ 

343 

説明会での質疑のほとんどが事前に

想定できる質問だった。本質的な議論

ができなかったのでFAQを準備してお

くべき。 

□ 

344 

日本国憲法には全ての国民はその能

力に応じて等しく教育を受ける権利が

あると定めている。区の開発に伴って

発生した地域の人口格差に準じての学

校の統合は憲法違反だ。 

適正配置は、学校規模によって教

育内容に差が生じないよう、児童・

生徒に良好な教育環境を提供して

いくために実施するものです。憲法

違反とは考えていません。 

※ 

345 

大泉西中学校の道路拡張にともな

い、校庭が分断され敷地も小さくなり

四角な校庭ではなくなり、建物が３階

から４階になり、子どもたちの負担が

とても大きくなる。分断された校庭で

は今までのような部活行動等々支障を

きたす。直ちに計画の撤回をすべきで

ある。 

大泉第二中学校の改築工事につ

いてのご意見かと思います。 

大泉学園駅南側地区における交

通安全対策や防災面等の地域の課

題を抜本的に解決するためには、都

市計画道路補助 135 号線・232 号線

の整備が必要です。 

また、両都市計画道路の交差部に

位置する大泉第二中学校の学校施

設は、築 50 年以上を経過し老朽化

が進んでいるため、改築による施設

の更新が必要な学校です。改築に当

たっては、望ましい教育施設機能の

実現とともに運動場については 200

ｍトラックや 100ｍ直走路が配置で

きる敷地面積を確保しており、改築

によって制限される部活動等はあ

りません。 

本年３月、地域の皆様や有識者委

員会の意見を伺いながら取組方針

を策定しました。今後、大泉第二中

学校の教育環境の保全と都市計画

道路の整備を進めていきます。 

※ 
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６ 区民意見反映制度による意見募集後に寄せられた意見（要旨）と区の考え

方 
 

NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

第１章 適正配置の基本的な考え方 

１ 

文部科学省の手引では、「単学級以下

校（中学校で３学級以下）は、学校統

合等により適正規模に近づけることの

適否を速やかに検討する必要がある」

とし、小規模を統合しなさいとは言い

切っていない。地域事情を配慮しなが

ら、小規模校として残す方法も記載し

ている。 

文部科学省による「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関

する手引」において、小学校では「全

学年ではクラス替えができない規

模」である７～８学級、中学校では

「全学年ではクラス替えができる

学年が少ない規模」である４～５学

級について、「教育上の課題を整理

したうえで、学校統合の適否も含

め、今後の教育環境の在り方を検討

することが必要である」とされてい

ます。また、中学校の６～８学級に

ついても「学校規模が十分でないこ

とによる教育上の課題を整理した

うえで、生徒数予測等を加味して今

後の教育環境の在り方を検討する

ことが必要である」とされていま

す。さらに、中学校について「免許

外指導をなくしたり、全ての授業で

教科担任による学習指導を行った

りするためには、少なくとも9学級

以上を確保することが望ましいも

のと考えられる」とされています。 

 過小規模化が進行すると、交友

関係が固定化しやすく、多様なも

のの見方・考え方にふれる機会が

少なくなるなど、デメリットの影

響が大きくなり、学校の努力だけ

ではカバーできずに学校運営に大

きな課題が生じることが危惧され

ます。 

より良い学びの実現に向けて、

学校教育の充実を図り、児童・生

徒に良好な教育環境を提供するた

め、適正規模の小・中学校を地域

に適正に配置します。 

※ 

２ 

文部科学省の手引で、「統合すること

も、小規模校として存続させることも、

設置者である自治体が判断」するとし

て、「小規模校を存続させる場合の教育

を充実させる方策」が例として挙げら

れている。なぜ、それを検討しないの

か。 

※ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

３ 

豊渓中学校は昔から１学年２学級

で、適正規模になるのは厳しい。適正

規模でない学校は多いのではないか。 

基準に満たない学校を全て統合して

しまえばいいのではないか。 

適正規模に満たない学校を全て

統合・再編する考えはありません。

候補となった学校についてさらに

複数の観点で統合・再編等の可否を

検討し、優先順位の高い学校を対象

校としています。 

※ 

４ 

適正規模はどのように決めたのか。 国では、学級数の標準規模を小・

中学校ともに「12～18学級」とした

うえで、学級数が少ない学校におい

て、児童・生徒数や教職員数が少な

くなることによる影響も含め、学校

運営上の課題が生じる可能性を挙

げています。区は、こうした課題や

教育現場の実態も合わせ、小・中学

校で「12～18学級」を適正規模とし

ています。 

適正規模を定めた基本方針の策

定に当たっては、素案の段階で、区

民意見反映制度により、区民の皆様

のご意見をお聞きしました。 

適正規模の基準については、各自

治体がそれぞれ定めています。23区

の状況を確認したところ、中学校に

ついては、練馬区を除く19区で基準

を定めています。このうち、練馬区

と同様に適正規模の範囲の下限を

12学級としているのが12区、11学級

としているのが１区、９学級として

いるのが６区であり、練馬区の基準

は他区と大きく異なるものではな

いと考えています。 

○ 

５ 

文部科学省の手引に「小・中学校と

もに12学級以上18学級以下が標準」と

あるが、「「特別の事情があるときはこ

の限りでない」という弾力的なもの」

とある。基準について弾力的に考えれ

ばいいではないか。 

※ 

６ 

適正規模の基準が厳しいという意見

に対してどう考えているのか。 

○ 

７ 

適正規模に満たない学校は他にもあ

るではないか。なぜ小規模ではいけな

いのか。学校規模を一律にする意味が

わからない。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

８ 

地方はもっと人数が少ない。同学年

にこだわる必要はなく、異学年でも交

流できる。 

 一般に、小規模校には、「一人ひと

りの学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。しかし、過小規模

化が進行すると、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え

方にふれる機会が少なくなるなど、

デメリットの影響が大きくなり、学

校の努力だけではカバーできずに

学校運営に大きな課題が生じるこ

とが危惧されます。 

このことについて、文部科学省に

よる「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」でも、

学級数が少ないことによる課題等

が列挙されています。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

９ 

過小規模では多様なものの考え方に

触れる機会が少なくなるとのことだ

が、教育上そんなに影響ないのではな

いか。人間関係が固定化すると言うが、

学校にそこまで求めてはいない。 

○ 

10 

過小規模校は多様なものの考え方に

触れる機会が少なくなるとのことだ

が、今の時代に合わないのではないか。

子どもはスマホも持っているし、ネッ

トや塾などで充分多様なものの考え方

に触れられている。 

○ 

11 
クラス替えができればトラブルが解

決できるわけではない。 

－ 

12 
人数が多い学校が良ければ、学校選

択制で行けば良い。 

※ 

13 
様々な意見があるなら、様々な規模

の学校があって良いと思う。 

※ 

14 
「適正配置」という言葉がまやかしく

さい。 

○ 

15 

小規模だからこそ子どもが活躍でき

る場が多く、先生も一人ひとりに手厚

く、子どもたちの変化も感じやすい。

豊渓中学校なら行ける子がいるだけで

も中学校を残す意義はある。 

○ 

16 
少人数が悪いかはわからない。少人数

の方が合う人もいる。 

○ 

17 

子どもは人数が少なくても近くの豊

渓中学校が良いと言っている。それよ

りも仲の良い友達とクラスが別になる

ことの方が嫌だと思っている。 

－ 

18 

小規模校では先生と子どもたちが理

解し合えることが多い。子どもたちも

立派に育っている。 

○ 

19 

豊渓中学校を存続させる方法もあ

る。メリットや子どもたちへの配慮を

考えてほしい。 

○ 
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対応 
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20 
豊渓中学校のメリットも見てほし

い。 

（前ページと同じ） 

一般に、小規模校には、「一人ひと

りの学習状況や学習内容の定着状

況を把握しやすい」「異年齢の学習

活動を組みやすい」「様々な活動に

おいて一人ひとりがリーダーを務

める機会が多くなる」といったメリ

ットがあります。しかし、過小規模

化が進行すると、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え

方にふれる機会が少なくなるなど、

デメリットの影響が大きくなり、学

校の努力だけではカバーできずに

学校運営に大きな課題が生じるこ

とが危惧されます。 

このことについて、文部科学省に

よる「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」でも、

学級数が少ないことによる課題等

が列挙されています。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。 

○ 

21 

30年前も６クラス、現在も６クラス、

20年後も６クラスということは、少子

化にもびくともしない学校というこ

と。区境という地域の特性を考慮して

豊渓中学校を残すべき。 

※ 

22 

少人数のメリットを伸ばし、デメリ

ットを減らす努力をすれば良い。 

※ 

23 

将来的に人口が減っていく中で、小

規模の中でどう対応していくかという

ことを考えた方が良いのではないか。 

○ 

24 

少人数の学校をあえて残す時期に来

ているのではないか。 

※ 

25 

少人数が良くて豊渓中学校を選んで

来る生徒もいる。良さを知らないまま、

他を選んでしまうのが悲しい。 

△ 

26 

なぜ豊渓中学校が統合の対象なの

か。少人数の良さがあるのに過小規模

ではダメなのか。 

○ 

27 

息子が15年前に豊渓中学校を卒業し

た。少人数でとてもよく面倒を見ても

らい、とても密な中学校生活だったが、

高校に入って圧倒された。各学年９ク

ラス×３学年、１クラスも大人数で、

意見を言えば次々と挙がる賛同・反対

意見に驚いたと聞いている。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

○ 

28 

豊渓中学校は部活動が少なく、運動

会の声援も少ない。光が丘第四中学校

が統合されたとき、次は豊渓中学校と

言われていた。 

－ 

29 
豊渓中学校の卒業生だが、いつか統

合になることはわかっていた。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
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30 

豊渓中学校は１～２クラスしかなく

部活も少ないため、いずれは統合の話

が出るとは思っていた。 

（前ページと同じ） 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

－ 

31 
豊渓中学校は正規の教員が少ないと

聞いて心配していた。 

○ 

32 

学校が近くなくなるのはショックだ

が、生徒数は多い方が良いと思ってい

る。豊渓中学校は、生徒会長を選ぶ際

もやりたい子ではなく、学校が選んだ

子になったという話を聞いた。小規模

だとあり得るのかもしれない。 

○ 

33 

大規模に馴染めない子、豊渓中学校

だと通える子が埋もれないか心配。不

登校等、学校に行きづらい子も特別な

場ではなく、普通の学校に通いたいと

思う。対応はしっかりしてほしい。 

過小規模化が進行すると、交友関

係が固定化しやすく、多様なものの

見方・考え方にふれる機会が少なく

なるなど、デメリットの影響が大き

くなり、学校の努力だけではカバー

できずに学校運営に大きな課題が

生じることが危惧されます。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

△ 

34 

子どもが通っている保育園と幼稚園

とを比べると、人数が多くなり先生の

目が行き届いていないと感じる。子ど

もの人数が増えるとそうなるのではな

いか。 

△ 

35 

大規模の学校になると、先生が子ど

も一人ひとりのことに気付き、寄り添

ってくれるのか心配である。 

△ 

36 

豊渓中学校ではこれまで、不登校の

子どもも受け入れてきた。このような

子どもは、今後どうなるのか。 

△ 

37 

足立区はすべて対等合併だという発

言があったが、その基準は調べても見

つからなかった。昔はあったと言うな

ら、理由があってやめたということ。

それを正義のように主張する、それを

信じる人々に、地域の者として不安し

かない。 

統合・再編の方法については、今

後、両校の学校関係者、保護者の代

表、町会・自治会の代表の方等で構

成する準備会を設置し、ご意見を伺

いながら検討していきます。 

△ 

38 

統合後は新校設立ではなく、光が丘

第四中学校のような吸収（光が丘第一

中学校は残す）形でお願いしたい。 

△ 
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39 

計画素案には少人数のデメリットし

か書かれていない。デメリットしかな

いように見えるので、メリットも書く

べきである。 

ご意見を踏まえて、小規模校のメ

リットについて計画に記載します。 

◎ 

40 

令和８年度に豊渓中学校の全員が移

動すべきなのではないか。 

統合・再編を円滑に進めるため、

統合までの準備期間を設けます。こ

の間、保護者や地域の皆様等の協力

を得て、準備会を設置します。 

その後、豊渓中学校と光が丘第一

中学校との合同で交流活動を実施

し、生徒の交流を深めたうえで、令

和11年４月を目途に、両校を統合・

再編する予定です。 

※ 

第２章 第二次適正配置基本方針に基づく適正配置検討候補校の抽出                     

41 

区が少子化対策や小規模校への対策

をすれば、20年後の人口推計は変わる

のではないか。社会が変化する中、地

域がどのように変化するのかわからな

い。20年後の人口推計はどの程度あて

になるのか。 

区の人口推計は、人口変動の要素

である出生・死亡・社会移動につい

て、将来の仮定値を設定すること

で、基準時点の人口から一定期間後

の将来人口を推計する「コーホート

要因法」を用いています。この手法

は、その精度の高さから、日本の人

口推計における標準的な方法とし

て広く採用されているものです。確

率的な観点からの回答はできかね

ます。 

学校の改築計画と整合を図りな

がら適正配置を実施していくため

には、人口推計を活用し、先を見据

えた計画が必要と考えています。 

□ 

42 

改築に課題のある学校とは何か。 35人学級編制による学級数の増

加等に伴う校舎の建築面積の拡大

に加え、周辺道路の拡幅や建築基準

法等の改正による規制の強化等に

より様々な制約を受けるため、改築

後、運動場面積が現在に比べて小さ

くなってしまう懸念があります。 

改築後に望ましい運動場面積を

確保できない可能性のある学校を

「改築に課題のある学校」としてい

ます。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

43 

教育委員会として、生徒数と校舎の

老朽化の理由だけで統合することが、

子どもの教育にとっていいことなの

か。 

対象校の選定に当たっては、現在

の学校別児童・生徒数に人口増減率

を掛け合わせた 20 年後の将来推計

のほか、東京都の推計、施設の改築

など複数の視点を考慮したもので

あり、十分な検討を行ったものであ

ると考えています。生徒数と校舎の

老朽化は統合・再編を考えるうえで

不可欠な要素と考えています。 

○ 

44 

統合の選定基準に運動場面積を使用

しているのは練馬区だけ。その選定基

準がおかしいのではないか。過小規模

であること、長寿命化改修ができない

ことも理由と聞いたが、運動場の問題

がなければ、豊渓中学校の名前が挙が

っても統合の対象校にならないのでは

ないか。 

運動場面積は、トラック競技や短

距離走ができるような面積の確保

が必要です。学習指導要領が求めて

いる授業に必要な規模を想定した

運動場面積の確保を目指しており、

改築後に望ましい運動場面積を確

保できない可能性のある学校も、適

正配置の候補校として検討しまし

た。 

運動場面積のみで判断している

わけではなく、20年後の学校規模、

適正配置後の学校規模、通学距離、

近隣校での受け入れの可否、人口変

動の要素等を踏まえて優先度の高

い学校について対象校としました。 

○ 

45 
運動場が狭くなっても十分活動でき

るのではないか。理由がピンとこない。 

○ 

46 

改築に課題のある学校として、机上

の計算をしているが、複数の建築家に

依頼し検討してほしい。また、その内

容を公表してほしい。 

※ 

第３章 第二次実施計画における適正配置対象校の選定 

豊渓中学校・光が丘第一中学校 

47 

統合の決定を覆してほしくない。

様々なデータを見た上で判断した計画

なので、自信をもって進めてほしい。

計画が遅れた場合、区民全体が被るデ

メリットの方が大きい。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

○ 

48 

反対の意見は個人的な見解であり、

全体計画を決定するエビデンスにはな

り得ない。また、自分の立場や影響力

を失いたくないという利己的な印象を

受けた。根拠なく変化に過剰な反対を

する方、利己的な思惑を持つ方が全体

へ悪影響を及ぼすことについて非常に

残念。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

49 

反対の方に賛成の意見を届けてほし

い。これまで学校のことに一生懸命取

り組んできた人が反対と言っている。

賛成が多いことが分かれば考えを改め

るのではないか。 

（前ページと同じ） 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

－ 

50 統合はやむを得ないと思う。 ○ 

51 
疑問が解消されれば、光が丘第一中

学校に行くことは問題ない。 

－ 

52 

光が丘第一中学校に入学しても良い

と思っている。周りも同じ意見の保護

者が多い。 

－ 

53 

無くなるのがわかっているのに豊渓

中学校に通うという選択肢はない。卒

業後も残る学校に通わせたい。 

－ 

54 

統合に反対している保護者は周りに

いない。現役の保護者にアンケートを

取ったら、賛成の方が多いと思う。反

対派は声が大きいだけで少数である。 

－ 

55 

反対派に歩み寄るために計画が２～

３年延期になるのではという不安があ

る。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

いただいたご意見も踏まえて、計

画を成案化していきます。 

－ 

56 
家庭や子どもに負担がかからないよ

うに進めてほしい。 

△ 

57 
統合をするかしないかを第一に決定

してほしい。 

－ 

58 
統合前提の話にならないと、なかな

か質問もできない。 

－ 

59 

統合するか否か早期に決めてほし

い。統合するならといった話が多すぎ

る。 

－ 

60 

統合するという前提で話を聞きた

い。反対とか延期してほしいという思

いはない。 

－ 

61 
周りは反対ではなく早く決めてほし

いという人が多い。 

－ 

62 

計画決定はいつなのか。子どもが６

年生なので、決まらないまま先延ばさ

れても困る。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

63 

子どもが５年生で中３の受験期の統

合となる。確定していないことが多く

心配。早く決定してほしい。 

（前ページと同じ） 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

いただいたご意見も踏まえて、計

画を成案化していきます。 

－ 

64 

６年生の保護者が早く決めてほしい

と言っているのは、統合することを決

めてほしいという意味ではない。 

－ 

65 
反対によって統合が延期されること

はないか。 

－ 

66 

６年生の親は反対しても仕方ないた

め、決定されたことに対してこれから

どうするかを考えることに時間を使い

たい。準備をしたいため早く決めてほ

しい。夏休み前に子どもに考えさせる

ことがしたい。 

－ 

67 

話が先に進まないので自分が反対派

と話をしてもいい。説得してほしけれ

ば協力する。夏を過ぎても話が進んで

いなければ反対派にまわる。 

－ 

68 

光が丘第一中学校への入学を選択し

た結果、計画が頓挫して結局豊渓中学

校で卒業できたということにならない

か不安。 

－ 

69 

区の考えは理解できるが、「検討す

る」という言葉が多く、何が決まって

いて何が決まっていないか、豊渓中学

校で卒業できる望みを持っていいのか

わからない。 

－ 

70 計画の決定はいつになるか。 － 

71 

いつまでに統合をする、しないが決

まるのか。どのようになったら決まる

のか。どちらでも良いが早く決めてほ

しい。 

－ 

72 

反対の保護者に理解してもらうのは

無理だと思う。理解をいただけるよう

に努めるということではなく、早く決

断してほしい。決断されれば、どのよ

うにしたらいいか考えられるが、決断

が遅いと私立に進む等の選択肢が狭ま

り、将来設計に影響がでる。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

73 

 区は何を持って決断するのか。その

基準はあるのか。最短でいつ決まるの

か。 

（前ページと同じ） 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

いただいたご意見も踏まえて、計

画を成案化していきます。 

－ 

74 
どのような状況になったら、計画を

決定しようと考えているのか。 

－ 

75 
いつまでに計画が決まれば、統合を

するしないが判断できるのか。 

－ 

76 

令和11年４月統合が延期になること

はあるか。いつまでに決まれば令和11

年統合なのか。 

－ 

77 

計画がなかなか決まらないのであれ

ば、住民アンケートを取ってはどうか。

早く決めてほしい。 

－ 

78 

小・中学校が近い方が安心だが、自

転車通学ができるならみんな光が丘第

一中学校に行くと思う。 

ご意見を踏まえて、現在よりも通

学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁

目（旭町小学校の通学区域）に居住

する生徒に対して、交通ルールの徹

底やヘルメットの着用等のルール

の定めたうえで、希望者には自転車

通学ができるようにします。 

このことについて計画に記載し

ます。 

◎ 

79 

検討する中で豊渓中学校という名前

が出てきたのはいつか。 

令和５年度に策定した基本方針

に基づき、令和６年度から具体的な

検討を開始するなかで候補校の一

つとして名前が上がりました。 

○ 

80 

光が丘第一中学校は何クラスになる

予定か。 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編後について、令和26年

度に12学級になる見込みです。 

○ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

81 

近くに小・中学校があることを理由

に住居を決めた人にとっては困る。 

小規模であっても学校の創意工

夫や、保護者や地域の皆様のご協力

により、適正な学校運営を行ってい

ます。しかし、過小規模化が進行す

ると、交友関係が固定化しやすく、

多様なものの見方・考え方にふれる

機会が少なくなるなど、デメリット

の影響が大きくなり、学校の努力だ

けではカバーできずに学校運営に

大きな課題が生じることが危惧さ

れます。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、本計画（素案）を公表し

ました。 

－ 

82 

20年後の学級数を問題としている

が、現状と差はない。統合をする意味

があるのか。 

－ 

83 

区内の中学校の配置は均等に通える

場所にあるべき。光が丘第一中学校は、

1.5km以内に４つも中学校がある中で、

区境の豊渓中学校をなくすのは光が丘

地区の中学校ができる前の学校配置の

意味を無視している。 

豊渓中学校は校地面積が狭く、改

築後に望ましい運動場面積を確保

したうえで他校の生徒を受け入れ

ることが出きません。一方、光が丘

第一中学校は現在の校舎でも豊渓

中学校の生徒を受け入れることが

できることから、計画（素案）をお

示ししました。 

計画（素案）の策定に当たっては、

令和５年度に策定した基本方針で

お示しした20年後の学校規模、適正

配置後の学校規模、通学距離、近隣

校での受け入れの可否、人口変動の

要素等を踏まえて、対象校や統合・

再編の場所を検討しました。 

○ 

84 
中学校の配置がいびつで、設立する

際の見込みが甘かったのではないか。 

－ 

85 

なぜ区の真ん中だけに中学校を作る

のか。バランスよく配置するべき。70

年前に豊渓中学校を作ったのは、この

地域に中学校が必要だからである。 

○ 

86 

豊渓中学校がなくなると練馬区の北

部に中学校がなくなる。バランスを見

ると光が丘の学校が豊渓中学校に統合

された方がいい。 

※ 

87 

教員や予算の問題など理解できなく

はないが、統合するにしても中学校の

分布を考えると無くすのは光が丘第一

中学校の方ではないか。 

※ 

88 
歴史的にも光が丘第一中学校が豊渓

中学校に戻るのなら話は分かる。 

※ 



64 

NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

89 

合意形成のための検討委員会は開催

してほしくない。子どもも参加させて

という意見があったが、絶対に参加さ

せたくない。反対の意見、賛成(反対で

はない)意見を教育委員会がそれぞれ

聞いて決断してほしい。開催しても反

対派の人しか参加しない。 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。一方、区立学校の適正配置につ

いては、令和５年度に考え方をお示

しした基本方針（素案）を公表し、

区民意見反映制度によりご意見を

伺った上で策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年12月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合・再編に関しては、説明

会等でいただいたご意見を踏まえ

て、再度の説明会を開催したほか、

保護者の皆様に対する個別面談や

オープンハウスの実施等により、計

画（素案）の内容にご理解をいただ

けるよう努めてきました。 

いただいたご意見について、計画

に取り入れられるものは取り入れ

たうえで、今回、計画（案）を策定

しました。 

 

 

 

 

 

－ 

90 

統合するか否かは、地域だけの問題

ではなく区全体の問題であり、豊渓中

学校を残したい人の意見で結論が変わ

るのはおかしい。 

－ 

91 

統合の検討に旭町の地域代表、父母

代表など直接関係ある人を入れてほし

い。 

－ 

92 

意見には検討すると言うばかりで何

も前に進まない。検討委員会は必ず作

ってほしい。 

－ 

93 

豊渓中学校の統合について保護者、

子どもたち、地域の合意形成がされて

いない。合意形成のための検討委員会

を開催し、合意がされてから正式に発

表するべき。 

－ 

94 

合意形成のための検討委員会での対

話が必要。一方的な計画で、20年後の

推定を記されても納得できない。 

－ 

95 

統合に関する検討委員会の設置を求

める。結論ありきで計画を進めるのは

反対。 

－ 

96 
準備会ではなく、合意形成のための

話し合いの場を設けてほしい。 

□ 

97 

一方的な進め方では納得できない。

合意形成のための検討の場を設け丁寧

に子どもたちや地域の意見を吸い上げ

てほしい。その際、公募委員や町づく

り協議会、通学が長距離になる地域の

保護者や子どもたち、生徒会などを20

～30人ほど入れ、傍聴人も入れて１～

２年かけてじっくり検討してほしい。 

－ 

98 
他自治体は統合について２～３年か

けて話し合いをしている。 

－ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

99 

合意形成ができていないことが明白

になった説明会だった。統合ありきの

会ではなく、そのことから話し合う検

討委員会を早急に開くべき。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。一方、区立学校の適正配置につ

いては、令和５年度に考え方をお示

しした基本方針（素案）を公表し、

区民意見反映制度によりご意見を

伺った上で策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年12月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合・再編に関しては、説明

会等でいただいたご意見を踏まえ

て、再度の説明会を開催したほか、

保護者の皆様に対する個別面談や

オープンハウスの実施等により、計

画（素案）の内容にご理解をいただ

けるよう努めてきました。 

いただいたご意見について、計画

に取り入れられるものは取り入れ

たうえで、今回、計画（案）を策定

しました。 

 

 

 

 

－ 

100 

豊渓中学校を存続できる方法を考え

てほしい。合意形成をしっかり取って

から、存続のための計画を進めてほし

い。 

－ 

101 
地域の人を入れた合意がなされてな

いといけない。あまりにも強引。 

－ 

102 

合意形成ができていない中で、統合

の時期は延期にならないのか。合意形

成は考えないのか。 

－ 

103 
計画（素案）の延期は考えていない

のか。 

※ 

104 計画を撤回する可能性はあるのか。 － 

105 

様々な意見や質問があるが、これら

を１つでも多く計画等に取り入れてほ

しい。何より丁寧に時間をかけて合意

形成を進めてほしい。 

－ 

106 
反対派の意見はどのように吸い上

げ、反映されるのか。 

－ 

107 

合意形成のための検討委員会は開か

ないということだが、なぜ開かないで

ほしいという意見は聞いて、開いてほ

しいという意見は聞いてくれないの

か。 

－ 

108 

文部科学省の方針を無視して合意形

成をせず、統合を決定させる可能性は

あるのか。 

－ 

109 
計画を延期して検討の期間を設ける

という決定を早くしてほしい。 

－ 

110 
陳情が出されている状況で、計画が

決定されることはあるのか。 

－ 

111 

素案は一旦白紙にしてほしい。この

計画は子どもたち、保護者、地域の誰

にも寄り添っていない。 

※ 

112 

地域の合意形成をあまりにないがし

ろにしている。成案化は撤回し見直す

べき。 

※ 
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113 
計画は一旦凍結して、もう一度、ゼ

ロベースで地域と話すべきである。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。一方、区立学校の適正配置につ

いては、令和５年度に考え方をお示

しした基本方針（素案）を公表し、

区民意見反映制度によりご意見を

伺った上で策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年12月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合・再編に関しては、説明

会等でいただいたご意見を踏まえ

て、再度の説明会を開催したほか、

保護者の皆様に対する個別面談や

オープンハウスの実施等により、計

画（素案）の内容にご理解をいただ

けるよう努めてきました。 

いただいたご意見について、計画

に取り入れられるものは取り入れ

たうえで、今回、計画（案）を策定

しました。 

 

 

 

 

※ 

114 

進め方が拙速であることが問題。素

案の公表から、まだ半年ではないか。

公表から時間をしっかり確保し、反対

の意見をより聞くべき。 

－ 

115 

地域から中学校がなくなることに反

対。なぜ事前に地域の人と話さないの

か。区役所、教育委員会が勝手に進め

ていくものではない。 

－ 

116 

令和８～10年度の児童は意見が割れ

ることになり、大人の事情で寂しい思

いをする。統合のことは保留にしてほ

しい。いつかなくなるのは受け入れら

れる。 

－ 

117 

豊渓中学校は建て替えをしてほし

い。地域から中学校をなくさないでほ

しい。小規模校ならではの特色のある

学校として存続させてほしい。計画を

白紙に戻して考えてほしい。 

※ 

118 

統合しないでほしい。合意形成のた

めの検討する場を設けてほしい。子ど

もたちに寄り添ってほしい。 

－ 

119 
区民をないがしろにしないでほし

い。 

－ 

120 
住民、生徒のことをもう少し考えて

ほしい。 

－ 

121 全てが合意の上で進めてほしい。 － 

122 

結果の押し付けではなく、必ず住民

と話し合ってから施策を決めてほし

い。区長の指示のみで決めず、住民合

意こそがこれからの区政の柱としてほ

しい。区長選で信を問うてほしい。住

民は練馬区の隅々まで同じ権利を持っ

ている。 

－ 

123 

旭丘・小竹地域は時間をかけて検討

している。旭町も話し合うことができ

る地域である。過去の経緯でこのやり

方を取ったのだと思うが、軽んじられ

たように感じる。 

－ 
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124 

合意形成のための検討の場を設ける

場合、人選は地域に相談してもらえる

のか。設けることが決定したら、区報

や区のホームページで知らせてほし

い。また、「統合は決定ではない」旨を

強調してほしい。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校については、校舎が築

59年を迎えていますが、令和２年度

に実施した調査で、校舎が長寿命化

には適さないことが判明しました。

また、令和６年度に実施した区の将

来推計において、豊渓中学校は現在

だけでなく20年後も過小規模の状

況が見込まれることが判明しまし

た。一方、区立学校の適正配置につ

いては、令和５年度に考え方をお示

しした基本方針（素案）を公表し、

区民意見反映制度によりご意見を

伺った上で策定しました。令和６年

度は、基本方針に基づいた検討結果

をまとめ、昨年12月に計画（素案）

を公表しました。 

計画（素案）の内容について、保

護者や地域の皆様にご理解いただ

くため、区民意見反映制度による意

見募集を行ったほか、各対象校で説

明会を開催しました。また、各学校

で児童・生徒に周知し、タブレット

端末等から子どもの意見を募集し

ました。豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合・再編に関しては、説明

会等でいただいたご意見を踏まえ

て、再度の説明会を開催したほか、

保護者の皆様に対する個別面談や

オープンハウスの実施等により、計

画（素案）の内容にご理解をいただ

けるよう努めてきました。 

いただいたご意見について、計画

に取り入れられるものは取り入れ

たうえで、今回、計画（案）を策定

しました。 

－ 

125 

過去の統合の事例から、このような

進め方をしたら問題が起こるというこ

とはわからなかったのか。 

－ 

126 

統合についてのアンケートの実施や

生徒会で話し合う機会を設けるなどし

てはどうか。質問事項には、メリット

やデメリットを併記し、生徒会や学校

運営協議会なども関わって作ってほし

い。 

※ 

127 
子どもが困らないように丁寧に説明

してほしい。 

－ 

128 
保護者や子どもを置き去りにしてい

る。 

－ 

129 
大人目線ではなく、子どもの目線で

考えてほしい。 

－ 

130 

計画を遂行することだけを考え、子

どもの事が全く考えられてない。美術

館や大泉第二中学校の計画など、区の

進め方は前時代的である。 

－ 

131 
地域の意見もわかるが、一番は子ど

もたちを考えるべき。 

－ 

132 

結論が出てない中で説明会を何度も

やっても時間だけが過ぎてしまう。そ

もそも結果ありきが見えている。 

－ 

133 
地域の人ではなく、当事者の意見を

尊重してほしい。 

－ 

134 

受け入れる光が丘第一中学校側の意

見はどのようなものがあるのか。反対

はないのか。 

計画（素案）に対して、賛成・反

対を含めて、様々なご意見をいただ

いています。 

－ 

135 
光が丘第一中学校地域はこの計画に

どのような反応をしているのか。 

－ 
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136 

コスパありきの考え方で、基準等の

数字をあてはめているだけに見えるか

ら反発が出るのではないか。 

学校の適正配置は、人材・施設の

有効活用といった面もありますが、

より良い学びの実現に向けて、学校

教育の充実を図り、児童・生徒に良

好な教育環境を提供するために実

施するものです。 

○ 

137 

豊渓中学校は過去20～30年間、５～

６学級であり、20年後も変わらない。

過小規模を長年そのままにしてきてい

るが、旭町地域の人にこのままでは統

合することになると伝えてきたのか。

また、対策はとってきたのか。具体的

に何をしてきたのか。 

 平成19年度に策定した第一次実

施計画では、中学校は学校選択制度

を導入したばかりであり、検討の対

象とはしませんでした。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、計画（素案）を公表しま

した。 

－ 

138 

豊渓中学校の生徒数はこれまでも少

ない。過去数十年の豊渓中学校と旭町

小学校の推移を見れば、それほど増減

してないのでは。将来推計だけでなく、

これまでの増減も考慮したのか。 

□ 

139 
計画（素案）は決定なのか。 計画（素案）にいただいた様々な

ご意見も踏まえ、反映できるものは

反映し、このたび、計画（案）を取

りまとめました。最終的には区議会

等に諮り、決定していきます。 

－ 

140 
統合は決定なのか。 － 

141 

豊渓中学校をなくすということは、

高校推薦合格率50％以上の素晴らしい

学校をつぶすということ。区立中学校

全体の質が下がる。 

各学校にはそれぞれに良さがあ

ります。しかし、過小規模化が進行

すると、交友関係が固定化しやす

く、多様なものの見方・考え方にふ

れる機会が少なくなるなど、デメリ

ットの影響が大きくなり、学校の努

力だけではカバーできずに学校運

営に大きな課題が生じることが危

惧されます。 

豊渓中学校については令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り長

寿命化改修も不適であることなど

に鑑み計画（素案）を公表しました。

（次ページへ続く） 

－ 

142 
地域のために学校を残せるよう検討

してほしい。 

※ 

143 
豊渓中学校の特色をいかして地域の

学校として残してほしい。 

※ 

144 豊渓中学校を残してほしい。 ※ 

145 
豊渓中学校は母校であり、無くして

ほしくはない。 

※ 

146 
豊渓中学校出身であり無くなってし

まうのは悲しい。統合しないでほしい。 

※ 

147 

豊渓中学校は、地域の人も色々な取

組をやってくれていたのに残念であ

る。 

－ 
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148 
数字だけの決定ではなく地域性を考

えて豊渓中学校を残してほしい。 

（前ページからの続き） 

夢や目標を持ち困難を乗り越え

る力を備えた子どもたちの育成に

向け、教育の質の向上、家庭や地域

と連携した教育の推進、支援が必要

な子どもたちへの取組の充実に引

き続き取り組んでいきます。 

一方、学校は教育施設である一

方、避難拠点や学校開放など、地域

交流の場として様々な機能を併せ

持っており、地域コミュニティの拠

点として重要な役割を担っている

ことは認識しています。 

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

※ 

149 
旭町の地域のことを考慮してくれた

のか。 

△ 

150 

旭町３丁目がどういう地域か調査し

たのか。練馬区の端っこで何の得もな

い。 

□ 

151 
練馬の北部地域に存する旭町の存在

を否定されているように感じる。 

－ 

152 

近くに中学校がないことで、国立・

私立、区内他校に進学希望する児童・

保護者が増えると思われる。この地域

に住むことも選択しない人も増えるか

もしれず、地域のまとまりから考えて

も共通の学校に通っていないと地域の

活動に参加しなくなることが予想され

る。 

△ 

153 

文部科学省の手引に「学校統合の適

否を検討する上では、地域住民や地域

の学校支援組織と教育上の課題やまち

づくりも含めた将来ビジョンを共有

し、十分な理解や協力を得ながら進め

ていくことが大切」とあるが、地域の

衰退や子育て世帯の減少等の将来ビジ

ョンが共有されていない。 

△ 

154 
これまで学校と地域が協力してき

た。学校がなくなれば旭町は崩壊する。 

△ 

155 

中学校がなくなると、地域から子育

て世帯が減り、いずれ旭町小学校も統

合対象になる可能性も出てくるのでは

ないか。この地域のコミュニティや防

災、町づくりをどのように考えている

のか。 

△ 

156 

地域コミュニティ的には教育委員だ

けで検討してもどうにもならない。練

馬区の職員や区長を出さなければ話し

は進まない。練馬区が今まで旭町に対

してしてきたことを一から見直すべ

き。 

検討に当たっては、区の各部署と

協議を行ったうえで、計画（素案）

を策定しました。 

－ 
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157 

統合の時期と重なる学年が卒業する

まであと２年待てないか。新６年生が

入学前に指定校変更できると記載され

ていたが、新５年生にとっては中２か

ら中３という大きく受験に関わる時期

に転校となる。新３年生以下は中学入

学から統合後の学校へ通うため転校が

ない。せめて、新４年生が卒業するま

でもう２年延期してほしい。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、先延ばしが困難なため、

令和11年４月をめどに統合・再編す

る計画（素案）をお示ししました。 

※ 

158 
統合の対象校が出た際、学校の状況

は調査したのか。 

検討に当たっては、学校の状況を

確認しました。 

－ 

159 

光が丘第一中学校の築年数を考える

と、あと20年は無くならないという理

解で良いか。 

光が丘第一中学校は築41年で、改

築を行うまで 20年程度の期間があ

ります。現時点でさらなる統合・再

編を行う計画はありません。 

○ 

160 

光が丘第一中学校の学級数、生徒数

はどのくらいか。 

令和７年５月１日現在の学級数、

生徒数は、９学級256名です。なお、

令和６年５月１日現在の学級数、生

徒数は、計画（素案）に記載してい

ます。 

○ 

161 

光が丘第一中学校は教室数に余裕が

あるのか。 

光が丘第一中学校の現校舎では

15教室程度を確保でき、統合・再編

後に想定される 12学級を受け入れ

られる見込みです。 

○ 

162 
豊渓中学校と光が丘第一中学校の進

学率と進学先が知りたい。 

豊渓中学校の令和６年度卒業生

38 名 の 内 訳 は 、 国 公 立 18 名

（47.4％）、私立13名（34.2％）、各

種学校・その他７名（18.4％）です。

光が丘第一中学校の令和６年度卒

業生 68名の内訳は、国公立 30名

（44.1％）、私立27名（39.7％）、各

種学校・その他11名（16.2％）です。 

－ 

163 

豊渓中学校と光が丘第一中学校の口

コミサイトを見ると、光が丘第一中学

校の順位が低いのが気になる。 

－ 

164 

光が丘第四中学校と今回の統合に人

数規模の違いはあるのか。 

光が丘第四中学校は、統合・再編

の方針を公表した平成 28年度時点

で、114名（４学級）でした。今回、

計画（素案）を公表した時点で、豊

渓中学校は137名（５学級）です。 

－ 
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165 

豊渓中学校に入学するのは旭町小学

校の卒業生のみか。 

豊渓中学校の通学区域には、旭町

小学校のほか、光が丘四季の香小学

校の通学区域があります。また、

様々な事情によりその他の小学校

からも入学しています。 

－ 

166 

郵便局の裏に80戸ほどのマンション

もでき、子どもも増えている印象。 

豊渓中学校の生徒数、学級数につ

いて、区の将来推計では令和26年度

で128名（５学級）、東京都教育人口

等推計では令和11年度で153名（６

学級）であり、いずれも過小規模の

見込みです。 

○ 

167 
令和11年４月の統合が難しかった場

合、統合はいつになるのか。 

統合・再編を円滑に進めるため、

統合までの準備期間を設けます。こ

の間、保護者や地域の皆様等の協力

を得て、準備会を設置します。 

その後、生徒の交流を深めるた

め、豊渓中学校と光が丘第一中学校

との合同で交流活動等を実施して

いきます。令和11年４月の統合・再

編を目指して取り組んでいきます。 

－ 

168 いつ統合されるのか。 ○ 

169 

豊渓中学校の人数が少なくなった場

合でも統合が早まることはないか。後

輩や友達が少なくなることが心配。 

○ 

170 

統合により人数が多くなると使用で

きるグラウンドが狭くなると思うが、

どのように考えているのか。 

児童・生徒数に関わらず、学習指

導要領が求めている授業に必要な

規模を想定した面積として、小学校

は100ⅿトラック・直線走路50ⅿ、

中学校は150ⅿトラック・直線走路

100ⅿの確保を目指しています。 

○ 

171 

石神井小学校で想定よりも人数が増

え増築を行っていると聞いた。豊渓中

学校も統合しなければ良かったとなら

ないか。 

適正配置の検討に当たっては、20

年後の学校規模を推計しています。

一方、学校の改築を行う際の推計

は、必要な教室数を算出するために

行っており、改築工事の着手前の時

点で、最新の開発情報等を踏まえて

推計を行っています。 

□ 

172 

統合の話が出た時点で、小３～小５

の子どもたちが越境や受験を考え始

め、すでに来年以降の生徒数が激減す

ると思われるが。豊渓中学校が１クラ

ス５人等になっても中学校として成立

するのか。少人数になるため、部活動

やイベントなどに影響があると思う。 

統合・再編までの間、新１年生が

少なくなったとしても、異学年との

縦割り活動、統合対象校との交流活

動等の充実に努め、統合・再編まで

の間、学校教育に支障が生じないよ

う創意工夫していきます。 

 

○ 
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173 
豊渓中学校への入学者が少なくなっ

た場合どうするのか。 

（前ページと同じ） 

統合・再編までの間、新１年生が

少なくなったとしても、異学年との

縦割り活動、統合対象校との交流活

動等の充実に努め、統合・再編まで

の間、学校教育に支障が生じないよ

う創意工夫していきます。 

 

○ 

174 
豊渓中学校への入学者が少なくなっ

た場合どうするのか。 

○ 

175 

計画が延期されたとしても、豊渓中

学校には行かないと言っている人は多

い。来年の豊渓中学校の入学者は減る

のではないか。 

△ 

176 
このままでは公立離れが進み、みん

な私立に行ってしまう。 

統合・再編後の学校が、より魅力

ある学校となるよう努めていきま

す。 

△ 

177 

成増駅近辺の塾に旭町小学校の入塾

者が増えたと聞いたので、中学受験を

考える家庭が増えているのだと思う。

公立校への進学者が減るのは残念であ

る。 

△ 

178 

旭町で入塾者が増えていると聞く。

先に計画を公表して、入学者を減らす

つもりではないか。 

計画（素案）の公表により、入学

者を減らすという意図はありませ

ん。 

－ 

179 

長寿命化改修ができないと言ってい

たが、建て替えればいいのか。 

豊渓中学校は校地面積が狭く、改

築後に望ましい運動場面積を確保

したうえで他校の生徒を受け入れ

ることができません。 

また、豊渓中学校については、令

和６年度に実施した区の将来推計

において、現在だけでなく20年後も

過小規模の状況が見込まれること

が判明したこと、学校の改築時期が

迫り、長寿命化改修も不適であるこ

となどに鑑み、本計画（素案）を公

表しました。 

○ 

180 

学校を改築しないのは、税金の使わ

れ方として公平性がない。行政サービ

スとしてもどうなのか。 

○ 

181 
豊渓中学校は長寿命化改修ができな

いとのことだが、耐震は問題ないのか。 

必要な耐震補強については、全校

で実施しています。 

□ 

182 

統合した場合、光が丘第一中学校は

建て替えるのか。 

光が丘第一中学校については、現

校舎で豊渓中学校の生徒を受け入

れることができるため、現時点で改

築の予定はありません。 

○ 
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183 
旭町小学校の改築時期はいつか。 各学校の改築時期については、今

後、築年数が古い学校から順に個別

に検討し対応方針を決定します。 

旭町小学校は、令和10年度以降に

改築に着手する学校の一つに位置

付けています。 

過去の事例では、改築時は運動場

に建設した仮設校舎で、学校生活を

送っていただいています。 

□ 

184 

旭町小学校の改築はまだ先なのか。

改築となったら子どもたちはどうなる

のか。 

□ 

185 小中一貫校にはできないのか。  国では、小中一貫の義務教育学校

における学級数の標準規模を「18～

27学級」としています。このことも

踏まえて、区では「18～27学級」を、

小中一貫教育校の適正規模として

います。 

20年後の学級数について、旭町小

学校は12学級、豊渓中学校は５学級

と推計しています。両校合計で17学

級であり、基本方針においてお示し

している小中一貫教育校の適正規

模には満たないことに加え、中学校

では単学級が起こり得る状況につ

いて小中一貫教育校化では解消で

きないため、小中一貫教育校化は難

しいと判断しました。 

※ 

186 
豊渓中学校をなくしてほしくない

が、小中一貫校が妥協案である。 

※ 

187 

旭町小学校と小中一貫校にし、地域

に中学校を残してほしい。道路が間に

あるということは問題にならないので

はないか。 

※ 

188 

17学級だから小中一貫教育校にでき

ないというストーリーが出来上がって

いるように感じる。 

○ 

189 

小中一貫校は難しいということだ

が、上石神井小・中学校のように同じ

敷地に建てるということはできない

か。 

※ 

190 

小中一貫校にできない理由に納得で

きない。区のルールであれば、変えら

れるのではないか。 

○ 

191 

豊渓中学校と旭町小学校を統合でき

ない理由として適正規模の基準に満た

ないとあったが、基準が制定されたの

はいつなのか。20年後と言われても、

その頃には基準が改訂されている可能

性が高く、全く信ぴょう性に欠ける。 

－ 

192 
小中一貫校にしても35人学級になれ

ば18クラスになるのではないか。 

20年後の学級数については、35人

学級で算出しています。 

○ 

  



74 

NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

第４章「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の今後の対応方針」に基づく進捗状況  

193 

小竹小学校の統合が進んでいない理

由は何か。 

対応方針案の作成当時は過小規

模校であった旭丘小学校・小竹小学

校の児童数が増加傾向であったこ

とから、旭丘小学校と旭丘中学校を

先行して小中一貫教育校の設置に

向けた準備を開始することとして

います。小竹小学校については、令

和８年度の新校開校後の状況を確

認し、統合に向けた調整を進めま

す。 

□ 

194 

旭丘、小竹地域の統合については、

素案はなかったではないか。 

新たな小中一貫教育校の設置に

ついては、対応方針案を公表し、説

明会等を通じてより多くの保護者

や地域の方々の意見を伺いながら

進めています。 

□ 

第５章 第二次実施計画を進めるにあたっての具体的な取り組み 

195 

光が丘第一中学校に行く場合、携帯

電話は持たせても良いのか。 

練馬区立学校では、原則、携帯電

話等の電子機器の持ち込みを禁止

しています。ただし、家庭からの要

望があり、やむを得ないと校長が判

断した場合には、携帯電話等の電子

機器の持ち込みを許可することと

していますので、個別にご相談いた

だく形となります。 

△ 

196 

自転車通学が可能でも、女子がスカ

ートの制服では何かと心配。合わせて

ジャージ登校を可能にすることや制服

にズボンを導入するなど必要ではない

か。 

統合・再編後の標準服について

は、準備会等で皆様のご意見を伺い

ながら検討していきます。 

△ 

197 

統合されたら光が丘第一中学校も校

名、校歌、校章、制服はすべてなくし、

一から作るということか。 

統合・再編後の校歌・校章・標準

服、校名等については、準備会等で

皆様のご意見を伺いながら検討し

ていきます。また、光が丘第一中学

校が、令和７年度に標準服をリニュ

ーアルしたことも含めて検討して

いきます。 

△ 

198 

光が丘第一中学校の制服は今年度変

わった。光が丘第一中学校側は豊渓中

学校が来るだけで、統合後も制服など

何も変わらないと思っているのではな

いか。変わる可能性を知れば統合に反

対するのではないか。 

△ 
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199 

豊渓中学校と光が丘第一中学校は、

それぞれ教育理念や方針が異なるが、

統合されるとどうなるのか。 

統合・再編後の方針・計画につい

ては、具体的には今後、生徒や地域

の状況等を踏まえて検討していき

ますが、これまでの両校の特色を生

かし、魅力ある学校づくりに取り組

んでいきます。 

△ 

200 

通学距離が長いため、提出物や部活

動前の再登校はしないようにしてほし

い。 

光が丘第一中学校では、教員が対

応できる場合、現在も通学に時間が

かかる生徒は帰宅せず、教室で待機

させるなどの対応を行っています。 

今後も可能な限り、再登校しなく

ても済むようにしていきます。 

△ 

201 

統合が決まった中学校の教職員のモ

チベーションが心配である。 

統合・再編までには、生徒、保護

者だけでなく、教職員間の交流や統

合・再編に向けた両校の関係者の打

合せ等の準備を行います。また、生

徒の状況に配慮した教職員配置を

行います。 

統合・再編によって教育内容に影

響を与えないよう、引き続き、学校

長や教職員と連携しながら取り組

みを進めていきます。 

△ 

202 

教員の加配は統合後の光が丘第一中

学校だけなのか。統合前の豊渓中学校

にはないのか。 

教員の定数は東京都の基準によ

り定められています。東京都の補助

事業による教員の加配は、統合・再

編前後の学校を対象としています。 

－ 

203 

光が丘第一中学校の教員数は少ない

のか。統合すると教員はどれぐらい増

えるのか。 

教員の定数は東京都の基準によ

り定められています。統合・再編後

の学級数は、12学級を見込んでいる

ため、現在に比べ５名増加する予定

です。加えて、東京都の補助事業を

活用し、教員の加配を検討します。

教員の異動については、個人や学校

の状況によって異なりますが、概ね

３～６年で異動するケースが一般

的です。 

□ 

204 

統合すると光が丘第一中学校の教員

は増えるのか。教員の異動はどのくら

いであるのか。 

□ 

205 

途中で学校が変わる際、標準服の補

助はあるのか。 

統合・再編に伴い、買い替えの必

要があると判断した学校指定用品

（標準服や体操着等）については、

その費用を区が負担します。 

○ 
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206 

豊渓中学校の上の子の制服を着用で

きると考えていたが、光が丘第一中学

校に入学だと制服の買い替えが必要な

のか。その場合の補助等は検討してい

るか。 

統合・再編に伴い、買い替えの必

要があると判断した学校指定用品

（標準服や体操着等）の費用につい

ては、その費用を区が負担します。 

一方、指定校変更等により、入学

時から光が丘第一中学校に通学さ

れる場合の補助等については困難

です。 

 

 

 

 

 

※ 

207 

入学当初から光が丘第一中学校に行

く人には、標準服の補助はないという

ことか。豊渓中学校もリサイクルがあ

るが、おさがりで使うためあえて購入

した。きれいな状態である標準服を買

い取ることや一部負担するなど考えて

ほしい。 

※ 

208 
統合前からの入学でも標準服の補助

を認めてほしい。 

※ 

209 

制服は中学校の途中で光が丘第一中

学校に変わる場合、再度購入する必要

があるのか。その費用は誰が負担する

のか。入学時から光が丘第一中学校に

指定校変更した場合、おさがりのため

に長子の制服をわざわざ新品で購入し

たのに、次子にも制服購入しなければ

ならなくなり負担が大きい。 

※ 

210 

標準服のおさがりが沢山あるが、光

が丘第一中学校では使えないのか。 

光が丘第一中学校でも豊渓中学

校の標準服が着用できるようにす

る予定です。 

△ 

211 

旭町小学校や豊渓中学校で行ってい

るボランティアやＣＳ協議会などは光

が丘第一中学校にもあるのか。 

学校運営協議会について、豊渓中

学校の保護者や地域の皆様にご支

援いただいてきたことについては

大変感謝しています。一方、将来に

わたって学校教育の充実を図り、児

童・生徒に良好な教育環境を提供す

るためには、統合・再編を行うこと

が必要です。今後、学校運営協議会

については、区内各校への拡大を図

っていくこととしており、引き続き

ご協力をいただけるよう、今後も丁

寧にご説明していきます。 

これまでの両校の特色を生かし、

魅力ある学校づくりに取り組んで

いきます。 

△ 

212 

この手厚い地域の取組を光が丘でも

やってくれるのか。 

△ 

213 

コミュニティ・スクールなど新しく

始めたばかりなのに統合という話が出

てきた。進め方が良くなかったのでは

ないか。 

－ 

214 

コミュニティ・スクールの活動が途

絶えてしまうのは承服できない。 

△ 

215 
カフェすずしろ等は残してほしい。

豊渓中学校の良さは活かしてほしい。 

△ 
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216 

豊渓中学校のコミュニティ・スクー

ルが素晴らしいのなら光が丘第一中学

校でもそれを継続できないか。豊渓中

学校で活動していたことを活かせば良

い。 

（前ページと同じ） 

学校運営協議会について、豊渓中

学校の保護者や地域の皆様にご支

援いただいてきたことについては

大変感謝しています。一方、将来に

わたって学校教育の充実を図り、児

童・生徒に良好な教育環境を提供す

るためには、統合・再編を行うこと

が必要です。今後、学校運営協議会

については、区内各校への拡大を図

っていくこととしており、引き続き

ご協力をいただけるよう、今後も丁

寧にご説明していきます。 

これまでの両校の特色を生かし、

魅力ある学校づくりに取り組んで

いきます。 

△ 

217 

少人数の良さを試す学校にすれば良

い。そのためにコミュニティ・スクー

ルを始めたのではないか。 

－ 

218 
第六育成地区委員会も廃止されるの

ではないか。 

青少年育成地区委員会は、旧出張

所の管轄区域ごとに設置しており、

中学校の統合・再編に伴う変更は想

定していません。 

△ 

219 
第六育成地区委員会も廃止されるの

ではないか。 

△ 

220 

決定か否かが決まらないと跡地の活

用など次の検討に進まない。光が丘第

一中学校に子どもたちが通っても避難

拠点や地域の交流は旭町であってほし

い。 

統合・再編により避難拠点が光が

丘第一中学校に移るということで

はありません。統合・再編後も豊渓

中学校の体育館は避難場所として

活用していく予定です。 

学校が避難拠点として利用され

ていることに留意し、地域の皆様の

ご意見を伺いながら跡施設の活用

など地域における必要な防災機能

を確保していきます。 

△ 
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221 

豊渓中学校は、地域コミュニティの

核のひとつである。豊渓中学校約80年、

旭町小学校約70年、町会約60年の伝統

ある地域組織が協力して地域の活動を

しており、重ねてきた日々は地域の絆

となっている。 

 豊渓中学校の保護者や地域の皆

様にご支援いただいてきたことに

ついては大変感謝しています。しか

し、将来にわたって学校教育の充実

を図り、児童・生徒に良好な教育環

境を提供するためには、統合・再編

を行うことが必要です。  

 学校は教育施設である一方、避難

拠点や学校開放など、地域交流の場

として様々な機能を併せ持ってお

り、地域コミュニティの拠点として

重要な役割を担っていることは認

識しています。  

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

△ 

222 

第六育成地区委員会が主催する地区

祭は、豊渓中学校の生徒たちがボラン

ティアとして事業の進行に協力し、こ

の様子を見て小学生たちは豊渓中学校

への進学を考えている。 

△ 

223 

旭町小学校の体育館が２階にあるこ

とについて、区は避難所として問題が

あるとしているではないか。 

体育館が２階以上にある学校に

ついては、避難拠点の運営上の課題

があります。今後、築年数が古い学

校から順に個別に検討し対応方針

を決定します。 

なお、旭町小学校の体育館につい

ては、改築に合わせて１階に設置し

ます。 

□ 

224 

町会としては、小中合同の行事がど

うなるのか、避難拠点がどうなるのか

等、先のことを話したい。 

小・中学校が一緒に行う活動につ

いては、統合・再編後も中学校区別

に組織している小中一貫教育グル

ープの中で、活動内容を検討し、適

切に実施していきます。 

また、避難拠点については、統合・

再編により光が丘第一中学校に移

るということではありません。統

合・再編後も豊渓中学校の体育館は

避難場所として活用していく予定

です。学校が避難拠点として利用さ

れていることに留意し、地域の皆様

のご意見を伺いながら跡施設の活

用など地域における必要な防災機

能を確保していきます。 

△ 
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225 

豊渓中学校の跡施設はどうなるの

か。 

 学校の跡施設等（統合等により学

校として使用されなくなった敷地

や建物）の活用は区全体の重要な課

題です。活用に当たっては、現状の

まちづくりの規制等も考慮のうえ、

学校が避難拠点や校庭開放、学校利

用団体によるスポーツ等の教育目

的以外の様々な利用があること、近

隣で小・中学校の改築等を行う際の

仮設校舎等としての利用、近隣の区

立施設の複合化用地としての活用

に留意し、今後地域の皆様のご意見

を伺いながら検討していきます。 

なお、豊渓中学校の校舎は、耐震

性能は確保できていますが、築59年

と老朽化をしており、避難拠点とし

て継続的に使用することはできな

いと考えています。一方、体育館は

築28年であり当面の間、避難拠点と

しての使用は可能と考えています。 

△ 

226 

避難場所も含めて、跡施設はどうな

るのか。跡施設のことも決まっていな

いのに統合の計画を出したのか。 

△ 

227 

跡地については、住民へのメリット

がないと納得されないのではないか。

跡地の活用方法がまだ決まってないの

に統合することは理解できない。 

△ 

228 

跡施設はどうなるのか。無人のまま

放置され、廃墟のようになっても困る。 

△ 

229 

説明会の資料を見たが、体育館を残

すというのはどのような意味か。 

△ 

230 自転車通学は可能か。  令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討を行い、通学距離の

範囲内と判断し、計画（素案）を公

表しました。 

 しかし、ご意見を踏まえて、現在

よりも通学距離が遠くなる旭町２

丁目・３丁目（旭町小学校の通学区

域）に居住する生徒に対して、交通

ルールの徹底やヘルメットの着用

等のルールの定めたうえで、希望者

には自転車通学ができるようにし

ます。 

このことについて計画に記載し

ます。 

◎ 

231 旭町は自転車通学ができるのか。 ◎ 

232 

統合後の通学の安全性は心配であ

る。部活帰りで暗い中で30分歩かせる

のは心配。自転車通学を許可する地域

範囲等の基準はあるのか。 

◎ 

233 

自転車は認めるべきではない。私立

ではないのだから、家庭間で格差があ

り、自転車を買えない家庭もある。 

△ 

234 

自転車通学は危険との理由で他区で

は禁止されているが、練馬区ではどの

ような経緯で決められたのか。区議会

などで決定が覆ることはないのか。 

－ 

235 

自転車通学を認めたということは通

学距離に問題があると思ったからでは

ないか。 

○ 

236 

実際に自転車に乗って確認したの

か。電動自転車も許可されるのか。 

自転車を使用して確認を行いま

した。自転車通学を行う際のルール

については、学校とも調整のうえ検

討を進めます。 

△ 
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237 

自転車通学を許可する対象地域を旭

町２・３丁目としているが、ギリギリ

でそのエリアに入らない子どもにとっ

ては不公平であるため、距離（何km以

上）にすべきである。 

 令和５年度に策定した基本方針

に基づいた検討を行い、通学距離の

範囲内と判断し、計画（素案）を公

表しました。 

 ご意見を踏まえて、現在よりも通

学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁

目（旭町小学校の通学区域）に居住

する生徒に対して、交通ルールの徹

底やヘルメットの着用等のルール

の定めたうえで、希望者には自転車

通学ができるようにします。令和８

年度に指定校変更で光が丘第一中

学校に入学する生徒から、自転車通

学ができるよう調整していきます。 

 このことについて計画に記載し

ます。 

 自転車通学は、統合・再編により

通学距離が遠くなることに対応す

るためのものであり、いじめ等の原

因になるとは考えていません。 

※ 

238 

旭町２丁目と３丁目だけ自転車通学

を許可するとしているが、他の地域か

ら不公平と言われないか。またそれが

いじめなどの原因にならないか。 

－ 

239 

自転車通学は全生徒対象か。一部生

徒にすると他から不満が出るのではな

いか。 

－ 

240 
自転車通学はいじめの原因になるの

ではないか。 

－ 

241 
自転車通学は来年からなのか。どの

範囲まで認めるのか。 

◎ 

242 

自転車通学は、いつから認めてもら

えるのか。 

◎ 

243 

豊渓中学校区域から八坂中学校へは

通学経路に問題があるとの記載があっ

たが、他自治体を通過することはなぜ

問題なのか。 

統合・再編後の通学経路の安全確

保については、各学校での安全指導

を徹底するとともに、必要に応じて

警察署や各道路管理者等へ働きか

けを行います。 

他自治体の通過を前提とした通

学区域の設定は、安全対策を行うう

えでの関係者間の連携がより難し

くなることが想定されます。また、

笹目通りを横断することになる課

題等もあり、現実的ではないと考え

ています。 

－ 

244 

豊渓中学校の周辺は暗く、人通りが

少なく、坂が多いため通学に不安を感

じていた。 

中学校では通学路を設定してい

ませんが、学校と協議のうえ、通学

に当たっては安全な経路を検討し

ていきます。 

安全確保については、各学校での

安全指導を徹底するとともに、必要

に応じて警察署や各道路管理者等

へ働きかけを行います。 

 

△ 

245 
自転車通学の場合、決められたルー

トでの通学となるか。 

△ 

246 

中学１年生の女子は、自転車通学を

認められたとしても安全面を考え光が

丘第一中学校には行けない。光が丘公

園周辺の道は、暗いし危険。 

△ 
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247 

自転車通学のルートは決まっている

のか。光が丘公園を通る方が安全であ

る。バス通りは危険なため、モデルル

ートにしてほしくない。 

（前ページと同じ） 

中学校では通学路を設定してい

ませんが、学校と協議のうえ、通学

に当たっては安全な経路を検討し

ていきます。 

安全確保については、各学校での

安全指導を徹底するとともに、必要

に応じて警察署や各道路管理者等

へ働きかけを行います。 

 

△ 

248 
通学の安全面が心配だが、対策はあ

るのか。 

○ 

249 

自転車通学のモデルルートを検討す

るのは、計画の決定前なのではないか。

安全面が担保されてから計画を決定す

るのではないのか。順番が違うと思う。 

△ 

250 

光が丘第一中学校まで実際に歩いて

みたが、中学校前の歩道が狭い。自転

車は車道を通行させるのか。 

□ 

251 

自転車通学時に先生が通学路に立つ

等、負担増につながるのではないか。 

学校規模を大きくすることで、教

員の数が増え、業務分担が可能にな

るなどのメリットがあると考えて

います。 

通学時の安全確保について、教員

の負担増にならないよう、検討して

いきます。 

△ 

252 

中学校は何時に終わるのか。自転車

で行けるとしても光が丘公園の道が心

配。子どもも、光が丘公園の道は通り

たくないと言っている。 

光が丘第一中学校の部活動後の

最終下校時間は 18時30分になって

います。 

中学校では通学路を設定してい

ませんが、学校と協議のうえ、通学

に当たっては安全な経路を検討し

ていきます。安全確保については、

各学校での安全指導を徹底すると

ともに、必要に応じて警察署や各道

路管理者等へ働きかけを行います。 

△ 

253 

光が丘第一中学校に自転車はすべて

駐車できるのか。自転車通学はいつか

らできるのか。ヘルメットの着用は義

務か。 

旭町２丁目・３丁目から自転車通

学を希望される生徒が駐車できる

よう、光が丘第一中学校に自転車駐

車場を設置します。令和８年度に指

定校変更で光が丘第一中学校に入

学する生徒から、自転車通学ができ

るよう調整していきます。 

自転車利用者のヘルメット着用

については、改正道路交通法の施行

により、令和５年４月１日から努力

義務化されています。 

△ 
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254 

指定校変更の前倒しや自転車通学

は、途中でやめるようなことはないの

か。自転車通学を前提に光が丘第一中

学校を選んだのに、途中でやめられて

しまうと困る。 

統合・再編に伴う指定校変更の前

倒しや自転車通学については、説明

会等でいただいたご意見を踏まえ

て実施するものです。途中でやめる

ことは考えていません。 

△ 

255 

自転車通学は統合するための案で、

何かあったらすぐやめるのではない

か。過去に光が丘高校付近で自転車事

故があり、自転車通学がなくなったと

聞いている。 

※ 

256 

自転車通学に反対の声があっても無

くなることはないか。通学距離がネッ

クになっているので、無くされると困

る。 

－ 

257 
自転車通学が途中で無くなってしま

うと、この先通う生徒が困ってしまう。 

－ 

258 

朝は自転車、帰りは雨のためバス、

次の日の朝はバスのような場合も学校

への連絡は必要か。自転車を学校に置

いて帰れるなど柔軟に対応してほし

い。 

雨天時等に、自転車を学校に置い

て帰れるよう、学校と調整します。

また、統合・再編により通学距離が

遠くなる生徒については、交通費を

公費で負担することは困難ですが、

希望により、煩雑な手続き等を行わ

なくてもバス通学ができるよう、柔

軟に対応します。 

△ 

259 雨の日等は、バス通学も可能か。 交通費を公費で負担することは

公平性の観点から困難ですが、統

合・再編により通学距離が遠くなる

生徒については、希望により、煩雑

な手続き等を行わなくてもバス通

学ができるよう、柔軟に対応しま

す。 

このことについて計画に記載し

ます。 

なお、公共交通機関が遅延した場

合の対応については、学校と調整の

うえ検討していきます。 

◎ 

260 バス通学は可能か。 ◎ 

261 
バスのみの通学も可能か。バスが遅

れた場合は、遅刻になってしまうのか。 

△ 

262 スクールバスを検討してほしい。 ※ 

263 

自転車通学を認めるということだけ

では遠くなることの対策にはならな

い。バス通学の際の金銭的負担に補助

が出ないことに納得できない。自転車

通学も認めたのだから、補助も認めて

ほしい。 

※ 

264 

定期券だと登校以外でも使えてしま

うことが問題なら、バスで通学する日

のみの代金を支給することはできない

か。 

※ 
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265 

豊渓中学校は、登校時の日傘や帽子、

水分補給が禁止である。運動会でも水

筒の中身が無くなった際の補給も認め

られなかった。光が丘第一中学校では、

そのような対応がないようにしてほし

い。 

登下校時等における熱中症対策

については、柔軟に対応できるよ

う、学校と調整していきます。 

△ 

266 

途中で転校となることへの対応は何

かあるか。 

統合・再編に伴い、買い替えの必

要があると判断した学校指定用品

（標準服や体操着等）については、

その費用を区が負担します。 

なお、途中での学校間の移動がな

いように、豊渓中学校と光が丘第一

中学校の統合・再編に関する指定校

変更は、統合・再編の３年前となる

令和８年度入学からできるように

します。 

○ 

267 

最初から光が丘第一中学校に行く際

のメリットとデメリットはあるか。 

統合・再編の時期が受験期に当た

らないことや途中の転校がないこ

とはメリットであると考えていま

す。一方、最初から光が丘第一中学

校へ入学いただくことに関するデ

メリットは特にないと認識してい

ます。 

－ 

268 

１年生から積み重ねてきた委員会や

部活の経験、パーソナリティや交友関

係など、受験時の評価につながる事柄

がとても多い。そんな大事な３年間の

途中での強制的な転校はあまりに酷で

ある。 

 途中での学校間の移動がないよ

うに、豊渓中学校と光が丘第一中学

校の統合・再編に関する指定校変更

は、統合・再編の３年前となる令和

８年度入学からできるようにしま

す。豊渓中学校に入学した場合も、

生徒一人ひとりの実態に応じた丁

寧な指導および支援を行っていき

ます。 

△ 

269 

新５年生の場合、中学校入学時に光

が丘第一中学校に指定校変更できると

いうことか。 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に関する指定校変更

は、統合・再編の３年前となる令和

８年度入学からできるようにしま

す。豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に基づく指定校変更に

ついて、通常の基準における指定校

変更と同様、人数の上限を設けてい

ません。 

○ 

270 

光が丘第一中学校へは優先的に入学

できるのか。 

 

○ 

271 

光が丘第一中学校には必ず入学でき

るのか。 

 

○ 
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272 

令和７年度に光が丘四季の香小学校

の保護者になるが、中学入学時より光

が丘第一中学校に入学できるという認

識でいいか。または、豊渓中学校か光

が丘第一中学校か選択できるというこ

となのか。 

（前ページと同じ） 

豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に関する指定校変更

は、統合・再編の３年前となる令和

８年度入学からできるようにしま

す。豊渓中学校と光が丘第一中学校

の統合・再編に基づく指定校変更に

ついて、通常の基準における指定校

変更と同様、人数の上限を設けてい

ません。 

 

○ 

273 
旭町小学校の希望者全員が光が丘第

一中学校に入学できるのか。 

○ 

274 
統合前から光が丘第一中学校に行け

るのか。 

○ 

275 
統合前に最初から光が丘第一中学校

に入学することは可能か。 

○ 

276 

光が丘第一中学校に行くには抽選が

必要と聞いていたが、確実に行けるの

か。 

○ 

277 

学校選択制では何校くらいが抽選に

なっているのか。抽選に外れたら豊渓

中学校に行くのか。 

令和７年度入学に当たり、６校が

抽選を実施しました。抽選に外れた

場合は、原則、豊渓中学校に入学い

ただくことになります。なお、特別

な事情がある場合は、指定校変更の

基準に照らして判断しますので、ご

希望の場合は学務課学事係にご連

絡ください。 

□ 

278 

豊渓中学校で卒業すると思っていた

が、３年前から指定校変更できるよう

になり、豊渓中学校か光が丘第一中学

校かで悩んでいる。下の子と旭町小学

校、豊渓中学校という近さで生活をし

てくれることは大変メリットだと思っ

ていた。統合に向けて進んでいく場合

でも、にこにこボランティアやあいさ

つ運動等の交流は継続されるのか。触

れ合う機会が残るのであれば、豊渓中

学校を選択するメリットもある。 

近隣に小・中学校があることで、

安心して通わせられるというお気

持ちがあるのは理解しています。し

かし、今後も生徒数の大幅な増加が

見込まれないこと、改築の判断時期

であることから本計画（素案）をお

示ししました。 

現在、豊渓中学校が実施している

あいさつ運動等の活動については、

統合・再編まで引き続き実施してい

く予定です。その他の活動について

は、引き続きご協力いただけるよ

う、関係者の皆様にご協力をお願い

していきます。 

△ 
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279 

光が丘第一中学校の受け入れ人数を

知りたい。学校ごとに受け入れ人数を

設けているのか。人数を超えた場合は

抽選になるのか。 

学校選択制度における１校あた

りの受入れ上限人数は１学級相当

です。令和８年度から段階的に中学

校で 35 人学級が導入されるため、

１校あたりの受入れ上限人数も 35

人となります。 

なお、豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合・再編に関する指定校変

更に関しては、人数の上限を設けて

いません。 

□ 

280 

抽選の倍率も高いと聞いた。毎年全

校に受け入れ枠があるのか。 

□ 

281 

統合により光が丘第一中学校の人数

が増えると、学校選択制の抽選で外れ

る人が多くなるのではないか。 

統合・再編後に光が丘第一中学校

の生徒数が増えた場合でも、学校選

択制度における受入れ人数の制限

は考えていませんので、統合・再編

を理由として、抽選で外れる人が多

くなるということも想定していま

せん。 

－ 

282 
令和８年度から光が丘第一中学校に

行く人数を知りたい。 

11 月中旬頃に、学校選択制度にお

ける希望票の集計結果を公表しま

す。区立小学校に通っている方には

小学校を通じて、区立以外の小学校

に通っている方には郵送で配布し

ます。また、区ホームページにも掲

載します。 

また、豊渓中学校と光が丘第一中

学校の統合に関する指定校変更の

申請状況も公表する方向で検討し

ています。 

△ 

283 

旭町小学校の６年生の進路につい

て、アンケート調査ができないか。ふ

たを開けたら、豊渓中学校の生徒が誰

もいない状況は避けたい。豊渓中学校

の入学者が少ないと一番困るのは子ど

もである。 

△ 

284 

６年生の進路が聞きたい。区でアン

ケート調査ができないなら学校に相談

する。 

△ 

285 

３年前から指定校変更を認めるとい

う案があったが、令和８年度は豊渓中

学校に何人が入学するのか。豊渓中学

校を選び、ふたを開けたら人がいない

ということになれば子どもの気持ちが

落胆するのは目に見えている。 

△ 

286 
６年生に進路のアンケートを取って

公開してほしい。 

△ 

287 
豊渓中学校に入学を希望する人数は

公開されるのか。 

△ 
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288 

学校選択制で抽選の優先権や特例を

認めてほしい。光が丘第一中学校から

一番遠い地域のため、電車通学で別の

中学校への入学を希望する。 

学校選択制度は、理由に関係な

く、指定校以外の学校を１校選ぶこ

とができる制度です。光が丘第一中

学校以外を選択した場合、受入れ人

数を超えたときは原則、抽選となり

ます。統合・再編に伴い、光が丘第

一中学校以外への学校を希望する

場合には、学校選択制度でお申込み

いただくか、友人関係や部活動など

特別な事情があれば指定校変更の

申請が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

289 

学校選択制を優先にできないか。バ

ス１本で行ける光が丘第二中学校に行

かせたい。 

※ 

290 
光が丘第一中学校以外の学校を選択

することができるか。 

□ 

291 

光が丘第一中学校以外は行けないの

か。どのような理由なら認められるの

か。 

□ 

292 

光が丘第一中学校以外も選択できる

か。また、希望を出せるのは１校だけ

か。 

□ 

293 

光が丘第一中学校以外にも入学でき

るようにすれば反対が減るのではない

か。 

□ 

294 

指定校変更の事務処理基準に統合に

よる理由も入れてほしい。理由が追加

されれば、保護者の不安も軽減される

と思う。 

※ 

295 

学校選択制の抽選で落ちた場合、指

定校変更の学校も選択制で選んだ学校

と同じでなければいけないのか。 

学校選択制度と指定校変更で異

なる学校を希望できます。 

□ 

296 

学校選択があるが、みんなどのよう

に学校を選んでいるのか。 

９月上旬に区内在住の６年生に

配布する「学校案内」冊子や学校公

開等を参考に選んでいます。 

□ 

297 

学校選択制や指定校変更、受験校に

合格した際の指定校へのキャンセル等

のスケジュールを教えてほしい。 

10月上旬に学校選択のための希

望票を配布します。１月上旬から指

定校変更申請を受け付けます。国

立・都立・私立中へ入学することが

確定した場合は、「国立・都立・私立

学校入学・在学届」をご提出くださ

い。 

詳細は、９月上旬に区内在住の６

年生に配布する「学校案内」冊子を

ご覧ください。 

□ 
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298 

光が丘第一中学校を見に行く機会だ

けではなく、教員から話を聞く機会が

ほしい。 

各学校では、定期的に学校公開日

を設けていますが、これに加えて、

学校公開の日程を拡大し、授業や部

活動の見学や体験、教員の話を聞く

機会など、生徒や保護者の方が光が

丘第一中学校を知っていただくけ

る機会を充実させます。 

ご意見を踏まえて、このことにつ

いて計画に記載します。 

◎ 

299 

板橋区から練馬区への越境通学者も

いると聞いたが、板橋区立赤塚第二中

学校に通うことはできないか。板橋区

から練馬区の入学は推奨されると聞い

た。 

各区市町村教育委員会は、その自

治体に居住する児童・生徒を通学さ

せることが原則とされています。他

自治体在住者の区域外就学につい

ては、特別な事情がある場合に認め

られていますが、あくまで例外的な

ものであり、申請事由や受入れ先の

学校の状況等により認められない

こともあります。 

△ 

300 
他区の状況も一緒ではないのか。隣

区にも通学できるようにしてほしい。 

※ 

301 

板橋区や練馬区の枠にこだわらず、

地域で柔軟に受け入れる体制が必要。

教員は都全体で異動しているのだから

大規模校と小規模校それぞれ自治体を

超えて選択できるよう検討すべき。 

※ 

302 
自治体関係なく板橋区との特例を作

るなどできるのではないか。 

※ 

303 
板橋区からの入学希望者を断ったと

聞いているが残念でたまらない。 

他自治体在住者の区域外就学に

ついては、特別な事情がある場合に

認められていますが、あくまで例外

的なものであり、申請事由や受入れ

先の学校の状況等により認められ

ないこともあります。統合・再編を

理由に不承認等とした事実はあり

ません。 

－ 

304 

越境の申請を断られた人がいると聞

いた。統合に向けて人数を増やさない

ためなのではと噂になっている。 

※ 

305 

板橋区在住の知り合いが豊渓中学校

への入学を希望したが、不承認となっ

た。過去に申請した知り合いは入学で

きていた。両者の状況には違いがない

のに、なぜ今回は不承認になったのか。

統合があるから不承認にしたのではな

いか。取下げになった人もいるが、取

下げ書を書かされ、申請の扱いですら

なくなったと聞いた。 

※ 
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その他 

306 

説明会では怖くて、賛成ということ

を発言できなかった。保護者向けの場

を設けてもらい感謝する。 

より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

 

□ 

307 
前回の説明会よりも前向きな回答が

多くほっとした。 

□ 

308 
説明会の開催に感謝する。引き続き

丁寧な検討をしてほしい。 

□ 

309 

区独自の基準が問題と言っていた

ら、自転車やバスなどの良い取組は何

もできない。区の基準は統合する学校

を選びたい放題だという意見があった

が、基準があるのに選びたい放題とい

うのは全く理解できない。 

－ 

310 

生徒数等のデータを見たら、豊渓中

学校を維持し続けることに無駄が多い

ことは明白。地域の個人が見聞きした

情報や高齢者の意見より、客観的なデ

ータや現役の子どもたちの意見を尊重

してほしい。 

□ 

311 

説明会は統合に反対する方が紛糾

し、影響の受ける子どもたちの意見を

無視しているかのようで非常に違和感

があった。実際は統合に賛成している

子どもも多い。 

－ 

312 

地域の反対派に入っている専門家

は、主張が偏っていて、信じている保

護者は宗教信者のようで危ういと感じ

た。 

－ 

313 
統合した場合、内申点も大きく変わ

るのか。 

統合・再編を理由に内申点が変わ

ることはありません。 

－ 

314 

学校からのお知らせに、旭町小学校

と豊渓中学校の連携（小中一貫教育）

についての記載があった後に統合の話

が出てきたので驚いた。 

統合・再編までは、引き続き旭町

小学校と豊渓中学校の連携を行っ

ていきます。統合・再編後について

は、小中連携グループを見直したう

えで、小中連携教育の継続と発展に

努めます。 

△ 

315 

学校からのお知らせに、旭町小学校

と豊渓中学校の連携（小中一貫教育）

についての記載があった後に統合の話

が出てきたので不信感を抱いた。 

△ 
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316 

区の体制を改めてほしい。 より良い学びの実現に向けて、学

校教育の充実を図り、児童・生徒に

良好な教育環境を提供するため、適

正規模の小・中学校を地域に適正に

配置します。引き続き、児童・生徒

の教育環境の充実を第一に考え、取

り組んでいきます。 

－ 

317 

説明会の資料の統合後のアンケート

で、子どもは統合してよかったとの意

見が多かったが、保護者は半々だった。

そこの対応は何かあるか。 

過去の事例における統合・再編

後のアンケートへの回答には様々

な理由があると考えています。 

今回についても、統合・再編の実

施後には、児童・生徒、保護者の皆

様等に対するアンケート調査等に

より、状況確認を行います。 

このことについて計画に記載し

ます。 

◎ 

318 

コスト削減できるというのは分かる

が、その他で地域へのメリットはある

のか。浮いたお金をどこに使うのか説

明した方がハレーションはなかったの

ではないか。 

学校の適正配置は、人材・施設の

有効活用といった面もありますが、

より良い学びの実現に向けて、学校

教育の充実を図り、児童・生徒に良

好な教育環境を提供するために実

施するものです。 

統合・再編により生み出された財

源については、可能な限り、学校教

育の充実と教育環境の整備を図る

経費として活用していきます。 

△ 

319 
豊渓中学校は借地なのか。 豊渓中学校の土地は、区が買い取

っています。 

－ 

320 

中学校が遠くなると地域にファミリ

ー層が減り、マンションの空き部屋も

増えて資産価値が落ちる。そこまで区

は考えているのか。 

地域の魅力づくり、特色づくりに

ついては、区の各部署と十分に連携

するとともに、地域住民の皆様のご

意見を伺いながら、跡施設の活用方

法を含めて検討していきます。 

△ 

321 
中学校が統合され子育て世代が少な

くなることは区にとっても損失。 

△ 

322 区民の意見は、いつ公開されるのか。 計画（素案）にお寄せいただいた

ご意見と区の考え方については、こ

の資料にまとめて公表しました。区

ホームページにも掲載します。 

－ 

323 
パブリックコメントに意見を出して

も回答が出てこない。 

－ 

324 
保護者面談での声は、いつ公開され

るのか。 

－ 
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325 

１月に実施したパブリックコメント

がどうなっているのか。放置されてい

るように見えるので、ホームページで

状況を周知すべきである。 

（前ページと同じ） 

計画（素案）にお寄せいただいた

ご意見と区の考え方については、こ

の資料にまとめて公表しました。区

ホームページにも掲載します。 

□ 

326 

パブリックコメントを行った時期は

いつか。どのように周知したのか。 

区民意見反映制度による意見募

集（パブリックコメント)について

は、令和６年12月11日から令和７年

１月21日まで実施しました。周知に

ついては、区報や区ホームページへ

の掲載、区民情報ひろばや区民事務

所（練馬を除く）、図書館（南大泉図

書館分室を除く）での閲覧、区立小

中学校の児童・生徒用タブレットパ

ソコンの「ブックマーク」や児童館

での閲覧等で行いました。 

－ 

327 

子どもたちのパブリックコメントが

16名とのことだが、すべて豊渓中学校

に関してのものか。また、その数は妥

当だと考えているのか。 

 子どもからの意見について、すべ

てが豊渓中学校に関する意見では

ありません。 

 子どもたちへは、各区立学校を通

じて周知を行ったほか、区報や区ホ

ームページへの掲載、区民情報ひろ

ばや区民事務所（練馬を除く）、図書

館（南大泉図書館分室を除く）での

閲覧、区立小中学校の児童・生徒用

タブレットパソコンの「ブックマー

ク」や児童館での閲覧等を行いまし

た。 

そのうえで、17名の子どもから23

件のご意見をいただきました。 

□ 

328 

子どものパブリックコメントでタブ

レットを使い、学校で回答方法など周

知したのか。また、保護者に子どもの

パブリックコメントがあることは知ら

せていたのか。 

子どもたちへは、各区立学校を通

じて周知を行ったほか、区報や区ホ

ームページへの掲載、区民情報ひろ

ばや区民事務所（練馬を除く）、図書

館（南大泉図書館分室を除く）での

閲覧、区立小中学校の児童・生徒用

タブレットパソコンの「ブックマー

ク」や児童館での閲覧等を行いまし

た。 

□ 
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329 

こども基本法について、どのように

考え、どのようにしようとしているの

か。 

こども基本法では、子どもの権利

条約の「４つの原則（子どもの最善

の利益、子どもの意見の尊重等）」

に基づき、基本理念を定めていま

す。 

区では、条約や同法が掲げる理念

を踏まえ、子どもの人権を尊重し、

子どもの健やかな成長を保障する

ことを基本として、教育・子育て大

綱や子ども・子育て支援事業計画を

策定しています。この大綱や計画に

基づく施策を着実に実施すること

を通して、子どもの権利擁護を図っ

ていきます。 

□ 

330 

子どもたちの意見を聞くことは今後

ないのか。 

 子どもたちへは、各区立学校を通

じて周知を行ったほか、区報や区ホ

ームページへの掲載、区民情報ひろ

ばや区民事務所（練馬を除く）、図書

館（南大泉図書館分室を除く）での

閲覧、区立小中学校の児童・生徒用

タブレットパソコンの「ブックマー

ク」や児童館での閲覧等を行いまし

た。そのうえで、17名の子どもから

23件のご意見をいただきました。 

今後も子どもたちの意見が必要

な場合は協力をお願いしていきま

す。 

△ 

331 

子どもたちへのアンケートは取らな

いのか。 

△ 

332 

子ども向けパブリックコメントにつ

いて、タブレットでの回答では難しい

子どももいる。紙での提出も認めるな

ど、もう少し分かりやすい方法にする

べきである。 

子どもを対象としたパブリック

コメントでは、児童・生徒用タブレ

ットパソコンからの回答のほか、児

童館に計画（素案）の子ども向け概

要版を設置し、来館した子どもたち

が紙の意見用紙を提出できるよう

にしました。引き続き、多様な手法

を組み合わせながら、子どもの意見

反映に取り組んでいきます。 

△ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

333 

１月の説明会は、豊渓中学校、旭町

小学校は12月にsigfyでお知らせされ

たが、光が丘第一中学校、光が丘四季

の香小学校はされなかった。なぜ一律

にお知らせしなかったのか。 

１月の説明会の開催については、

区報や区ホームページで周知した

ほか、関係町会・自治会で案内を回

覧、ポスター掲示でお知らせしまし

た。このほか、豊渓中学校、光が丘

第一中学校、旭町小学校の保護者の

皆様には、各学校を通じて情報伝達

サービス sigfyでお知らせしまし

た。 

その後、ご意見を踏まえて、３月

に豊渓中学校で開催した再度の説

明会、保護者向けの個別面談、オー

プンハウスの実施に当たっては、光

が丘四季の香小学校の保護者の皆

様にもsigfyでお知らせしました。 

□ 

334 
細かい質問をしやすいように早期の

保護者説明会を希望する。 

ご要望を受け、５月に保護者向け

の個別面談を実施しました。 

□ 

335 

２回の説明会は、本当に聞きたい話

が聞けずに、ただ時間が経ってしまっ

た印象でしかない。来年度中学校を迎

える側としては不安な説明会でしかな

かった。決断しなくてはならない世代

の家庭には、全く判断材料となる話が

聞けなかった。夏頃には進学先を決め

たいため、もう少し具体的な話を聞け

る時間がほしい。 

□ 

336 
保護者だけではなく、地域の声を聴

く機会はあるのか。 

ご要望を受け、６月にオープンハ

ウス（保護者や地域の皆様に対する

個別説明）を実施しました。 

□ 

337 
保護者面談以外に地域向けに説明す

る機会はつくるのか。 

□ 

338 

説明会で発言しにくい保護者の話を

聞く場を設けるのはいいが、地域住民

が傍聴できるようにしてほしい。地域

住民を排除したやり方はフェアではな

い。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

339 

オープンハウスを開催していること

をみんな知らないのではないか。 

オープンハウスの開催について、

豊渓中学校、光が丘第一中学校、旭

町小学校、光が丘四季の香小学校の

保護者の皆様にsigfyでお知らせし

ました。また、未就学児の保護者の

皆様へは、近隣の幼稚園・保育園を

通じて案内を配布しました。さら

に、豊渓中学校の通学区域の地域住

民の皆様へは、町会の回覧、掲示板

でお知らせしました。 

□ 

340 

１月の説明会の案内が遅く、町会の

回覧に間に合わないスケジュールであ

った。そもそも話し合う気がないので

はないか。 

計画（素案）の公表に当たっては、

ねりま区報12月11日号に説明会の

日程等を掲載したほか、各対象校に

関して、学校等を通じた保護者の皆

様への周知や、町会・自治会にご協

力をいただき、回覧や公設掲示板へ

の掲示により地域の皆様に周知を

行いました。 

□ 

341 

今後も説明の場があるのか。 今後もご要望があれば、ご説明し

ます。なお、ご質問等についてはメ

ール、電話等で常にお伺いし、ご回

答しています。 

△ 

342 

統合ありきの説明会で納得できな

い。計画自体への賛否、計画の見直

し、地域との合意形成プロセスに関す

る説明が一切ないため、このような説

明会を繰り返しても無意味である。 

豊渓中学校の２回目の説明会で

は、１回目にいただいたご意見・ご

要望を踏まえ、自転車で通学できる

ようにすること、統合・再編の３年

前から光が丘第一中学校へ入学で

きるようにすることなど、区の新た

な考えをお示ししました。 

また、ご要望を受け、５月に保護

者向けの個別面談、６月にオープン

ハウス（保護者や地域の皆様に対す

る個別説明）を実施しました。 

－ 

343 
説明会で確定ではないことばかり。

しっかりした区の考えが曖昧である。 

□ 

344 

前回の説明会と何も変わらない意味

のない会だった。約２か月たって前回

の質問に回答しただけでは何の意味も

ない。 

□ 

345 

言葉を選びながら話すのではなく、

もう少し説明を保護者目線でわかりや

すくしてほしい。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

346 

国は３兆円かけて子育てを支援し、

都も高校無償化にするなどお金をかけ

て子育て支援する中、予算がもったい

ないとして統合する練馬区は時代に逆

行している。 

学校の適正配置は、人材・施設の

有効活用といった面もありますが、

より良い学びの実現に向けて、学校

教育の充実を図り、児童・生徒に良

好な教育環境を提供するために実

施するものです。 

○ 

347 

区の財政は豊かだから豊渓中学校を

残すことにみんな賛成するという意見

があったがそんなはずはない。 

○ 

348 

なぜこのような計画を立てたのか。 集団活動や行事が活発に行われ、

児童・生徒が様々な人との関わりの

中で学び、成長していくために、学

校には一定の児童・生徒数と学級数

が必要です。 

豊渓中学校については、令和６年

度に実施した区の将来推計におい

て、現在だけでなく20年後も過小規

模の状況が見込まれることが判明

したこと、学校の改築時期が迫り、

長寿命化改修も不適であることな

どに鑑み、計画（素案）を公表しま

した。  

学校教育の充実を図り、児童・生

徒に良好な教育環境を提供するた

め、本計画の策定を進めています。 

○ 

349 

検討委員会では不登校や登校しぶり

について全く議論されていない。 

適正配置検討委員会は、学校の適

正規模に関すること、学校の適正配

置の方針および計画に関すること

等について検討しています。 

なお、区では、令和５年度に不登

校対策方針を改訂し、不登校や登校

しぶりの児童・生徒への支援を進め

ています。令和７年度より、学校内

で学級以外に安心して過ごせる居

場所となる校内別室に「校内別室支

援員」を配置しています。また、不

登校の小・中学生への学習支援や、

心の安定を目的とした相談支援、集

団生活への適応を目的とした活動

等を、光が丘と石神井台の２か所で

実施しています。 

□ 
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NO. 意見の概要 区の考え方 
対応 
区分 

350 

他の自治体で、統合後に学校が荒れ

不登校が増えたところがあったと聞い

た。検討委員会の委員から「統合後は

やや混乱したという話を聞いた」と発

言があったが、具体的にどのような混

乱だったのか。また、それに関して何

も議論されていないのはなぜか。 

委員の発言は「かつて統合を経験

した教職員に、統合後はやや混乱し

たという話を聞いた。短期的に統合

を進めるよりも、今回のように（令

和11年４月までの）長い時間をかけ

て、丁寧な説明を行っていくことが

必要だと感じる。」といった内容で

した。 

－ 

351 

小・中学校の規模は同じに考えてい

るのか。小・中学生の自殺者数を知っ

ているのか。そのようなことも知らな

いで、計画を策定しているのか。 

公立の小学校および中学校１学

級における人数は、「公立義務教育

諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」および「東京

都公立小学校、中学校、義務教育学

校及び中等教育学校前期課程の学

級編制基準」により決められてお

り、それに基づき学級編制を行って

います。現在は、小学校は段階的に

35人学級、中学校は40人学級で編制

しています。なお、計画（素案）の

検討に当たっては、中学校も35人学

級に引き下げられることを見込ん

で、20年後の学校規模を算出しまし

た。 

○ 

352 

課題や問題点等について、もっと情

報を開示してほしい。適正配置検討委

員会の資料も公開されていない。 

「練馬区立学校の適正規模・適正

配置検討委員会」について、委員の

発言の萎縮等が懸念され、自由かつ

率直な意見交換が妨げられ、委員会

の公正かつ円滑な運営が著しく損

なわれるといったおそれがあるた

め、「練馬区立学校の適正規模・適正

配置検討委員会規則」に基づき、会

議は非公開としています。一方、要

点記録については、これまでも「練

馬区情報公開条例」に基づき、公文

書公開請求を受け、公表できる段階

で公開していましたが、ご意見を踏

まえて、区ホームページに掲載する

こととしました。 

□ 

353 

適正配置検討委員会の議事録等の公

開はするのか。 

□ 

354 

適正配置検討委員会が非公開である

こと、資料も情報公開請求しないと出

てこないことはおかしい。 

※ 
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７ 子
こ

どもからの意見
い け ん

（要旨
よ う し

）と区
く

の考
かんが

え方
か た

 

NO. 意見
い け ん

の概要
がいよう

 区
く

の 考
かんが

え方
かた

 
対応
たいおう

 

区分
く ぶ ん

 

第
だい

１ 章
しょう

 適正
てきせい

配置
は い ち

の基本的
き ほ ん て き

な 考
かんが

え方
かた

 

１ 

 生徒数
せ い と す う

減少
げんしょう

のデメリットはあるが、

一人
ひ と り

ひとりに詳
くわ

しく教
おし

えることができ

る。 

学校
がっこう

にいる児童
じ ど う

・生徒
せ い と

の人数
にんずう

が少
すく

ない「小規模校
しょうきぼこう

」には、「一人
ひ と り

ひとり

の学習
がくしゅう

の 状 況
じょうきょう

や内容
ないよう

について、

先生
せんせい

が把握
は あ く

しやすい」「違
ちが

った学年
がくねん

同士
ど う し

の活動
かつどう

がしやすい」「学校
がっこう

のい

ろいろな活動
かつどう

で、一人
ひ と り

ひとりがリー

ダーを務
つと

める場合
ば あ い

が多
おお

くなる」とい

った良
よ

い点
てん

があると 考
かんが

えていま

す。 

 しかし、学校
がっこう

の人数
にんずう

が少
すく

なくなり

過
す

ぎると、同
おな

じ人
ひと

としかお友達
ともだち

にな

れなくなってしまうことが心配
しんぱい

さ

れます。その場合
ば あ い

、たくさんの人
ひと

た

ちが持
も

っているいろいろな 考
かんが

え方
かた

を聞
き

いたり知
し

ったりすることが少
すく

なくなってしまうなどの良
よ

くない

点
てん

が出
で

てきてしまい、学校
がっこう

の先生
せんせい

た

ちが頑張
が ん ば

ったとしても、 補
おぎな

うこと

が 難
むずか

しくなりがちになってしまい

ます。 

全
すべ

ての区立
く り つ

学校
がっこう

では、児童
じ ど う

・生徒
せ い と

一人
ひ と り

ひとりに合
あ

わせた丁
てい

寧
ねい

な指導
し ど う

を 行
おこな

っていますので、分
わ

からない

ことがあれば、遠慮
えんりょ

なく先生
せんせい

に聞
き

い

てほしいです。 

区立
く り つ

学校
がっこう

では、国
くに

の方針
ほうしん

に合
あ

わせ

て、１クラスの人数
にんずう

を35人までとす

ることを進
すす

めていきます。また、ど

の学校
がっこう

でも、児童
じ ど う

・生徒
せ い と

一人
ひ と り

ひとり

がどのくらい授業
じゅぎょう

を理解
り か い

している

かによって、クラスを超
こ

えた細
こま

やか

な指導
し ど う

を 行
おこな

っています。 

○ 

２ 

 自分
じ ぶ ん

の意見
い け ん

が言
い

いやすいなど少人数
しょうにんずう

の良
よ

さがあり、少人数
しょうにんずう

の学校
がっこう

を希望
き ぼ う

す

る子
こ

もいる。 

○ 

３ 

 少人数
しょうにんずう

学級
がっきゅう

の何
なに

がだめなのか。

少人数
しょうにんずう

の方
ほう

が落
お

ち着
つ

いて勉強
べんきょう

しやす

い人
ひと

もいる。 

□ 
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NO. 意見
い け ん

の概要
がいよう

 区
く

の 考
かんが

え方
かた

 
対応
たいおう

 

区分
く ぶ ん

 

第
だい

２ 章
しょう

 第二次
だ い に じ

適正
てきせい

配置
は い ち

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

に基
もと

づく適正
てきせい

配置
は い ち

検討
けんとう

候補校
こ う ほ こ う

の 抽
ちゅう

出
しゅつ

 

４ 

 区立
く り つ

学校
がっこう

適正
てきせい

配置
は い ち

第二次
だ い に じ

実施
じ っ し

計
けい

画
かく

は

いいと思
おも

う。社会科
し ゃ か い か

見学
けんがく

や移動
い ど う

教室
きょうしつ

に

ちゃんと行
い

けるようになるし、体育館
たいいくかん

や教室
きょうしつ

など 快
こころよ

く過
す

ごせるようになる

など、色々
いろいろ

なメリットがある。 

皆
みな

さんの学校
がっこう

での生活
せいかつ

が、より良
よ

いものとなるよう、これからも努力
どりょく

していきます。 

 

 

○ 

５ 

 学校
がっこう

を建
た

てる場所
ば し ょ

を 考
かんが

え、人数
にんずう

を同
おな

じようにしようとしていることは知
し

ら

なかった。 

○ 

６ この 考
かんが

えに賛成
さんせい

。 ○ 

７ 
適正
てきせい

配置
は い ち

を 行
おこな

っているのは、とても

良
よ

いことだと思
おも

った。 

○ 

８ 

 豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

と 光
ひかり

が丘
おか

第
だい

一
いち

中学校
ちゅうがっこう

が

一緒
いっしょ

になるのは賛成
さんせい

。豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の学
がっ

区域
く い き

だが、 光
ひかり

が丘
おか

第
だい

一
いち

中
ちゅう

学
がっ

校
こう

に行
い

き

たい。説明会
せつめいかい

の動画
ど う が

を見
み

たら、豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

が怖
こわ

いと思
おも

った。 

○ 

９ 

 学校
がっこう

をもっと増
ふ

やしてほしい。 将来
しょうらい

の日本
に ほ ん

では、子
こ

どもの人数
にんずう

が、今
いま

よりももっと減
へ

っていくこと

が予測
よ そ く

されています。そのため、

学校
がっこう

を 新
あたら

しく作
つく

ることは 難
むずか

しい

と 考
かんが

えています。 

※ 

10 

１つの学年
がくねん

が３学級
がっきゅう

から４学級
がっきゅう

に

なってしまって、教室
きょうしつ

が減
へ

ってしまっ

たので何
なん

とかしてほしい。 

学校
がっこう

を建
た

て替
か

えるときに、必要
ひつよう

な

教室
きょうしつ

の数
かず

を用意
よ う い

していきます。 

△ 
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NO. 意見
い け ん

の概要
がいよう

 区
く

の 考
かんが

え方
かた

 
対応
たいおう

 

区分
く ぶ ん

 

第
だい

３ 章
しょう

 第二次
だ い に じ

実施
じ っ し

計画
けいかく

における適正
てきせい

配置
は い ち

対象校
たいしょうこう

の選定
せんてい

 

11 

 豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

と 光
ひかり

が丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

を

統
とう

合
ごう

しないでほしい。 

 学校
がっこう

の人数
にんずう

が少
すく

なくなり過
す

ぎる

と、同
おな

じ人
ひと

としかお友達
ともだち

になれなく

なってしまうことが心配
しんぱい

されます。

その場合
ば あ い

、たくさんの人
ひと

たちが持
も

っ

ているいろいろな 考
かんが

え方
かた

を聞
き

いた

り知
し

ったりすることが少
すく

なくなっ

てしまうなどの良
よ

くない点
てん

が出
で

て

きてしまい、学校
がっこう

の先生
せんせい

たちが頑張
が ん ば

ったとしても、補
おぎな

うことが 難
むずか

しく

なりがちになってしまいます。 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

や 光
ひかり

が 丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

については、現在
げんざい

だけでな

く、20年後
ね ん ご

の将来
しょうらい

も、学校
がっこう

にいる

生徒
せ い と

の人数
にんずう

がとても少
すく

ないことが

予測
よ そ く

されています。 

 また、豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の校舎
こうしゃ

は古
ふる

い

ため、近
ちか

いうちにこのまま使
つか

うこと

ができなくなってします。 

そのため、今回
こんかい

の計画
けいかく

（素案
そ あ ん

）を

作
つく

りました。 

※ 

12 

 豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

をなくさないでほしい。 ※ 

13 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の人
ひと

で、通学
つうがく

に40分
ぷん

以上
いじょう

時間
じ か ん

がかかる人
ひと

には、交通費
こ う つ う ひ

を公費
こ う ひ

で

支給
しきゅう

する取
と

り組
く

みや、ヘルメットの

着用
ちゃくよう

・学校
がっこう

での特別
とくべつ

な指導
し ど う

を受
う

けた上
うえ

で自転車
じ て ん し ゃ

通学
つうがく

を許可
き ょ か

するなどの取
と

り組
く

みをしても良
よ

いと思
おも

う。 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

と 光
ひかり

が 丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

が 光
ひかり

が 丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

の

場所
ば し ょ

で一緒
いっしょ

になることで、今
いま

よりも

学校
がっこう

へ通学
つうがく

する時間
じ か ん

が長
なが

くなって

しまう生徒
せ い と

には、自転車
じ て ん し ゃ

で通学
つうがく

でき

るようにします。また、バス代
だい

を区
く

で用意
よ う い

することはできませんが、

難
むずか

しい手続
て つ づ

きを 行
おこな

わなくてもバ

スで通学
つうがく

ができるようします。 

ご意見
い け ん

をいただいたので、この

ことについて、計画
けいかく

に書
か

きます。 

◎ 
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NO. 意見
い け ん

の概要
がいよう

 区
く

の 考
かんが

え方
かた

 
対応
たいおう

 

区分
く ぶ ん

 

14 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の人
ひと

が通学
つうがく

に時間
じ か ん

がかか

ってかわいそうなので、統合
とうごう

しないで

ほしい。 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

と 光
ひかり

が 丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

が 光
ひかり

が 丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

の

場所
ば し ょ

で一緒
いっしょ

になることで、今
いま

よりも

学校
がっこう

へ通学
つうがく

する時間
じ か ん

が長
なが

くなって

しまう生徒
せ い と

には、自転車
じ て ん し ゃ

で通学
つうがく

でき

るようにします。また、バス代
だい

を区
く

で用意
よ う い

することはできませんが、

難
むずか

しい手続
て つ づ

きを 行
おこな

わなくてもバ

スで通学
つうがく

ができるようします。 

◎ 

15 

豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の人
ひと

が通学
つうがく

に時間
じ か ん

がかか

ってかわいそうなので、統合
とうごう

しないで

ほしい。 

◎ 

16 
豊渓
ほうけい

中学校
ちゅうがっこう

の人
ひと

が通学
つうがく

に時間
じ か ん

がかか

るので、クラス替
が

えはしなくてもいい。 

※ 

17 
学校
がっこう

が遠
とお

いと体調
たいちょう

不良
ふりょう

や、学校
がっこう

に行
い

くのが嫌
いや

になる子
こ

が増
ふ

えると思う
お も う

。 

◎ 

18 

 光
ひかり

が 丘
おか

第
だい

一
いち

中
ちゅう

学
がっ

校
こう

は 忘
わす

れ 物
もの

や

部活動
ぶ か つ ど う

での再登校
さいとうこう

が未
いま

だに多少
たしょう

はある

ため、自宅
じ た く

が遠
とお

い人
ひと

たちには配慮
はいりょ

が

必要
ひつよう

だと思
おも

う。 

光
ひかり

が丘
おか

第一
だいいち

中学校
ちゅうがっこう

では、通学
つうがく

に

時間
じ か ん

がかかる生徒
せ い と

については今
いま

も、

先生
せんせい

が学校
がっこう

にいる場合
ば あ い

には、部活動
ぶ か つ ど う

で再登校
さいとうこう

しなくても済
す

むように、

学校
がっこう

で待
ま

っていただいています。こ

れからもできるだけ、忘
わす

れ物
もの

や

部活動
ぶ か つ ど う

のために、一度
い ち ど

帰宅
き た く

しなくて

も済
す

むようにします。 

△ 

第
だい

４ 章
しょう

 「 旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

・小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

・ 旭 丘
あさひがおか

中学校
ちゅうがっこう

の今後
こ ん ご

の対応
たいおう

方針
ほうしん

」に基
もと

づく

進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう
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 通学
つうがく

している小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

がなくなる

のは嫌
いや

だ。吹奏
すいそう

楽部
が く ぶ

を通
とお

して音楽
おんがく

が好
す

きになれた。 

小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

については、 旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

と 旭
あさひ

丘
がおか

中学校
ちゅうがっこう

と「 小 中
しょうちゅう

一貫
いっかん

教育校
きょういくこう

」という一
ひと

つの学校
がっこう

に

する方針
ほうしん

を、令和
れ い わ

元年
がんねん

に出
だ

していま

す。 

 好
す

きな学校
がっこう

がなくなってしまう

気
き

持
も

ちは、区
く

としても十分
じゅうぶん

に理解
り か い

したいと思
おも

っています。 

これまでの小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

や 旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

の良
よ

い部分
ぶ ぶ ん

を生
い

かして、 新
あたら

しい学校
がっこう

がさらに楽
たの

しくなるよう

に努力
どりょく

していきます。 

△ 

20 

小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

は吹奏
すいそう

楽部
が く ぶ

や広
ひろ

い校庭
こうてい

な

ど良
よ

いところがある。なくなると思
おも

う

と悲
かな

しい。 

△ 
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NO. 意見
い け ん

の概要
がいよう

 区
く

の 考
かんが

え方
かた

 
対応
たいおう

 

区分
く ぶ ん
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 小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

に関
かん

する内
ない

容
よう

が計画
けいかく

では

あっさりしている。子
こ

ども向
む

け資
し

料
りょう

には書
か

かれていない。 

小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

については、 旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

と 旭 丘
あさひがおか

中学校
ちゅうがっこう

と「 小 中
しょうちゅう

一貫
いっかん

教育校
きょういくこう

」という一
ひと

つの学校
がっこう

に

する方針
ほうしん

を、令和
れ い わ

元年
がんねん

に出
だ

している

ため、今回
こんかい

の計画
けいかく

での検討
けんとう

には入
はい

っ

ていません。 

しかし、現在
げんざい

の 状 況
じょうきょう

について

は、お知
し

らせした方
ほう

が良
よ

いと 考
かんが

え

て、第
だい

４ 章
しょう

に書
か

きました。 

□ 

22 

小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

に通
かよ

う子
こ

が 旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

まで通
かよ

うのは遠
とお

い。 

小竹
こ た け

小学校
しょうがっこう

の 通学
つうがく

区域
く い き

か ら

旭 丘
あさひがおか

小学校
しょうがっこう

まで、今
いま

よりも近
ちか

くな

る子
こ

どもたち、遠
とお

くなる子
こ

どもたち

がいると 考
かんが

えています。 

安全
あんぜん

に通
かよ

える通学
つうがく

路
ろ

を選
えら

んだり、

通学
つうがく

路
ろ

に誘導
ゆうどう

する人
ひと

を配置
は い ち

したり、

通学
つうがく

する時
とき

の荷物
に も つ

をもっと軽
かる

くす

る方法
ほうほう

など、いろいろな方法
ほうほう

を 考
かんが

えていきます。 

△ 

第
だい

５ 章
しょう

 第二次
だ い に じ

実施
じ っ し

計画
けいかく

を進
すす

めるにあたっての具体的
ぐ た い て き

な取
と

り組
く

み 

23 

 避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

が少
すく

なくなり、災害
さいがい

時
じ

に

避難
ひ な ん

できない人
ひと

が出
で

てこないか。 

災害
さいがい

が起
お

きた時
とき

、区立
く り つ

の学校
がっこう

は、

地域
ち い き

にお住
す

まいの皆
みな

さんなどが

避難
ひ な ん

する場
ば

所
しょ

になります。２つの

学校
がっこう

が１つになったとしても、避難
ひ な ん

できない人
ひと

が出
で

ないようにしてい

きます。 

○ 

その他
た

 

24 

子
こ

どもの意見
い け ん

を 十分
じゅうぶん

に聞
き

かずに決
き

めるなんておかしい。 

パブリックコメントをするとき

に、各学校
かくがっこう

から児童
じ ど う

・生徒
せ い と

の皆
みな

さん

にお知
し

らせをして、タブレット端末
たんまつ

などから子
こ

どもの意見
い け ん

を募集
ぼしゅう

しま

した。これからも皆
みな

さんの意見
い け ん

をお

聞
き

きするために、ご 協 力
きょうりょく

をお願
ねが

い

していきます。 

○ 
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令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 

教育振興部教育施策課 
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区立学校適正配置第二次実施計画（案）について 

 

 

１ 素案から案への主な変更点 

（※）備考欄の凡例 

「◎」： 区民意見等を踏まえ変更したもの 

№ 頁 変更箇所 変更・追加等の内容 
備考 
(※) 

はじめに～第３章  

１  全体 「学級規模」を「学校規模」に変

更 

 

はじめに  

２ ４頁 １．適正配置の必要性 出生数を最新の情報に更新  

３ ５頁 ３．第二次実施計画の位置付け 
計画の位置付けに関する記載を

追加 
 

第１章 適正配置の基本的な考え方  

４ ８頁 ２．学校規模における課題 
小規模校のメリットに関する記

載を追加 
◎ 

５ ９頁 ３．適正配置の進め方 ・「より良い学びの実現に向け

て」を追加 

・地理的条件の具体的事例に関

する記載を追加 

 

第３章 第二次実施計画における適正配置対象校の選定  

６ 25頁 春日小学校 

(４)近隣校の受け入れ可否 

学区域変更の該当地域の住所地

を修正 

 



 

2 

７ 41頁 南田中小学校 

(３)適正配置後の通学距離 

(６)検討結果まとめ 

・通学に笹目通りを横断する学

校に「南が丘小学校」を追加 

・南田中小学校の児童を受け入

れられる見込みの学校から

「南が丘小学校」を削除 

 

第５章 第二次実施計画を進めるにあたっての具体的な取り組み  

８ 60頁 ３．豊渓中学校・光が丘第一

中学校の統合・再編に係る

措置 

・現在よりも通学距離が遠くな

る旭町２丁目・３丁目（旭町

小学校の通学区域）に居住す

る生徒に対して、希望者には

自転車通学ができるようにす

る旨等を追加 

・新入生の指定校変更につい

て、統合の３年前からできる

ようにする旨を追加 

・光が丘第一中学校を知る機会

を充実させる旨を追加 

・豊渓中学校の体育館を残し、

現在の豊渓中学校と旭町小学

校両校における避難拠点とし

ての体育館面積は減らさない

旨を追加 

◎ 

９ 61頁 
４．統合・再編実施後のアンケ

ート調査 

統合・再編実施後には、児童・生

徒、保護者等に対するアンケー

ト調査を行う旨の記載を追加 
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国が発表した令和６年（2024年）の出生数は約68.6万人となり、統計を始めた明治

32年（1899年）以降、最少を更新し、全国的に少子化が急速に進んでいます。今後も

全国的に学校の小規模化がさらに進んでいくものと見込まれています。 

区立小・中学校の児童・生徒数は昭和50年代のピーク時の約６割まで減少していま

す（Ｐ66参照）。練馬区では、年少人口の減少に伴う区立学校の小規模化や学校規模の

格差を解消するため、区立小・中学校の適正配置を行ってきました。これまでに小学

校８校を４校に統合・再編し、中学校１校を廃止しました。現在、小学校65校、中学

校33校を設置・運営しています。 

集団活動や行事が活発に行われ、児童・生徒が様々な人との関わりの中で学び、成

長していくために、学校には一定の児童・生徒数と学級数が必要です。そのためには、

学校の適正規模を確保し、児童・生徒が良好な教育環境の中で学び、成長することが

できるよう、学校の適正配置を行う必要があります。 

また、区の財政状況が厳しさを増す中、これまでにない少子化の局面においては、

今後の児童・生徒数の動向や施設の改築時期、35人学級編制の実施、小中一貫教育の

取組等を踏まえ、適正配置を進める必要があります。 

 

 

 

 

練馬区では、平成 17 年４月に策定した「区立小・中学校および区立幼稚園の適正

配置基本方針」（以下「適正配置基本方針」という。）に基づく実施計画として、平成

20 年２月に「区立学校適正配置第一次実施計画」、平成 24 年３月に「区立幼稚園適

正配置実施計画」、平成 29年３月に「練馬区立光が丘第四中学校適正配置実施計画」、

令和元年８月に「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の今後の対応方針」をそれぞ

れ策定し、適正配置を行ってきました。 

適正配置基本方針の策定から約 20 年が経過し、急速な少子化を踏まえた今後の児

童・生徒数の動向や施設の改築時期、35人学級編制の実施などの要素を鑑みた検討を

行うため、平成 28 年５月に設置した「練馬区立学校の適正規模・適正配置検討委員

会」（以下「検討委員会」という。）において検討を進め、令和６年３月に「第二次区

立小・中学校および区立幼稚園の適正配置基本方針」（以下「第二次適正配置基本方

針」という。）を策定しました。 

この度、検討委員会から「第二次適正配置基本方針で示された適正配置対象校の選

定フローに基づき、対象校となる学校については、対応が必要」との答申を受け、「区

立学校適正配置第二次実施計画」（以下「第二次実施計画」という。）をまとめました。 

 

１．適正配置の必要性 

２．第二次実施計画の策定 
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  練馬区は、教育・子育て大綱において「夢や目標を持ち困難を乗り越える力を備え

た子どもたちの育成」を目標に掲げています。区立学校の適正配置については、その

実現に向けた「学校の教育環境の整備」の取組の一つとして位置付けています。 

  第二次実施計画は、第二次適正配置基本方針に基づき策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二次実施計画の計画期間は、令和７年度から令和 10年度までとします。 

また、その後も児童・生徒数や改築校の状況も踏まえ、学校施設管理実施計画と整

合を図りながら、概ね５年ごとに見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

第二次区立小・中学校 

および区立幼稚園の 

適正配置基本方針 

区立学校適正配置 

第二次実施計画 

【本計画】 

３．第二次実施計画の位置付け 

４．計画期間 

教育・子育て大綱 教育振興基本計画 

学校施設管理基本計画 

学校施設管理実施計画 

区 政 改 革 計 画 

・公共施設等総合管理計画〔基本計画〕 
・公共施設等総合管理計画〔実施計画〕 

個 別施設 計画 

整合 
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第１章 適正配置の基本的な考え方 
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 第二次適正配置基本方針では、区立小・中学校の適正規模の基準を以下のとおりと

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

適正規模を下回る過小規模校や適正規模を上回る過大規模校は、それぞれの環境の

中で工夫を凝らすことにより、適正な学校運営を行っています。一般に、小規模校に

は、「一人ひとりの学習状況や学習内容の定着状況を把握しやすい」「異年齢の学習活

動を組みやすい」「様々な活動において一人ひとりがリーダーを務める機会が多くなる」

といったメリットがあります。しかし、過小規模化や過大規模化が進行すると、デメ

リットの影響が大きくなり、学校の努力だけではカバーできずに学校運営に大きな課

題が生じることが危惧されます。 

【過小規模校・過大規模校の主な課題】 

 主な課題 

過
小
規
模
校 

● 単学級（１学年１学級）ではクラス替えができないため、交友関係が固定化

しやすく、多様なものの見方・考え方にふれる機会が少なくなる 

● 児童・生徒から多様な発言が引き出しにくく、集団生活の良さが生かされに

くい 

● 教員が少なく、授業改善の取組や部活動などが制限される場合がある 

● 教員一人あたりの校務負担や行事に関わる負担が増加する場合がある 

● 教員個人の力量への依存度が高まり、人事異動や教員数の変動により学校経

営が不安定になる可能性がある 

過
大
規
模
校 

● 集団生活において、同学年との結びつきが中心となり、異学年交流の機会が

設定しにくくなる場合がある 

● 教室、体育館、運動場、少人数指導や部活動のスペースなどの施設面に余裕

がなくなる 

● 社会科見学や移動教室時の見学場所が制限される場合がある 

● 運動会などの学校行事や集団学習において、一人ひとりが活躍する場や機会

が少なくなる 

● 教職員による児童・生徒一人ひとりの個性や行動の把握が困難になりやすい 

２．学校規模における課題 

１．適正規模の基準 

① 小学校 12学級～18学級（19学級～24学級は許容範囲） 

② 中学校 12学級～18学級 

③ 小中一貫教育校 18学級～27学級 

※ 国では、学級数の標準規模を、学校教育法施行規則により小・中学校ともに 

「12 学級～18 学級」、小中一貫の義務教育学校は「18 学級～27 学級」としています。 
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  学校は、単に教科等の知識や技能を習得させるだけではなく、児童・生徒が集団の

中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて思考力や

表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身に付けさせる場で

もあります。そうした教育を行うためには、一定の規模の児童・生徒数が確保されて

いることや、経験年数、専門性、男女比率についてバランスのとれた教職員が配置さ

れていることが望ましいと考えられます。 

より良い学びの実現に向けて、学校教育の充実を図り、児童・生徒に良好な教育環

境を提供するため、適正規模の小・中学校を地域に適正に配置します。 

 

（１）過小規模校 

   通学区域の変更、学校の統合・再編を基本に検討します。通学区域の変更は、概

ね１年間の準備期間を設けたうえで実施します。統合・再編は、以下のいずれかの

方法により行い、概ね２年間の準備期間を設けたうえで実施します。 

① 統合対象としたいずれの学校も廃止し、新校を設置する方法 

② 対象の過小規模校のみを廃止し、近隣校の通学区域に編入する方法 

 

（２）過大規模校 

   通学区域の変更を基本に検討します。概ね１年間の準備期間を設けたうえで実施

します。また、指定校変更申請による通学区域外からの受け入れを調整します。 

 

なお、統合・再編の組合せ、学校の位置、学校施設の状況などから、適正規模を確

保している学校も通学区域の変更、統合・再編の対象となることがあります。 

ただし、適正配置により通学距離の目安を大幅に超えるなどの地理的条件や周辺校

の学校規模により、適正配置が困難な場合は、学校運営に支障がないことを確認した

うえで、適正規模でなくても学校運営を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．適正配置の進め方 
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第２章 

第二次適正配置基本方針に基づく 

適正配置検討候補校の抽出 
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 第二次実施計画の検討にあたっては、令和６年度の児童・生徒数および第３次みど

りの風吹くまちビジョンの将来人口推計（以下「ビジョン推計」という。）を基礎数値

として使用し、東京都教育人口等推計（以下「都推計」という。）も考慮のうえ検討し

ました。 

 ※ 都推計では、住民基本台帳に基づく就学予定者数、今後の集合住宅計画の有無 

などを考慮して、今後５年間の児童・生徒数の推計を行っています。 

 

 

 

 今後の児童・生徒数の動向を踏まえた「適正規模の視点」と学校施設の状況を踏ま

えた「改築の視点」を用いて適正配置候補校を抽出しました。 

 

（１）適正規模の視点から見る候補校 

   学校別の児童・生徒数にビジョン推計による人口増減率を掛け合わせ、20年後（令

和 26年度）の学校規模を算出しました（以下「区推計」という。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 基礎とした数値 

２．適正配置候補校の抽出 

学校別 

児童・生徒数 
人口増減率 

過大規模校 

（19 学級以上） 

適正規模校 

（12 学級～18 学級） 

過小規模校 

（11 学級以下） 

※ 小学校 19 学級～24 学級は許容範囲 

20年後の学校規模 

（過小規模校）豊渓、光が丘第一、石神井南、光が丘第二、南が丘、 

大泉北、八坂、練馬東、豊玉 

（過大規模校）中村、大泉 

中学校 

小学校 

（過小規模校）光が丘第八、大泉第一、橋戸、春日、豊玉第二、 

南が丘、南田中 

（過大規模校）開進第三、中村 
 

【候補校】 

※ 改築済・改築予定の学校を除く 
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（２）改築の視点から見る候補校 

敷地面積が狭い学校は、改築を行う際に十分な教育環境を確保できない恐れがあ

ります。改築後に望ましい運動場面積を確保できない可能性のある学校も、適正配

置を検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※1 セットバック：建物の建設に伴い、道路と土地の境界線を後退させること 

※2 日影規制：建築物による影が、近隣にかからないよう、日当たりを確保するための規制 

 

【望ましい運動場面積】 

運動場面積は、トラック競技や短距離走ができるような面積の確保が必要です。

統合・再編を行う際は、学習指導要領が求めている授業に必要な規模を想定した運

動場面積の確保を目指します。 

        小学校             中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100m トラック、直線走路 50m確保 150m トラック、直線走路 100m 確保 

※ 図は一例 

道路 

運動場 

＜改築に際して考慮する要素＞ 

セットバック(※1)による後退面積 

歩道状空地・一団の空地面積 

緑化・日影規制(※2)による離隔面積 

必要な教室の増加等による建築面積 
Ｎ 

改築前 改築後 

運動場 

４ｍ 

３ｍ 
改 築 

校舎 

校舎 

 

豊渓、石神井南、谷原、関、三原台、石神井東、貫井 中学校 

小学校 大泉学園、大泉第六、石神井西、石神井台、泉新、富士見台、練馬第三 

【候補校】 

※ 改築済・改築予定の学校を除く 
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適正規模の視点と改築の視点を用いて抽出した適正配置候補校を、適正配置対象校

の選定フローに基づき、さらに複数の観点で検討しました。 

 

【適正配置対象校の選定フロー】 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈適正配置候補校〉 

20年後の過小規模校 

（適正規模の視点） 

統合・再編は１対１を原則とし、過小規模校は 
最大２校への分散で近隣校へ受け入れできるか 

改築に課題のある学校 

（改築の視点） 

通学距離の目安程度の通学可能な距離か 
※ 直線距離で小学校は 1.5km程度、中学校は２km 程度。 

過大規模（小学校 25学級、中学校 19学級以上） 
にならないか 

まちづくりや鉄道路線の延長など、 
人口が大きく変動する見込みはないか 
大規模な建築計画はないか 
※ 東京都教育人口等推計も考慮。 

適正配置の対象となる学校を決定 

※「受入先となる学校」「近隣校の統合・再編を優先する学校」 

「改築時に再検討する学校」を除く 

③ 近隣校の 

受け入れ可否  

② 通学距離 

 

① 適正配置後 

の学校規模 

④ 人口変動の

要素 

20年後の過大規模校 

（適正規模の視点） 

３．適正配置対象校の選定 
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第３章 

第二次実施計画における 

適正配置対象校の選定 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適正配置対象校の選定にあたって 

【算出方法】 

① 区推計は、小・中学校とも 35人学級で算出 

② 都推計は、中学校を 40人学級で算出 

③ 通常学級のみ算出 

【凡例】 

 長寿命化 ：学校施設管理基本計画において、学校施設は、築 50年を目途に長寿命

化の適否を判断し、適する施設は築 80年、適さない施設は築 60年を目

途に改築することとしています。 

 ２Ｆ体  ：２階以上に体育館がある学校施設は、避難拠点の運営上の課題があるこ

とから、長寿命化の適否に関わらず改築を検討します。 
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適正配置候補校（16校） 

 

過小規模の学校（７校） 

光が丘第八、大泉第一、橋戸、春日、 
豊玉第二、南が丘、南田中 

※ 改築済・改築予定の学校を除く 

過大規模の学校（２校） 

 

改築に課題のある学校（７校） 

 
選定フロー①～③による評価 

（16校） 

※ 網掛けは、選定フローの条件に合致しないため、第二次実施計画で対象外となる学校 

①学校規模 ②通学距離 ③受入可否

Ｒ6
実績

R26
区推計

過大規模に
ならないか

直線距離
1.5km
程度か

近隣校で
受入可能か

光が丘第八 7 7 13,000㎡ ○ ○ ○ ○ P.22

大泉第一 10 9 11,547㎡ ○ ○ ○ ○ P.32

橋戸 12 10 10,129㎡ ○ ○ ○ ○ P.30

春日 12 11 10,705㎡ ○ ○ ○ ○ P.24

豊玉第二 11 11 7,552㎡ ○ ○ ○ ○ P.36

南が丘 12 11 9,894㎡ ○ ○ ○ ○ P.38

南田中 13 11 14,278㎡ ○ ○ ○ ○ P.40

大泉学園 12 12 9,210㎡ ○ ○ ○ ○ P.34

大泉第六 12 12 9,905㎡ × ○ ○ ×

石神井西 17 15 9,530㎡ × ○ ○ ×

石神井台 18 16 9,846㎡ × ○ × ×

泉新 18 16 9,376㎡ ○ ○ × ×

富士見台 19 17 9,453㎡ × ○ ○ ×

練馬第三 17 18 9,106㎡ × ○ ○ ×

開進第三 24 26 8,394㎡ ― ○ ○ ○ P.42

中村 27 30 13,881㎡ ― ○ ○ ○ P.44

詳細
ページ

総合
評価

学校名 校地面積

過
大

規
模

分類

過
小
規
模

改
築
課
題

学級数

大泉学園、大泉第六、石神井西、石神井台、 
泉新●、富士見台●、練馬第三 

１．小学校の検討結果 

●は長寿命化不可 
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※ 大泉第一小、橋戸小は大江戸線延伸地域 
のため、現時点での判断は見送る 

R26
区推計

R11
都推計

光が丘第八 7 6

大泉第一 9 10

橋戸 10 10

春日 11 12

豊玉第二 11 12

南が丘 11 12

南田中 11 12

大泉学園 12 11

開進第三 26 19

中村 30 24

学校名
将来推計（学級数）

④人口変動の要素

※ 春日小は学区域変更での過小規模の解消を
検討する 

 

過大規模の学校（２校） 

 
選定フロー④による評価 

（10校） 

 

（６校） 

 結 果 

（６校） 

第二次実施計画で対象となる学校 

 

統合・再編【１校】 

光が丘第八  

開進第三、中村 

 

学区域変更【１校】 

春日  

※ 過小規模は 11 学級以下、過大規模は 25 学級

以上だが、ボーダーラインにある場合は統合・

再編の検討を一旦保留し、過小規模は 10 学級

以下、過大規模は 26 学級以上を対象とする 
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①学校規模 ②通学距離 ③受入可否

Ｒ6
実績

R26
区推計

過大規模に
ならないか

直線距離
2km程度か

近隣校で
受入可能か

豊渓 5 5 10,818㎡ ○ ○ ○ ○ P.26

光が丘第一 8 8 14,999㎡ ○ ○ ○ ○ P.28

石神井南 10 10 11,296㎡ ○ ○ ○ ○ P.48

光が丘第二 9 11 14,957㎡ ○ ○ ○ ○ P.46

南が丘 9 8 19,065㎡ ○ ○ × ×

大泉北 9 8 14,598㎡ ○ × ○ ×

八坂 7 8 17,924㎡ ○ × ○ ×

練馬東 10 10 15,999㎡ × ○ ○ ×

豊玉 9 11 15,463㎡ ○ ○ × ×

谷原 14 13 14,650㎡ × ○ ○ ×

関 14 13 12,686㎡ × × ○ ×

三原台 15 14 13,057㎡ × ○ ○ ×

石神井東 16 15 11,105㎡ × ○ ○ ×

貫井 12 16 13,910㎡ × ○ ○ ×

中村 15 19 24,378㎡ － ○ ○ ○ P.50

大泉 19 19 16,732㎡ － ○ ○ ○ P.52

過
大

規
模

学校名 校地面積分類
詳細

ページ

過
小
規
模

改
築
課
題

学級数

総合
評価

適正配置候補校（16校） 

 

過小規模の学校（９校） 

豊渓●、光が丘第一、石神井南、光が丘第二、 
南が丘、大泉北、八坂●、練馬東、豊玉 

※ 改築済・改築予定の学校を除く 

過大規模の学校（２校） 

 

改築に課題のある学校（７校） 

豊渓●★、石神井南★、谷原、関、 

三原台、石神井東、貫井● 

★は過小規模校 

●は長寿命化不可 

 
選定フロー①～③による評価 

（16校） 

※ 網掛けは、選定フローの条件に合致しないため、第二次実施計画で対象外となる学校 

２．中学校の検討結果 
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R26
区推計

R11
都推計

豊渓 5 6

光が丘第一 8 9

石神井南 10 9

光が丘第二 11 9

中村 19 14

大泉 19 19

学校名
将来推計（学級数）

④人口変動の要素

 中村、大泉● 

過大規模の学校（２校） 

 
選定フロー④による評価 

（６校） 

 

（６校） 

※ 石神井南中は長寿命化改修実施中のため、 

第二次実施計画の対象から除外する 

 結 果 

（６校） 

第二次実施計画で対象となる学校 

 

統合・再編【２校】 

豊渓、光が丘第一 

※ 過小規模は 11 学級以下、過大規模は 19 学級

以上だが、ボーダーラインにある場合は統合・

再編の検討を一旦保留し、過小規模は 10 学級

以下、過大規模は 20 学級以上を対象とする 
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＜学校別カルテ＞ 
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（１）対象校の基本情報 

  光が丘第八小学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26年度）でも７学

級で、いずれも区内で最も学級数の少ない小学校です。築年数は 36年と浅いですが、

将来も単学級が続く見込みであり、適正配置の検討が必要です。近隣の学校は、田柄

小学校、光が丘秋の陽小学校です。 

① 児童数・学級数      令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、田柄小学校とは許容範囲、光が丘秋の陽小学校とは

適正規模になる見込みです。田柄小学校の築年数は 59年のため、改築等の判断が迫ら

れています。 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 28 26 39 29 31 34 187 

学級数 1 1 2 1 1 1 7 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

13,000㎡ H1.3 36 未 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

644 
22 

○ 

484 
17 

○ 

学校名 
築年数 長寿命

化可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

光が丘第八小学校 H1.3 36 未 187 7 172 7 

田柄小学校 S41.3 59 ○ 523 18 472 17 

光が丘秋の陽小学校 S52.3 48 未 341 12 312 12 

３-１．第二次実施計画で対象となる学校 

田柄小 

光が丘第八小 

光が丘秋の陽小 

過小規模 

※ 特別支援学級６学級あり 

光が丘第八小学校  １ 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

田柄小学校、光が丘秋の陽小学校とも、光が丘第八小学校の通学区域から 1.5km 以

内に位置しています。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 田柄小学校、光が丘秋の陽小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえ

で必要な教室数を設置できる見込みです。特に田柄小学校は敷地が広く、改築後はよ

り多くの教室を設置できます。なお、いずれの学校も現在の校舎では光が丘第八小学

校の児童を受け入れできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

光が丘第八小学校は、都推計でも６学級と過小規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  光が丘第八小学校は 20年以上過小規模が続いており、区推計、都推計とも今後も単

学級が続く見込みです。近隣の２校とも現校舎では光が丘第八小学校の児童を受け入

れできません。光が丘秋の陽小学校は築年数が 48年と浅く、改築を行うまで期間があ

ります。田柄小学校（築 59年）の改築と合わせた検討が必要です。 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

光が丘第八小学校 13,000㎡   34 40 

田柄小学校 15,836㎡ 644 
22 

○ 

71 

○ 

77 

○ 

光が丘秋の陽小学校 11,992㎡ 484 
17 

○ 

32 

○ 

37 

○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

光が丘第八小学校 172 7 142 6 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

田柄小学校の改築に合わせ、令和 14～18 年度を目途に光が丘第八小学校と田柄小

学校を統合・再編する方向で検討します【敷地：田柄小学校〈改築〉】 

※ 光が丘第八小校舎を田柄小改築時の仮設校舎として利用することも検討します 

※ 通学区域の一部を光が丘秋の陽小学校へ編入することも検討します 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  春日小学校は、現在（令和６年度時点）12学級で適正規模の学校ですが、将来推計

（令和 26年度）では 11学級で過小規模になる見込みです。近隣の学校は、練馬小学

校（令和８年度に改築設計着手）、練馬第二小学校、練馬東小学校、向山小学校、高松

小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、練馬小学校、練馬第二小学校とは許容範囲になる見

込みです。しかし、練馬小学校との統合は都推計で令和 11 年度に 24 学級、練馬第二

小学校との統合は区推計で 24学級といずれも許容範囲の上限の学級数になります。 

通学区域の変更を行うことで春日小学校の過小規模の解消を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 47 43 51 46 61 54 302 

学級数 2 2 2 2 2 2 12 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

10,705㎡ S56.12 43 未 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

春日小学校 S56.12 43 未 302 12 272 11 

練馬小学校 
S38.3 
(R8改築) 

62 × 453 16 411 15 

練馬第二小学校 S39.3 61 
○ 

2F体 
419 15 442 16 

練馬東小学校 改築中 － － 520 18 470 17 

向山小学校 改築中 － － 485 17 512 18 

高松小学校 S43.3 57 ○ 665 21 605 21 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

683 
23 
○ 

714 
24 
○ 

742 
25 
× 

784 
26 
× 

877 
28 
× 

練馬小 

高松小 
春日小 

練馬東小 

向山小 
練馬第二小 

過小規模 春日小学校  ２ 

R11年度 
都推計 
24 学級 

R11年度 
都推計 
25 学級 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

練馬小学校、高松小学校の通学区域の一部は、環状八号線を跨いでいます（図の 

の部分）。この地域の通学区域を春日小学校に変更することで、通学の安全確保、

春日小学校の適正規模の確保につながります。なお、  部分の地域は春日小学校ま

で１km以内に位置しています。 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 春日小学校は、現在の普通教室数は 12 教室ですが、教室転用により 13 教室を確保

できます。仮に区推計（令和 26年度時点）の春日小学校の児童数 272人と現在（令和

６年度時点）の  部分の児童数 60 人を合わせると 332 人（13 学級）であり、春日

小学校の現在の校舎で受け入れることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

春日小学校は、都推計で適正規模になる見込みです。また、通学区域の変更により

区推計の過小規模も解消されるため、統合・再編は行いません。 

 

 

 

 

 

（６）検討結果まとめ 

  春日小学校は令和６年度時点で適正規模ですが、区推計では過小規模になる見込み

です。練馬小学校、高松小学校の通学区域の一部を春日小学校に編入することで、通

学の安全確保、春日小学校の適正規模の確保につながります。 

 

 

 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

春日小学校 272 11 280 12 

令和９年４月を目途に、練馬小学校・高松小学校の通学区域の一部を 

春日小学校に編入する方向で検討します ※ 新入生から適用 

※ すでに春日小学校や国都
私立小学校等に通学して
いる児童は除く 

該当地域（   の部分） 

【高松１丁目】 

 ５～18 番、24～26 番、29 番１～５号・18～20 号、 

30 番１～７号・22～27 号 

【高松２丁目】 

 １～５番、６番１～８号・22～25 号、12 番１～４号・ 

 12～18 号 

【春日町３丁目】 

 34 番１～８号・25～28号 

【春日町５丁目】 

 33 番１～13 号・42～51 号、34番１～６号・17～21号 

春日小学校 

272人（R26年度） 

部分の児童 

60人 

332人（13学級） 
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（１）対象校の基本情報 

  豊渓中学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26 年度）でも５学級で、

いずれも区内で最も学級数の少ない中学校です。築年数は 59 年で長寿命化改修がで

きない学校です。近隣の学校は、光が丘第一中学校、光が丘第三中学校、八坂中学校

です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の中学校と統合した場合、いずれも適正規模になる見込みです。 

なお、隣接している旭町小学校との小中一貫教育校化は、現在も将来も 17学級で適

正規模を下回るため行いません。 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 44 55 38  137 

学級数 2 2 1  5 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

10,818㎡ S41.3 59 × 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

豊渓中学校 S41.3 59 × 137 5 128 5 

光が丘第一中学校 S59.3 41 未 242 8 224 8 

光が丘第三中学校 S63.3 37 未 407 12 379 13 

八坂中学校 S47.3 53 × 235 7 219 8 

＜小中一貫教育校の検討＞ 

旭町小学校 S40.3 60 
○ 

2F体 
333 12 303 12 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26 年度 
生徒数計 

学級数 

  

352 
12 
○ 

507 
16 
〇 

347 
12 
○ 

431 
17 
× 

豊渓中 

光が丘第一中 

八坂中 

光が丘第三中 

過小規模 改築課題 豊渓中学校  ３ 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

光が丘第一中学校、八坂中学校は、豊渓中学校の通学区域から２km程度に位置して

います。八坂中学校に通学する場合は、他自治体を通過し、笹目通りを横断すること

になります。光が丘第三中学校は、２km程度を超える地域があるため統合候補の対象

外となります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 光が丘第一中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 15教室を設置

でき、統合・再編後に想定される 12学級を受け入れられる見込みですが、改築を行わ

なくても現校舎で受け入れられます。八坂中学校は敷地が広く、改築後はより多くの

教室を設置できますが、上記（３）のとおり通学経路に課題があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

豊渓中学校は、都推計でも６学級と過小規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  豊渓中学校は 20年以上過小規模が続いており、区推計、都推計とも今後も過小規模

の見込みです。八坂中学校に通学する場合は通学経路に課題があり、光が丘第一中学

校への通学が現実的です。また、豊渓中学校は現在築 59年ですが、長寿命化改修がで

きないため、早急な判断が必要です。 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
生徒数計 

学級数 6,400㎡ 5,500㎡ 

豊渓中学校 10,818㎡   － － 

光が丘第一中学校 14,999㎡ 352 
12 
○ 

15 
○ 

26 
○ 

八坂中学校 17,924㎡ 347 
12 
○ 

24 
○ 

34 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

豊渓中学校 128 5 153 6 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

令和 11年４月を目途に、豊渓中学校と光が丘第一中学校を統合・再編する方向

で検討します【敷地：光が丘第一中学校〈現校舎〉】 

※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 



28 

 

 

 

（１）対象校の基本情報 

  光が丘第一中学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26年度）でも８学

級で、過小規模の学校です。築年数は 41年と浅く、近隣の学校は、豊渓中学校、光が

丘第二中学校、光が丘第三中学校、谷原中学校です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模  

近隣の中学校と統合した場合、適正規模を確保できる見込みの学校は、豊渓中学校、

光が丘第二中学校です。光が丘第二中学校は築年数が 38年と浅く、改築を行うまで期

間があるため、統合時期が遅くなります。なお、光が丘第三中学校、谷原中学校と統

合した場合、過大規模になる見込みのため統合候補の対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 88 86 68  242 

学級数 3 3 2  8 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

14,999㎡ S59.3 41 未 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

光が丘第一中学校 S59.3 41 未 242 8 224 8 

豊渓中学校 S41.3 59 × 137 5 128 5 

光が丘第二中学校 S62.3 38 未 324 9 305 11 

光が丘第三中学校 S63.3 37 未 407 12 379 13 

谷原中学校 S52.3 48 未 487 14 403 13 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
生徒数計 

学級数 

  

352 
12 
○ 

529 
17 
○ 

603 
19 
× 

627 
20 
× 

豊渓中 

光が丘第一中 

光が丘第二中 
光が丘第三中 

谷原中 

過小規模 光が丘第一中学校  ４ 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

豊渓中学校、光が丘第二中学校とも、光が丘第一中学校の通学区域から２km以内に

位置しています。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 光が丘第二中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 19教室を設置

でき、想定される 17学級を受け入れられる見込みです。豊渓中学校は敷地が狭く、他

校を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

光が丘第一中学校は、都推計でも９学級と過小規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  光が丘第一中学校の生徒を受け入れられる見込みのある学校は、光が丘第二中学校

ですが、光が丘第二中学校は築年数が 38年と浅く、改築を行うまで期間があります。

また、光が丘第一中学校は同じく過小規模である豊渓中学校の統合候補となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
生徒数計 

学級数 6,400㎡ 5,500㎡ 

光が丘第一中学校 14,999㎡   15 26 

豊渓中学校 10,818㎡ 352 
12 
○ 

－ － 

光が丘第二中学校 14,957㎡ 529 
17 
○ 

19 
○ 

29 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

光が丘第一中学校 224 8 261 9 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

光が丘第一中学校は、豊渓中学校との統合・再編の検討を優先します 

※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  橋戸小学校は、現在（令和６年度時点）12学級で適正規模の学校ですが、将来推計

（令和 26年度）では 10学級で過小規模になる見込みです。築年数は 48年と浅く、近

隣の学校は、豊溪小学校、北原小学校、大泉第一小学校、大泉北小学校、泉新小学校、

八坂小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、大泉第一小学校とは適正規模、豊溪小学校、泉新小

学校、八坂小学校とは許容範囲になる見込みです。大泉第一小学校は、将来も過小規

模の見込みであるため、統合した場合は両校の過小規模を解消できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 40 56 41 48 50 48 283 

学級数 2 2 2 2 2 2 12 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

10,129㎡ S52.3 48 未 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

橋戸小学校 S52.3 48 未 283 12 258 10 

豊溪小学校 改築中 － － 484 16 439 16 

北原小学校 S54.3 46 未 667 21 554 19 

大泉第一小学校 S40.3 60 〇 251 10 226 9 

大泉北小学校 S49.3 51 未 549 18 496 18 

泉新小学校 S44.3 56 × 521 18 433 16 

八坂小学校 S46.3 54 
○ 

2F体 376 13 341 13 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

697 
23 
○ 

812 
27 
× 

484 
17 
○ 

754 
25 
× 

691 
23 
○ 

599 
21 
○ 

３-２．第二次実施計画で対象とならない学校 

八坂小 

大泉北小 橋戸小 

大泉第一小 
豊溪小 

北原小 泉新小 

過小規模 橋戸小学校  １ 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

大泉第一小学校、泉新小学校は、橋戸小学校の通学区域から 1.5km 以内に位置して

います。豊溪小学校、八坂小学校は 1.5km 程度を超える地域があるため統合候補の対

象外となります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 大泉第一小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 25教室を設置で

き、想定される 17学級を受け入れられる見込みです。泉新小学校は敷地が狭く、他校

を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

橋戸小学校は、都推計でも 10学級と過小規模になる見込みですが、大江戸線の延伸

が計画されている地域のため、推計を上回る人口の増加が生じる可能性があります。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  橋戸小学校の児童を受け入れられる見込みのある学校は、大泉第一小学校です。橋

戸小学校は、区推計、都推計とも過小規模の見込みですが、大江戸線延伸地域のため、

推計を上回る人口の増加が生じる可能性があります。大泉第一小学校は築 60 年です

が、長寿命化改修が可能であるため、一定期間推移を見守ることができます。 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

橋戸小学校 10,129㎡   10 15 

大泉第一小学校 11,547㎡ 484 
17 
○ 

25 
○ 

30 
○ 

泉新小学校 9,376㎡ 691 
23 
○ 

－ － 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

橋戸小学校 258 10 267 10 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

橋戸小学校・大泉第一小学校の改築時に再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 



32 

 

 

 

（１）対象校の基本情報 

  大泉第一小学校は、現在（令和６年度時点）も 10 学級、将来推計（令和 26 年度）

でも９学級で、いずれも過小規模の学校です。築年数は 60年で、長寿命化改修が可能

な学校です。近隣の学校は、大泉北小学校、大泉学園小学校、大泉学園桜小学校、橋

戸小学校、八坂小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、大泉北小学校、大泉学園桜小学校、八坂小学校とは

許容範囲、大泉学園小学校、橋戸小学校とは適正規模になる見込みです。橋戸小学校

は、将来も過小規模の見込みであるため、統合した場合は両校の過小規模を解消でき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 35 44 32 53 39 48 251 

学級数 1 2 1 2 2 2 10 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

11,547㎡ S40.3 60 ○ 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

大泉第一小学校 S40.3 60 ○ 251 10 226 9 

大泉北小学校 S49.3 51 未 549 18 496 18 

大泉学園小学校 S43.3 57 ○ 330 12 300 12 

大泉学園桜小学校 S55.8 44 未 341 12 310 12 

橋戸小学校 S52.3 48 未 283 12 258 10 

八坂小学校 S46.3 54 
○ 

2F体 
376 13 341 13 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

722 
24 
○ 

526 
18 
○ 

536 
19 
○ 

484 
17 
○ 

567 
20 
○ 

八坂小 

大泉北小 橋戸小 

大泉第一小 

大泉学園桜小 

大泉学園小 

過小規模 大泉第一小学校  ２ 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

大泉北小学校、大泉学園小学校は、大泉第一小学校の通学区域から 1.5km 以内に位

置しています。大泉学園桜小学校、橋戸小学校、八坂小学校は 1.5km 程度を超える地

域があるため統合候補の対象外となります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 大泉北小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 33 教室を設置で

き、想定される 24 学級を受け入れられる見込みです。大泉学園小学校は敷地が狭く、

他校を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

大泉第一小学校は、都推計でも 10学級と過小規模になる見込みですが、大江戸線の

延伸が計画されている地域のため、推計を上回る人口の増加が生じる可能性がありま

す。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  大泉第一小学校は区推計、都推計とも過小規模の見込みですが、大江戸線延伸地域

のため、推計を上回る人口の増加が生じる可能性があります。大泉第一小学校は築 60

年ですが、長寿命化改修が可能であるため、一定期間推移を見守ることができます。 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

大泉第一小学校 11,547㎡   25 30 

大泉北小学校 12,683㎡ 722 
24 
○ 

33 
○ 

39 
○ 

大泉学園小学校 9,210㎡ 526 
18 
○ 

－ － 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

大泉第一小学校 226 9 227 10 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

大泉第一小学校を長寿命化改修する方向で検討し、改築時に再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  大泉学園小学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26年度）でも 12学

級で、適正規模の学校です。築年数は 57年で、長寿命化改修が可能ですが、敷地が狭

く、改築に課題のある学校です。近隣の学校は、大泉第一小学校、大泉北小学校、大

泉学園緑小学校、大泉学園桜小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、大泉第一小学校とは適正規模、大泉学園緑小学校、

大泉学園桜小学校とは許容範囲になる見込みです。なお、大泉北小学校と統合した場

合は、過大規模になる見込みのため統合候補の対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 58 48 55 59 49 61 330 

学級数 2 2 2 2 2 2 12 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

9,210㎡ S43.3 57 ○ 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

大泉学園小学校 S43.3 57 ○ 330 12 300 12 

大泉第一小学校 S40.3 60 ○ 251 10 226 9 

大泉北小学校 S49.3 51 未 549 18 496 18 

大泉学園緑小学校 S53.3 47 未 474 17 430 16 

大泉学園桜小学校 S55.8 44 未 341 12 310 12 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

526 
18 
○ 

796 
26 
× 

730 
24 
○ 

610 
21 
○ 

大泉北小 

大泉第一小 大泉学園緑小 

大泉学園小 

改築課題 大泉学園小学校  ３ 

大泉学園桜小 

※ 特別支援学級３学級あり 



35 

 

（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

大泉第一小学校、大泉学園緑小学校は、大泉学園小学校の通学区域から 1.5km 以内

に位置していますが、大泉学園緑小学校に通学する場合は、大泉学園通りを横断する

ことになります。大泉学園桜小学校は 1.5km 程度を超える地域があるため統合候補の

対象外となります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 大泉第一小学校、大泉学園緑小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したう

えで必要な教室数を設置できる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

大泉学園小学校は、都推計では 11学級と過小規模になる見込みですが、大江戸線の

延伸が計画されている地域のため、推計を上回る人口の増加が生じる可能性がありま

す。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  大泉学園小学校は、改築に課題のある学校ですが、現在も区推計も適正規模の学校

です。大泉学園小学校の児童を受け入れられる見込みの学校は、大泉第一小学校と大

泉学園緑小学校ですが、大泉第一小学校は橋戸小学校の受け入れ候補校でもあります。

大泉学園小学校は、大江戸線延伸地域のため、推計を上回る人口の増加が生じる可能

性があり、現時点での判断は困難です。 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

大泉学園小学校 9,210㎡   － － 

大泉第一小学校 11,547㎡ 526 
18 
○ 

25 
○ 

30 
○ 

大泉学園緑小学校 11,104㎡ 730 
24 
○ 

23 
× 

29 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

大泉学園小学校 300 12 272 11 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 



36 

 

 

 

（１）対象校の基本情報 

  豊玉第二小学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26年度）でも 11学

級で、過小規模の学校です。築年数は 61年で、長寿命化改修が可能ですが、体育館が

２階にあり、改築の検討対象校です。近隣の学校は、豊玉小学校、豊玉東小学校、豊

玉南小学校、開進第二小学校、開進第三小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、許容範囲となる見込みの学校は、豊玉東小学校のみ

です。その他の近隣校は、統合すると過大規模になる見込みのため統合候補の対象外

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 50 56 37 38 30 47 258 

学級数 2 2 2 2 1 2 11 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

7,552㎡ S39.3 61 
○ 

（２Ｆ体） 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

豊玉第二小学校 S39.3 61 
○ 

2F体 
258 11 271 11 

豊玉小学校 S47.2 53 ○ 493 17 518 18 

豊玉東小学校 S40.3 60 ○ 360 13 376 14 

豊玉南小学校 
H23.2 
改築済 

14 － 554 19 582 20 

開進第二小学校 
S38.3 
(R6長寿) 

62 ○ 493 17 518 18 

開進第三小学校 S57.3 43 
○ 

2F体 
739 24 775 26 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

789 
26 
× 

647 
22 
○ 

853 
28 
× 

789 
26 
× 

1,046 
33 
× 

開進第二小 

豊玉東小 

豊玉第二小 

豊玉南小 

豊玉小 

開進第三小 

過小規模 豊玉第二小学校  ４ 

※ 特別支援学級５学級あり 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

豊玉東小学校は、豊玉第二小学校の通学区域から 1.5km 以内に位置していますが、

豊玉東小学校に通学する場合は、多くの児童が環状七号線や目白通りを横断すること

になります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 豊玉東小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 26 教室を設置で

き、想定される 22学級を受け入れられる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

豊玉第二小学校は、都推計では 12学級と適正規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  豊玉第二小学校は、区推計で過小規模ですが、都推計では適正規模の見込みです。

豊玉第二小学校の児童を受け入れられる見込みの学校は、豊玉東小学校ですが、統合

した場合、多くの児童が通学に環状七号線や目白通りを横断することになります。豊

玉第二小学校は築 61年で、長寿命化改修が可能ですが、体育館が２階にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

豊玉第二小学校 7,552㎡   － － 

豊玉東小学校 10,514㎡ 647 
22 
○ 

20 
× 

26 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

豊玉第二小学校 271 11 337 12 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

統合・再編は行わず、改築する方向で検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  南が丘小学校は、現在（令和６年度時点）12学級で適正規模の学校ですが、将来推

計（令和 26年度）では 11学級で過小規模になる見込みです。近隣の学校は、石神井

東小学校、下石神井小学校、南田中小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、許容範囲となる見込みの学校は、石神井東小学校、

南田中小学校です。下石神井小学校は、統合すると過大規模になる見込みのため統合

候補の対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 44 67 51 64 61 50 337 

学級数 2 2 2 2 2 2 12 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

9,894㎡ S51.3 49 未 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

南が丘小学校 S51.3 49 未 337 12 282 11 

石神井東小学校 S41.3 59 × 413 14 344 13 

下石神井小学校 
R2.7 
改築済 

4 － 819 26 683 23 

南田中小学校 S43.3 57 ○ 343 13 287 11 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
児童数計 

学級数 

  

626 
21 
○ 

965 
31 
× 

569 
20 
○ 

石神井東小 

下石神井小 
南が丘小 

南田中小 

過小規模 南が丘小学校  ５ 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

石神井東小学校、南田中小学校は、南が丘小学校の通学区域から 1.5km 以内に位置

していますが、南田中小学校に通学する場合は、笹目通りを横断することになります。

石神井東小学校に通学する場合はすべての児童が１km以内で通学できます。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 石神井東小学校、南田中小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで

必要な教室数を設置できる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

南が丘小学校は、都推計では 12学級と適正規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  南が丘小学校は、区推計で過小規模ですが、都推計では適正規模の見込みです。南

が丘小学校の児童を受け入れられる見込みの学校は、石神井東小学校、南田中小学校

ですが、南田中小学校と統合した場合、通学に笹目通りを横断することになります。

石神井東小学校は築 59年で長寿命化改修ができない学校ですが、改築は令和 11年度

以降になる見込みです。 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

南が丘小学校 9,894㎡   13 19 

石神井東小学校 12,455㎡ 626 
21 
○ 

32 
○ 

38 
○ 

南田中小学校 14,278㎡ 569 
20 
○ 

44 
○ 

49 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

南が丘小学校 282 11 256 12 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  南田中小学校は、現在（令和６年度時点）13学級で適正規模の学校ですが、将来推

計（令和 26年度）では 11学級で過小規模になる見込みです。築年数は 57年で、長寿

命化改修が可能な学校です。近隣の学校は、石神井小学校、石神井東小学校、下石神

井小学校、光和小学校、谷原小学校、南が丘小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の小学校と統合した場合、許容範囲となる見込みの学校は、石神井東小学校、

南が丘小学校です。その他の近隣校は、統合すると過大規模になる見込みのため統合

候補の対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 51 65 48 56 72 51 343 

学級数 2 2 2 2 3 2 13 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

14,278㎡ S43.3 57 ○ 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

南田中小学校 S43.3 57 ○ 343 13 287 11 

石神井小学校 
R2.12 
改築済 

4 － 620 21 516 18 

石神井東小学校 S41.3 59 × 413 14 344 13 

下石神井小学校 
R2.7 
改築済 

4 － 819 26 683 23 

光和小学校 
H16.2 
改築済 

21 － 794 24 661 22 

谷原小学校 
H24.11 
改築済 

12 － 719 23 600 21 

南が丘小学校 S51.3 49 未 337 12 282 11 

対象校と統合した 
場合の学校規模 
R26年度 
児童数計 

学級数 

  

803 
26 
× 

631 
21 
○ 

970 
31 
× 

948 
30 
× 

887 
29 
× 

569 
20 
○ 

石神井東小 

下石神井小 
南が丘小 

南田中小 
石神井小 

光和小 谷原小 

過小規模 南田中小学校  ６ 

※ 特別支援学級４学級あり 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

石神井東小学校、南が丘小学校は、南田中小学校の通学区域から 1.5km 以内に位置

していますが、石神井東小学校、南が丘小学校に通学する場合は、笹目通りを横断す

ることになります。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

石神井東小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 32教室を設置で

き、想定される 21学級を受け入れられる見込みです。南が丘小学校は敷地が狭く、他

校を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

南田中小学校は、都推計では 12学級と適正規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  南田中小学校は、区推計で過小規模ですが、都推計では適正規模の見込みです。南

田中小学校の児童を受け入れられる見込みの学校は、石神井東小学校ですが、石神井

東小学校と統合した場合、通学に笹目通りを横断することになります。また、近隣に

許容範囲の規模の学校が多く、状況により学区域変更による受け入れ候補校になり得

る学校です。 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
児童数計 

学級数 3,500㎡ 3,000㎡ 

南田中小学校 14,278㎡   44 49 

石神井東小学校 12,455㎡ 631 
21 
○ 

32 
○ 

38 
○ 

南が丘小学校 9,894㎡ 569 
20 
○ 

13 
× 

19 
× 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

南田中小学校 287 11 256 12 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

開進第三小学校は、現在（令和６年度時点）24学級で許容範囲の学校ですが、将来

推計（令和 26年度）では 26学級で過大規模になる見込みです。築年数は 43年で、長

寿命化改修が可能な学校ですが、体育館が２階にあり、改築の検討対象校です。近隣

の学校は、旭丘小学校、小竹小学校、豊玉第二小学校、豊玉東小学校、開進第二小学

校、開進第四小学校です。旭丘小学校、小竹小学校は既に対応方針を示しています。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣のいずれの学校も一定の児童を受け入れられる見込みで、学区域変更を検討で

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 122 116 128 121 131 121 739 

学級数 4 4 4 4 4 4 24 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

8,394㎡ S57.3 43 
○ 

（２Ｆ体） 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

開進第三小学校 S57.3 43 
○ 

2F体 
739 24 775 26 

豊玉第二小学校 S39.3 61 
○ 

2F体 
258 11 271 11 

豊玉東小学校 S40.3 60 ○ 360 13 376 14 

開進第二小学校 
S38.3 
(R6長寿) 

62 ○ 493 17 518 18 

開進第四小学校 S47.3 53 × 525 17 553 19 

適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

 

13 

10 

6 

5 

小竹小 

豊玉第二小 旭丘小 

開進第三小 

豊玉東小 

開進第四小 

開進第二小 

過大規模 開進第三小学校  ７ 



43 

 

（３）適正配置後の通学距離 

学区域変更を行う場合は通学距離を考慮します。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

豊玉東小学校、開進第二小学校、開進第四小学校は、改築後に望ましい運動場面積

を確保したうえで、一定の学級数を受け入れられる見込みです。豊玉第二小学校は敷

地が狭く、他校を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

開進第三小学校は、都推計では 19学級と許容範囲になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  開進第三小学校は、区推計では過大規模の見込みですが、都推計では許容範囲と評

価が分かれており、現時点での判断は困難です。改築による教育環境の確保を行った

うえで、学校運営に支障が出る場合は通学区域の変更を検討します。 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 
適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

改築後の 
余剰教室数 

3,500㎡ 3,000㎡ 

開進第三小学校 8,394㎡    

豊玉第二小学校 7,552㎡ 13 － － 

豊玉東小学校 10,514㎡ 10 6 12 

開進第二小学校 10,470㎡ 6 2 7 

開進第四小学校 13,248㎡ 5 10 15 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

開進第三小学校 775 26 594 19 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 余剰教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡）と 
 教室数を確保した上で、他 
 校の児童を受け入れるため 
 に設置できる普通教室数 
 （机上計算値） 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  中村小学校は、現在（令和６年度時点）も 27学級、将来推計（令和 26年度）でも

30 学級で、いずれも過大規模の学校です。築年数は 60 年で、長寿命化改修が可能な

学校ですが、体育館が２階にあり、改築の検討対象校です。近隣の学校は、豊玉小学

校、豊玉南小学校、中村西小学校、向山小学校です。 

① 児童数・学級数       令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣のいずれの学校も一定数の児童を受け入れられる見込みで、学区域変更を検討

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合 計 

児童数 137 123 158 161 166 155 900 

学級数 4 4 5 5 5 4 27 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

13,881㎡ S40.3 60 
○ 

（２Ｆ体） 

学校名 
築年数 長寿命化 

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 児童数 学級数 児童数 学級数 

中村小学校 S40.3 60 
○ 

2F体 
900 27 948 30 

豊玉小学校 S47.2 53 ○ 493 17 518 18 

豊玉南小学校 
H23.2 
改築済 

14 － 554 19 582 20 

中村西小学校 
S38.2 
(R7改築) 

62 
○ 

2F体 
412 13 434 16 

向山小学校 改築中 － － 485 17 512 18 

適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

 

6 

4 

8 

6 

豊玉小 

中村小 

豊玉南小 

中村西小 

向山小 

過大規模 中村小学校  ８ 
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（３）適正配置後の通学距離 

学区域変更を行う場合は通学距離を考慮します。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

豊玉小学校、中村西小学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで、一

定の学級数を受け入れられる見込みです。豊玉南小学校、向山小学校は他校を受け入

れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

中村小学校は、都推計では 24学級と許容範囲になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  中村小学校は、区推計では過大規模の見込みですが、都推計では許容範囲と評価が

分かれており、現時点での判断は困難です。改築による教育環境の確保を行ったうえ

で、学校運営に支障が出る場合は通学区域の変更を検討します。 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 
適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

改築後の 
余剰教室数 

3,500㎡ 3,000㎡ 

中村小学校 13,881㎡    

豊玉小学校 11,459㎡ 6 12 18 

豊玉南小学校 11,468㎡ 4 － － 

中村西小学校 14,095㎡ 8 19 25 

向山小学校 10,796㎡ 6 － － 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

児童数 学級数 児童数 学級数 

中村小学校 948 30 723 24 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 余剰教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （3,500 ㎡・3,000 ㎡）と 
 教室数を確保した上で、他 
 校の児童を受け入れるため 
 に設置できる普通教室数 
 （机上計算値） 
※ 3,500 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 
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（１）対象校の基本情報 

  光が丘第二中学校は、現在（令和６年度時点）も 9学級、将来推計（令和 26年度）

でも 11学級で、いずれも過小規模の学校です。築年数は 38年と浅く、近隣の学校は、

練馬中学校、光が丘第一中学校、光が丘第三中学校、谷原中学校です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在   ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の中学校と統合した場合、適正規模を確保できる見込みの学校は、光が丘第一

中学校のみです。その他の近隣校は、統合すると過大規模になる見込みのため統合候

補の対象外となります。 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 107 109 108  324 

学級数 3 3 3  9 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

14,957㎡ S62.3 38 未 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

光が丘第二中学校 S62.3 38 未 324 9 305 11 

練馬中学校 S45.3 55 × 426 13 400 13 

光が丘第一中学校 S59.3 41 未 242 8 224 8 

光が丘第三中学校 S63.3 37 未 407 12 379 13 

谷原中学校 S52.3 48 未 487 14 403 13 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
生徒数計 

学級数 

  

705 
22 
× 

529 
17 
○ 

684 
21 
× 

708 
22 
× 

練馬中 

光が丘第二中 
光が丘第三中 谷原中 

過小規模 光が丘第二中学校  ９ 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 

光が丘第一中 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

光が丘第一中学校は、光が丘第二中学校の通学区域から１km以内に位置しています。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 光が丘第一中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 26教室を設置

でき、想定される 17学級を受け入れられる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

光が丘第二中学校は、都推計でも９学級と過小規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  光が丘第二中学校の生徒を受け入れられる見込みのある学校は、光が丘第一中学校

ですが、光が丘第二中学校は築年数が 38年と浅く、改築を行うまで期間があります。

また、光が丘第一中学校は同じく過小規模である豊渓中学校の統合候補となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
生徒数計 

学級数 6,400㎡ 5,500㎡ 

光が丘第二中学校 14,957㎡   19 29 

光が丘第一中学校 14,999㎡ 529 
17 
○ 

15 
× 

26 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

光が丘第二中学校 305 11 338 9 

光が丘第二中学校の改築時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 
※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  石神井南中学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26年度）でも 10学

級で、いずれも過小規模の学校です。築年数は 64年ですが、現在長寿命化改修中のた

め、概ね築 80年を目途に改築を検討する必要があります。近隣の学校は、石神井中学

校、上石神井中学校、南が丘中学校です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

  

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣の中学校と統合した場合、適正規模を確保できる見込みの学校は、南が丘中学

校のみです。石神井南中学校の築80年と南が丘中学校の築 60年が同時期であるため、

改築の時期に合わせた検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 112 126 117  355 

学級数 3 4 3  10 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

11,296㎡ S36.3 64 長寿命化改修中 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

石神井南中学校 S36.3 64 
長寿命化 

改修中 
355 10 294 10 

石神井中学校 S41.3 59 ○ 578 16 478 16 

上石神井中学校 
S37.3 
(R6改築) 

－ × 393 11 326 11 

南が丘中学校 S54.4 45 未 269 9 222 8 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

R26年度 
生徒数計 

学級数 

  

772 
24 
× 

620 
20 
× 

516 
17 
○ 

石神井中 

石神井南中 
南が丘中 

上石神井中 

過小規模 改築課題 石神井南中学校  10 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 
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（３）適正配置後の通学距離〔（１）③周辺図参照〕 

南が丘中学校は、石神井南中学校の通学区域から２km以内に位置しています。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 南が丘中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで 38 教室を設置で

き、想定される 17学級を受け入れられる見込みです。 

※石神井南中学校は敷地が狭く、南が丘中学校の生徒を受け入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

石神井南中学校は、都推計でも９学級と過小規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  石神井南中学校の生徒を受け入れられる見込みのある学校は、南が丘中学校ですが、

南が丘中学校は築年数が 45年と浅く、改築を行うまで期間があります。また、石神井

南中学校は現在、長寿命化改修中です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 

対象校と統合した 
場合の学校規模 

改築後の 
設置可能教室数 

R26年度 
生徒数計 

学級数 6,400㎡ 5,500㎡ 

石神井南中学校 11,296㎡   － － 

南が丘中学校 19,065㎡ 516 
17 
○ 

38 
○ 

48 
○ 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

石神井南中学校 294 10 338 9 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

石神井南中学校の改築時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

※ 設置可能教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡） 
 を確保したうえで設置できる  
 普通教室数（机上計算値） 
※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  中村中学校は、現在（令和６年度時点）15学級で適正規模の学校ですが、将来推計

（令和 26年度）では 19学級で過大規模になる見込みです。築年数は 54年で、長寿命

化改修が可能な学校です。近隣の学校は、豊玉中学校、開進第二中学校、貫井中学校

です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在 

 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

 

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣のいずれの学校も一定数の生徒を受け入れられる見込みで、学区域変更を検討

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 171 170 191  532 

学級数 5 5 5  15 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

24,378㎡ S46.3 54 ○ 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

中村中学校 S46.3 54 ○ 532 15 588 19 

豊玉中学校 
S40.3 
(R7長寿) 

60 ○ 278 9 307 11 

開進第二中学校 S41.3 59 ○ 396 12 440 15 

貫井中学校 S38.3 62 × 430 12 478 16 

適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

 

7 

3 

2 

開進第二中 

中村中 
豊玉中 

貫井中 

過大規模 中村中学校  11 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 

※ 特別支援学級２学級あり 
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（３）適正配置後の通学距離 

学区域変更を行う場合は通学距離を考慮します。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 豊玉中学校、開進第二中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで、

一定の学級数を受け入れられる見込みです。貫井中学校は敷地が狭く、他校を受け入

れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

中村中学校は、都推計では 14学級と適正規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  中村中学校は、区推計では過大規模の見込みですが、都推計では適正規模と評価が

分かれており、現時点での判断は困難です。改築による教育環境の確保を行ったうえ

で、学校運営に支障が出る場合は通学区域の変更を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 
適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

改築後の 
余剰教室数 

6,400㎡ 5,500㎡ 

中村中学校 24,378㎡  － － 

豊玉中学校 15,463㎡ 7 9 19 

開進第二中学校 25,889㎡ 3 86 97 

貫井中学校 13,910㎡ 2 － － 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

中村中学校 588 19 523 14 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 余剰教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡）と 
 教室数を確保した上で、他 
 校の生徒を受け入れるため 
 に設置できる普通教室数 
 （机上計算値） 
※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）対象校の基本情報 

  大泉中学校は、現在（令和６年度時点）も将来推計（令和 26 年度）でも 19学級で、

いずれも過大規模の学校です。築年数は 61年で、長寿命化改修ができない学校です。

近隣の学校は、大泉第二中学校、大泉西中学校、大泉北中学校、石神井中学校、三原

台中学校です。 

① 生徒数・学級数      令和６年５月１日現在  ③ 周辺図 

 

 

 

 

 

 

② 施設保有情報 

 

 

 

 

（２）適正配置後の学校規模 

近隣のいずれの学校も一定数の生徒を受け入れられる見込みで、学区域変更を検討

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年生 ２年生 ３年生  合 計 

生徒数 247 238 217  702 

学級数 7 6 6  19 

校地面積 建築年 築年数 長寿命化可否 

16,732㎡ S39.3 61 × 

学校名 
築年数 長寿命化

可否 

R６年度 R26年度 

建築年 築年数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

大泉中学校 S39.3 61 × 702 19 580 19 

大泉第二中学校 S47.3 53 ○ 532 15 441 15 

大泉西中学校 
R2.11 
改築済 

4 － 533 15 441 15 

大泉北中学校 S53.3 47 未 266 9 221 8 

石神井中学校 S41.3 59 ○ 578 16 478 16 

三原台中学校 S53.3 47 未 497 15 412 14 

適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

 

3 

3 

10 

2 

4 

大泉北中 

大泉中 
三原台中 

大泉西中 

大泉第二中 石神井中 

過大規模 大泉中学校  12 

※ R26 年度の学級数は 35 人学級で算出 

※ 特別支援学級７学級あり 
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（３）適正配置後の通学距離 

大泉第二中学校、石神井中学校への学区域変更は、西武池袋線を跨ぐため検討の対

象外とします。 

 

（４）近隣校の受け入れ可否 

 大泉西中学校、大泉北中学校は、改築後に望ましい運動場面積を確保したうえで、

一定の学級数を受け入れられる見込みです。三原台中学校は敷地が狭く、他校を受け

入れる余裕はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人口変動の要素（都推計考慮） 

大泉中学校は、都推計でも 19学級と過大規模になる見込みです。 

 

 

 

 

 

  

（６）検討結果まとめ 

  大泉中学校は、区推計、都推計とも過大規模になる見込みです。区推計では、令和

26 年度に 35 人学級想定で 19 学級と、適正規模の基準から 1 学級のみの超過であり、

現時点での判断は困難です。改築による教育環境の確保を行ったうえで、学校運営に

支障が出る場合は通学区域の変更を検討します。 

 

 

 

 

 

学校名 校地面積 
適正規模の 
許容範囲 

までの学級数 

改築後の 
余剰教室数 

6,400㎡ 5,500㎡ 

大泉中学校 16,732㎡  － － 

大泉西中学校 13,868㎡ 3 １ １ 

大泉北中学校 14,598㎡ 10 6 16 

三原台中学校 13,057㎡ 4 － － 

学校名 

R26年度 
区推計 

R11年度 
都推計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 

大泉中学校 580 19 708 19 

※ 「－」は他校を受け入れる余裕教室なし 

次回の計画策定時の状況を見て再検討します 

（第二次実施計画の対象外） 

 

※ 余剰教室数： 
 改築後、必要な運動場面積  
 （6,400 ㎡・5,500 ㎡）と 
 教室数を確保した上で、他 
 校の生徒を受け入れるため 
 に設置できる普通教室数 
 （机上計算値） 
※ 6,400 ㎡は、余裕を持った 
 運動場面積 
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（１）統合・再編の方向で検討する学校 

 

 

 対象校名 相手校名 検討結果まとめ 

① 光が丘第八小 
田柄小 

（光が丘秋の陽小） 

田柄小の改築に合わせ、令和 14～18年度を目途に、光が

丘第八小と田柄小を統合・再編する方向で検討 

【敷地：田柄小（改築）】 

※ 光が丘第八小校舎を田柄小改築時の仮設校舎として

利用することも検討 

※ 通学区域の一部を光が丘秋の陽小へ編入することも

検討  

 

 

（２）学区域変更の方向で検討する学校 

 

 

 対象校名 相手校名 検討結果まとめ 

① 春日小 
練馬小 

高松小 

令和９年４月を目途に、練馬小・高松小の通学区域の 

一部を春日小に編入する方向で検討 

※新入生から適用 

（３）第二次実施計画で対象とならない学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象校名 相手校名 検討結果まとめ 

② 豊渓中 光が丘第一中 

令和 11年４月を目途に、豊渓中と光が丘第一中を統合 

・再編する方向で検討 

【敷地：光が丘第一中（現校舎）】 

４．学校別検討まとめ 

中学校 

小学校 

 

中学校 

石神井南、光が丘第二、南が丘、大泉北、八坂、練馬東、豊玉、 

谷原、関、三原台、石神井東、貫井、中村、大泉 

小学校 

小学校 

 大泉第一、橋戸、豊玉第二、南が丘、南田中、大泉学園、大泉第六、

石神井西、石神井台、泉新、富士見台、練馬第三、開進第三、中村 
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第４章 

「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の

今後の対応方針」に基づく進捗状況 
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  令和元年８月に策定した「旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の今後の対応方針」

に基づき、旭丘・小竹地域に新たな小中一貫教育校を開校予定です。 

（１）対応方針（令和元年８月） 

 

① 旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校を廃止し、新たな小中一貫教育校を設置する。 

  旭丘小学校・旭丘中学校については、先行して新たな小中一貫教育校の設置に向けた

準備を開始する。 

② 新たな小中一貫教育校は旭丘小学校と旭丘中学校の跡地に整備する。 

③ 新たな小中一貫教育校における中学校の通学区域は、旭丘小学校と小竹小学校の通

学区域を合わせた区域とする。小学校の通学区域は、当面、旭丘小学校の通学区域を

基本とする。 

④ 小竹小学校の跡施設については、区の計画や地域のニーズ等を踏まえて検討を行う。 

 

 

（２）現状と今後の予定 

  旭丘・小竹地域の新たな小中一貫教育校「みらい青空学園」は令和８年４月に開校

予定です。現在は、旭丘小学校・旭丘中学校を先行して小中一貫教育校にするための

準備を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小竹小学校については、令和８年度の新校開校後の状況を確認し、 

統合に向けた調整を進めます 
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第５章 

第二次実施計画を進めるにあたっての 

具体的な取り組み 
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統合・再編を円滑に進めるため、統合まで概ね２年間の準備期間を設けます。この

間、保護者や地域の皆様などの協力を得て、以下の取り組みを進めていきます。統

合・再編を契機として、より一層、学校教育の充実を図るとともに、新たな気持ちで

学校生活のスタートが切れるよう教育環境を整備します。 

 

（１）準備会の設置 

  学校関係者、保護者の代表、町会・自治会代表などで構成する準備会を設置しま

す。準備会では、歴史の保存、閉校式の開催などについて協議を行います。 

準備会の進捗状況や協議内容については、準備会だよりや区ホームページなどに

より、適宜、保護者や地域の皆様へ情報提供をしていきます。 

 

（２）交流活動の実施 

統合・再編に伴う児童・生徒の不安や動揺をできる限り軽減するため、対象校合

同で交流活動（例：運動会、移動教室、部活動等）を実施し、児童・生徒の交流を深

めます。また、必要に応じて心のふれあい相談員※による相談時間を拡充し、新校で

の学習や学校生活が楽しく安定したものになるように努めます。 

 

（３）学級編制と教職員配置 

統合・再編に伴う児童・生徒の不安を軽減するとともに、児童・生徒の状況に配慮

した学級編制と教職員配置を行います。 

統合・再編までの間、新校の位置とならない学校の新１年生が少なくなったとし

ても、学級は編制します。その場合には、児童・生徒の教育に支障が生じないように

創意工夫していきます。また、新校の学級の編制にあたっては、対象校の児童・生徒

数の割合を考慮した構成とするなど配慮します。 

 

（４）特別支援学級の移設 

特別支援学級の移設にあたっては、できるだけ児童・生徒への負担がないように、

指導方法の継続、施設の整備、教員の配置などについて十分な配慮を行います。ま

た、特別支援学級が設置されていない学校の児童・生徒や保護者に特別支援学級に

対する理解を深めていただくため、授業参観に参加できる機会を設けるほか、特別

支援学級の児童・生徒への負担に配慮しながら、両校の児童・生徒の交流活動を実

施します。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※ 心のふれあい相談員：児童・生徒からの相談を受け、話し相手になり、児童・生徒の悩みや不安、

ストレスなどを和らげるために区が配置している相談員。 

１．統合・再編を円滑に進めるための取り組み 
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（５）小中連携グループの見直し 

 教育委員会では、小学校から中学校への段差を低くし、小学生がより意欲をもっ

て中学校に進学できるように、出前授業や部活動体験など、様々な小中連携の取り

組みを進めています。統合・再編に伴い、小中連携グループの見直しを行い、小中連

携教育の継続と発展に努めます。 

 

（６）通学路の安全確保 

統合・再編後の通学路の安全確保については、各学校での安全指導を徹底すると

ともに、通学路の安全点検を実施し、必要に応じて警察署や道路管理者などへ働き

かけを行います。 

 

（７）就学指定校の変更 

児童・生徒は、通学区域内の学校（指定校）に通うことを原則としており、統合・

再編までの間、対象校に入学予定の新１年生についても同様です。ただし、新校の

位置となる学校への入学を希望する場合は、指定校変更を認める配慮をしていきま

す。 

在校生については、既に学校の中で人間関係が築かれていることから、統合前に、

新校の位置となる学校へ個々に移ることは好ましくありません。統合まで、統合対

象校間で十分な交流活動を実施した後、現在の学校の児童・生徒と一緒に新校に通

うことが望ましいため、在校生による統合を理由とした指定校変更は認めないこと

とします。 

 

（８）学校指定用品への配慮 

統合・再編に伴い、買い替えの必要があると判断した学校指定用品（標準服や体

操着など）については、その費用を区が負担します。また、今後、保護者が購入する

学校指定用品については、統合対象校同士が同一の規格になるように配慮します。 

 

（９）学校応援団・ねりっこクラブ 

各小学校では、放課後の児童の居場所として、学校応援団ひろばや校庭・図書館

等の開放、ねりっこクラブを実施しています。通学区域の変更や統合・再編をする

場合には、必要なスペース確保に努めます。 
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学校の跡施設等（統合等により学校として使用されなくなった敷地や建物）の活用

は、区全体の重要な課題です。活用にあたっては、現状のまちづくりの規制等も考慮

のうえ、以下の点に留意し、地域の皆様のご意見を伺いながら検討していきます。 

● 学校が避難拠点や校庭開放、学校利用団体によるスポーツなど、教育目的以外の 

様々な利用があること 

● 近隣で小・中学校の改築等を行う際の仮設校舎等としての利用 

● 近隣の区立施設の複合化用地としての活用 

 

 

 

（１）通学手段に関する対応 

現在よりも通学距離が遠くなる旭町２丁目・３丁目   

（旭町小学校の通学区域）に居住する生徒に対して、交

通ルールの徹底やヘルメットの着用等のルールを定め

たうえで、令和８年度から希望者には自転車通学ができ

るようにします。 

また、バス通学を希望する生徒については、煩雑な手

続き等を行わなくてもバス通学ができるよう、柔軟に対

応します（交通費は自己負担）。 

 

 

 

 （２）指定校変更の対応 

過去の事例では、統合・再編の２年前から、新入生の指定校変更を認めていまし

た。今回については、受験期に当たらないよう、希望する場合は、統合の３年前か

ら指定校変更ができるようにします。 

  ＜現在の６年生の例＞ 

指定校変更が

可能な時期 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

統合の２年前 小６ 
中１ 

光が丘第一中を 
選択できない 

中２ 
中３ 

受験・ 
豊渓中卒業 

統合 

統合の３年前 小６ 
中１ 

光が丘第一中を 
選択できる 

中２ 
中３ 

受験・ 
光一中卒業 

統合 

 

 

２．跡施設の活用 

３．豊渓中学校・光が丘第一中学校の統合・再編に係る措置 

自転車通学対象地域 

豊渓中 

旭町小 

光一中 
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 （３）光が丘第一中学校を知る機会 

   現在でも学校公開日や見学可能な行事がありますが、学校と協議のうえ、学校公

開の日程を拡大し、授業や部活動の見学や体験、教員の話を聞く機会など、生徒や

保護者の方が光が丘第一中学校を知っていただく機会を充実させます。 

 

 （４）避難拠点に関する対応 

   豊渓中学校の体育館は築 28年であり、今後も活用できると考えています。豊渓中

学校の体育館を残し、現在の豊渓中学校と旭町小学校両校における避難拠点として

の体育館面積は減らさないようにします。また、現在、旭町小学校の体育館は 2階

にありますが、避難しやすいよう、改築に合わせて 1階に設置します。 

   豊渓中学校の跡施設については、地域の皆様のご意見を伺いながら、検討してい

きます。 

 

 

 

  統合・再編の実施後には、児童・生徒、保護者等に対するアンケート調査等により、

状況確認を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．統合・再編実施後のアンケート調査 
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児童 学級 児童 学級 児童 学級

1 旭丘 15,907 改築中 － 174 7 186 7 過小 209 10

2 小竹 13,774 S34.3 66 316 12 334 13 257 11

3 豊玉 11,459 S47.2 53 493 17 518 18 434 16

4 豊玉第二 7,552 S39.3 61 258 11 271 11 過小 337 12

5 豊玉東 10,514 S40.3 60 360 13 376 14 312 11

6 豊玉南 11,468 H23.2 14 554 19 582 20 許容 466 17

7 中村 13,881 S40.3 60 900 27 948 30 過大 723 24

8 中村西 14,095 S38.2 62 412 13 434 16 425 15

9 早宮 12,565 S52.3 48 496 17 449 16 478 17

10 開進第一 14,318 S38.3 62 630 21 570 20 許容 621 21

11 開進第二 10,470 S38.3 62 493 17 518 18 465 17

12 開進第三 8,394 S57.3 43 739 24 775 26 過大 594 19

13 開進第四 13,248 S47.3 53 525 17 553 19 許容 452 16

14 仲町 12,412 S43.3 57 797 25 724 24 許容 672 22

15 南町 11,564 S46.3 54 371 13 391 15 360 12

16 北町 13,579 S40.3 60 704 23 640 22 許容 586 19

17 北町西 14,557 S42.3 58 464 17 419 15 556 19

18 練馬 12,243 S38.3 62 453 16 411 15 443 17

19 練馬第二 9,075 S39.3 61 419 15 442 16 534 18

20 練馬第三 9,106 S51.3 49 499 17 524 18 415 14

21 練馬東 11,471 改築中 － 520 18 470 17 399 15

22 田柄 15,836 S41.3 59 523 18 472 17 417 15

23 田柄第二 12,638 S45.3 55 489 17 443 16 336 12

24 向山 10,796 改築中 － 485 17 512 18 453 16

25 豊溪 15,310 改築中 － 484 16 439 16 534 19

26 旭町 12,716 S40.3 60 333 12 303 12 320 12

27 高松 11,067 S43.3 57 665 21 605 21 許容 603 18

28 春日 10,705 S56.12 43 302 12 272 11 過小 280 12

29 光が丘四季の香 14,110 S58.3 42 454 14 412 15 374 13

30 光が丘春の風 12,001 S59.3 41 579 20 526 18 447 16

31 光が丘夏の雲 12,001 H2.3 35 494 17 448 16 431 16

32 光が丘秋の陽 11,992 S52.3 48 341 12 312 12 364 12

33 光が丘第八 13,000 H1.3 36 187 7 172 7 過小 142 6

34 石神井 12,814 R2.12 4 620 21 516 18 734 23

35 石神井東 12,455 S41.3 59 413 14 344 13 324 11

36 石神井西 9,530 S45.3 55 478 17 398 15 446 16

37 石神井台 9,846 S52.3 48 509 18 424 16 465 16

38 上石神井 11,662 改築中 － 757 24 628 21 許容 685 22

39 上石神井北 13,757  R6.8 0 736 22 615 21 許容 695 23

40 下石神井 9,247 R2.7 4 819 26 683 23 許容 601 20

41 光和 16,210 H16.2 21 794 24 661 22 許容 751 24

42 谷原 14,197 H24.11 12 719 23 600 21 許容 654 21

43 北原 12,412 S54.3 46 667 21 554 19 許容 533 19

44 立野 13,211 改築中 － 528 18 438 16 434 15

45 関町 13,460 S40.3 60 686 22 572 20 許容 599 19

46 関町北 14,037 R4.12 2 600 19 500 18 596 19

47 大泉 14,460 S39.3 61 564 18 512 18 475 16

48 大泉第一 11,547 S40.3 60 251 10 226 9 過小 227 10

49 大泉第二 12,229 S39.3 61 746 25 677 23 許容 560 19

50 大泉第三 14,425 S40.3 60 483 16 438 16 438 17

51 大泉第四 15,393 S42.3 58 534 18 486 17 469 18

52 大泉第六 9,905 S45.3 55 344 12 312 12 376 12

53 大泉東 14,918 H31.3 6 757 24 688 23 許容 841 26

54 大泉西 12,171 S49.3 51 394 13 359 14 338 12

55 大泉南 12,403 S41.3 59 624 21 567 20 許容 626 21

56 大泉北 12,683 S49.3 51 549 18 496 18 398 14

57 大泉学園 9,210 S43.3 57 330 12 300 12 272 11

58 大泉学園緑 11,104 S53.3 47 474 17 430 16 396 13

59 大泉学園桜 16,076 S55.8 44 341 12 310 12 254 11

60 泉新 9,376 S44.3 56 521 18 433 16 428 15

61 橋戸 10,129 S52.3 48 283 12 258 10 過小 267 10

62 南田中 14,278 S43.3 57 343 13 287 11 過小 256 12

63 南が丘 9,894 S51.3 49 337 12 282 11 過小 256 12

64 富士見台 9,453 S48.3 52 576 19 476 17 533 18

65 八坂 10,111 S46.3 54 376 13 341 13 310 12

合計 33,066 1,114 30,262 1,080 29,676 1,036

R11年度
(都推計)№ 小学校名

R６年度
(実数)

R26年度
(区推計) 規模

建築年数
（年）

建築年月
校地面積
（㎡）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

１．学校情報一覧 

小学校 
過小 11 学級以下 許容 19～24学級 過大 25 学級以上 

R26年度（区推計）で 

※ 児童数、学級数、校地面積は令和６年５月１日現在 

※ 築年数は令和７年３月末現在 
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中学校 
過小 11 学級以下 過大 19 学級以上 

R26年度（区推計）で 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

1 旭丘 12,417 改築中 － 149 6 165 7 過小 131 5

2 豊玉 15,463 S40.3 60 278 9 307 11 過小 303 9

3 豊玉第二 11,373 H26.11 10 220 7 241 9 過小 220 7

4 中村 24,378 S46.3 54 532 15 588 19 過大 523 14

5 開進第一 24,736 S43.3 57 418 12 391 13 454 12

6 開進第二 25,889 S41.3 59 396 12 440 15 445 12

7 開進第三 16,499 S47.3 53 369 11 408 14 331 9

8 開進第四 14,491 H28.7 8 457 13 504 16 480 13

9 北町 15,086 S47.3 53 361 11 339 12 381 11

10 練馬 19,968 S45.3 55 426 13 400 13 383 11

11 練馬東 15,999 S48.8 51 313 10 295 10 過小 410 11

12 貫井 13,910 S38.3 62 430 12 478 16 503 15

13 田柄 18,363 改築中 － 332 10 314 11 過小 262 9

14 豊渓 10,818 S41.3 59 137 5 128 5 過小 153 6

15 光が丘第一 14,999 S59.3 41 242 8 224 8 過小 261 9

16 光が丘第二 14,957 S62.3 38 324 9 305 11 過小 338 9

17 光が丘第三 17,977 S63.3 37 407 12 379 13 445 13

18 石神井 16,874 S41.3 59 578 16 478 16 696 19

19 石神井東 11,105 S53.7 46 572 16 474 15 618 17

20 石神井西 15,920 S40.3 60 650 18 539 17 682 19

21 石神井南 11,296 S36.3 64 355 10 294 10 過小 338 9

22 上石神井 13,559 改築中 － 393 11 326 11 過小 461 12

23 南が丘 19,065 S54.4 45 269 9 222 8 過小 253 8

24 谷原 14,650 S52.3 48 487 14 403 13 484 14

25 三原台 13,057 S53.3 47 497 15 412 14 460 12

26 大泉 16,732 S39.3 61 702 19 580 19 過大 708 19

27 大泉第二 18,919 S47.3 53 532 15 441 15 553 16

28 大泉西 13,868 R2.11 4 533 15 441 15 515 14

29 大泉北 14,598 S53.3 47 266 9 221 8 過小 294 9

30 大泉学園 14,693 S37.3 63 451 12 374 13 423 12

31 大泉学園桜 15,958 S56.3 44 183 7 152 6 過小 133 5

32 関 12,686 S50.3 50 481 14 399 13 458 12

33 八坂 17,924 S47.3 53 235 7 219 8 過小 237 8

合計 12,975 382 11,881 404 13,336 380

R11年度
(都推計)№ 中学校名

R６年度
(実数)

R26年度
(区推計) 規模

建築年数
（年）

建築年月
校地面積
（㎡）

※ 生徒数、学級数、校地面積は令和６年５月１日現在 

※ 築年数は令和７年３月末現在 

※ 令和 26 年度の学級数は 35 人学級で算出 
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２．区立小・中学校の児童・生徒数、学校数の推移と今後の見込み 
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区立学校適正配置第二次実施計画（案） 

 

令和７年（2025年）●月 
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